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巻 頭 言








　立命館大学地域情報研究センターは，1999年4月に設立された。設立から16周年となる2015年4月の本学大阪茨木キャンパス（OIC）開設に伴い，地域情報研究センターを取り巻く環境が大きく変わることになる。OIC総合研究機構が新たに設置され，その下に本研究センターを研究所に格上げした「地域情報研究所」が開設される。地域情報研究所においても，地域の物的・知的資源を活用した学術研究の重要性は益々高まるものと考えられる。OICの3つのキャンパス・コンセプトである「地域・社会連携」「都市共創」「アジアのゲートウェイ」はまさしく地域情報研究所の研究領域・対象と合致するものであり，2015年度以降の地域情報研究所の大いなる発展が期待されよう。地域情報研究センターとして最後の年となる2014年度の本センターの研究成果は，2015年度からの新たな展開に向けて堅固な土台になるものと言える。

　2014年度の本紀要には，6論文，1研究ノート，1報告が収められている。4つの重点プロジェクトのうち，「地域政策情報・都市地域共創・政策科学創成のOIC研究」プロジェクトからは，周・銭・周・仲上論文，「地方自治体の貧困・低所得者対策に関する研究」プロジェクトから嶋内論文，Khin論文と岸論文，「地域主体の低炭素社会実現を目指したカーボンマイナス・プロジェクト」から田靡・柴田・鐘ヶ江研究ノートの5点の研究成果が含まれている。また，「地域政策に関する国際共同研究・国際研修展開」プロジェクトからはインドネシアの研修生を対象としたStaff Enhancement Programに関する報告（Professor Kanegae）がなされている。

　他にも，萌芽的研究支援プログラムに基づく研究成果である西田論文と4つの重点プログラム以外から金論文が収められている。

　本号に収録された各研究成果が，地域情報研究センターから地域情報研究所という新たな展開に向かうための貴重な「学術的架け橋」となることを確信している。
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■論　文





新島とサーフィン文化





西田 亮介





【要旨】1960年代の日本のサーフィン草創期に，豊かな波と日本離れした景観を有する新島は，まだ海外渡航が身近でなかった時代に，サーファーたちに特別な場所として「発見」された。1970年代になると，雑誌などで取り上げられたこともあって，広く若者たちのあいだで，「離島ブーム」が生じ，爆発的な数の来島者が訪れた。その後，海外旅行が一般に普及するまでの一時期，新島は狂乱に巻き込まれることになった。その過程で，新島には，「若者たちが羽目を外す島」として，ある種不名誉な見方をされることになってしまう。サーフィンも，若年世代の破廉恥な文化の一つと目されていて，必ずしもポジティブなものとは認識されなくなった。その一方で，1990年代末に新島の新島村博物館を中心に，未だ明確になっていない，日本におけるサーフィンとサーフ・カルチャーの受容を学術的に捉えようという意見もあった。両者の葛藤のなかで，新島村博物館の「サーフボードミュージアム」は，日本におけるサーフィン受容を考えるにあたって重要な資料であるにもかかわらず，現在に至るまで観光資源として十分には活用されてはいない。本論文は，日本のサーフィン受容と新島の関係性，「サーフボードミュージアム」の現代史を紐解き，将来の活用可能性に言及する。





キーワード：新島，観光資源，サーフィン





Ⅰ. はじめに





　新島は，東京から約150キロの位置にある伊豆七島のひとつである。南北に11.5キロ，東西に3.5キロ，23.91平方キロメートルの島内に，約2300人が居住する1)。新島へのアクセスは，船か飛行機を使うことになる。船の場合，東京の竹下桟橋から約10時間の大型客船か，約3時間の高速船，あるいは，静岡は，下田発の神新汽船を利用することになる。飛行機を利用する場合は，調布空港からプロペラ機で約30分の時間を要する。行政単位である新島村は，新島と式根島を管内としている。新島の歴史は古く，縄文時代には人が住んでいたことが明らかになっている。江戸時代には，流刑地とされており，政治思想犯が流されてきたこともあって，島の文化と流人文化が合流した独特の文化を形成している2)。

　島は当然周囲を海岸線に囲まれているが，その東側には，約7キロにわたって，羽伏浦海岸が広がっている。羽伏浦海岸の背後には，火山の噴火によってできた新島ならではの抗火石でできた岸壁があり，風雨で削られた砂が供給されることで，白く，美しい海岸を形成する。新島には，この羽伏浦海岸を筆頭に，間々下海岸，淡井浦海岸など，いくつものサーフスポットとして知られたビーチをはじめ，海水浴場などが点在する（図1）。





　島外のサーファーたちには，新島は「サーフィンのメッカ」として知られている。しかしながら，詳しくは後述するように，サーフィンも，そしてかつて若者たちを魅了したことさえも，必ずしも現在の島内でのアイデンティティとは結実していない。それどころか，隠しておきたい歴史としてさえ思われていたりもする。
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　新島の貴重な観光施設として，新島村博物館がある。新島村博物館は，新島の本村地区の端に立地する，1998年に開館した博物館で，縄文時代からの島の歴史を伝えるとともに，島の独特の文化と，やはり独特の生態系を紹介している。新島村博物館の2階に，本論文で取り上げる「サーフボードミュージアム」が開館以来続く特別展として展開している。しかし，少しでも日本のサーフィン史についての知識があるならば，それらの資料の貴重さに対して，あまりにひっそりとした様相に拍子抜けするのではないか。

　本論文は，まさしくこのギャップに象徴されるように，近年観光客（来島者数）の減少に悩む新島にとって，潜在的に観光資源として十分に活用可能性がありながらも―そしてその事実が一見，自明であるにもかかわらず―，活用されていない現実に注目する。なぜ，このような事態が生じているのだろうか。

　以下，続く，第Ⅱ章において，日本におけるサーフィン受容について概観する。本論文の先行研究にあたるが，日本のサーフィン受容史は，とくに文化面について未だ明確になっていない点も少なくないが，新島はサーフィン受容史のなかでは，特別な意味を持つ場所でもある。第Ⅲ章では，新島とサーフィンの関係について言及する。それは必ずしも，両者にとって，互いにとって必ずしも幸福な邂逅ではなかった。それが現在にまで尾を引いている。第Ⅳ章では，新島村博物館とその特別展示「サーフボードミュージアム」の経緯について言及する。第Ⅴ章では，これらの知見を踏まえて，総括するとともに，とくに観光資源としての活用可能性などについて若干の示唆を示す。本論文を，新島と日本におけるサーフィン受容の関係，そして将来の活用可能性を紐解く端緒としたい。





Ⅱ. 日本におけるサーフィン受容





　日本におけるサーフィンとサーフ・カルチャーの受容過程については，未だ不明な点が少なからず残されている。まず日本におけるサーフィンが長くアンダーグラウンドな存在であった／あることがひとつの要因といえるだろう。後述するように論文，書籍ともに数が少なく，またこれまでほとんど学術研究の対象となってこなかった。それどころか，そもそも活字媒体としては，サーフィン専門誌と当事者らの手による幾つかの書籍が存在するのみである。しかも近年の雑誌不況のなかで，サーフィン専門誌も休刊や廃刊が相次いでいる。各地の「ローカル」と呼ばれる地元で長くサーフィンに親しんできたものたちを中心に，サーフィン受容についてもさまざまな話がまことしやかに語り継がれているが，それらは十分に検証されたものともいえない。

　たとえば，広くヒットした映画『ビッグ・ウェンズデー』（1978年，ジョン・ミリアス監督）が描き出したように，現代サーフィンが発展したアメリカ西海岸では，反戦文化やヒッピーカルチャー，ドラッグ・カルチャーなどとともに，サーフィンは主にアウトサイダーたちのものとして普及した3)4)。著名な音楽ライターのティモシー・ホワイトも，第2次世界大戦後の1950年代に，戦火を免れたアメリカの大反映と，アメリカ西海岸のサーフィンをはじめとするビーチカルチャーの発展と，音楽やバイクといった現代に至るポップカルチャーがそれらを取り込んでいく様子を克明に描き出している（ホワイト2011）。またサーフィンに限定しない場合，より広範な主体を対象に，カリフォルニアにおけるインフォーマルな秩序形成を観察した人類学的研究もある（エジャートン1993）。

　だが，それらはいずれも，あくまでアメリカの西海岸を対象にしたものであった。したがって，たとえば，サブカルチャーであったサーフィンが，日本ではなぜ富裕層に普及したのか，また現在に至るまで，国内外のサーフィンの実態についてはほとんど認知されていないにもかかわらず，アイコンとしてのサーフィンとサーフブランドは広く日本社会で普及するようになったのはなぜか，といった問いに対する明確な答えは未だ提示されていない。本論文の論旨からそれるが，こうした数々のギャップの存在も，日本におけるサーフィン受容を興味深いものにしている。

　このような状況のなかで，多くの1次資料と雑誌資料，統計から，1960年代〜1976年を「日本サーフィンの輪郭形成―大衆化舞台の構築」，1977年〜1980年代を「日本におけるサーフィンの大衆化」，1990年代以後を「その後の変化」と区分しながら，日本におけるサーフィン受容過程を丁寧に分析した観光学者小長谷悠紀の仕事は重要なものとなっている（小長谷2005）。この区分が，実態としての日本のサーフ・カルチャーを対象にしたものか，それとも表象としての「サーフィン」を対象にしたものかが明確ではなく，さらに「ロングボード・リバイバル」以後の，世界，そして日本のサーフィンの多様化についての言及が乏しいといった課題が残されているものの，日本のサーフィン受容の全体像を客観的に把握することができる数少ない学術的研究である。

　小長谷の検討や，また新島におけるサーフィン受容を扱った，筆者も参加した共同研究でも，日本にサーフィンを持ち込んだのは，1960年代の米兵だったと考えられている（小長谷2005; 小林・西田・松本2012a; 小林・西田・松本2012b）。ただし，「波に乗る」という遊びそれ自体は，それ以前から日本各地に見られたものである。各地に「板子」などと呼ばれる木の板を使って波にのる文化があったことが知られており，大礒町郷土資料館などに今も現物が展示されている5)。新島にも，船の底板を外して波に乗る，「せつかし」と呼ばれる，主に漁業従事者の子どもたちの遊びがあった。将来漁師になるために，子どもたちが海に慣れ親しむという目的があり，船の所有者たちの半公認的な遊びだったようである（小林・西田・松本2012b）。

　その後，1970年代には，競技化と産業化，ポップカルチャーとの合流が生じた。日本サーフィン連盟（NSA）や世界選手権の誘致，プロスポーツ化が進むのである。またサーフボードの製造販売，ウェットスーツなどのサーフィン関連用品の製造販売，またサーフィンを楽しむ拠点としてのサーフショップが現れ，サーフィンの商業化も進む。現存する，国内の老舗サーフィンブランドやサーフショップもこの時期に登場したものが多い。産業化によって，サーフィンを生業にすることができるようになったのである。

　次章で詳しく言及するように，新島とサーフィンが出会ったのは，この時期であったと思われる。だが，それは必ずしも幸福なものではなかった。のちの，「離島ブーム」で，新島は与論島などとともに，若者たちに近くて，遠い「非日常の島」として「発見」される。若者を中心に受容され，日本に定着し始めたばかりのサーファーたちは，現在よりもずっとアウトローだったと聞く。だが，それにも増して，これまでに見たこともないような数の巨大な群衆としての若者たちが新島を訪れたことの影響が大きい。彼らの日常的な規範を逸脱した行動は，新島を翻弄した。そして，サーフィンは，さほど若者文化に詳しくない住民たちの目には，若年世代の文化の象徴として「誤解」されていったのだった。





Ⅲ. 新島とサーフィン





　新島といえば，「若者たちの島」として，年長世代には知られているかもしれない。新島の美しいビーチと，日本離れした島の景観を，それらを背景にした非日常とある種の「祝祭」を目当てに，かつてサーファーだけではなく，多くの若者たちが新島を目指した時期があった。1970年代後半から1980年代にかけてのことである。表1，表2は，1967年から2009年までの，新島の来島者数の変遷を示したものである6)。
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　1966年に年間23,000人余りだった新島への来島者数は，1970年代に急増し，1977年には10万人を越え，1981年には，過去最多の年間12,1330人を記録する7)。その後，1986年まで年間10万人を超える来島者数があったが，その後，1990年代から2000年代にかけては，トレンドとしては右肩下がりの様相を呈している。

　新島に若者が殺到するようになった背景には，第2次世界大戦後のレジャーとして海水浴が普及していたこと，消費文化の台頭がありながらも，円ドル固定相場制が幕引きを迎えつつも，現在と比較して遥かに円安な状況にあり，海外渡航や海外旅行が現在ほど手軽で，身近なものではなかったことなどを挙げることができる。日本の離島が，観光の対象として注目を集めるようになるのは，1960年代後半のことであった。業界誌が取り上げるようになったことや，1953年に制定された離島振興法によって，観光の活性化を国が支援することになったことなどが背景にあった。数々の離島のなかでも，日本離れした海と景観を持つ新島や与論島などに，多くの観光客が訪れた。

　1970年代から1980年代にかけての離島への来島者の急増は，新島の島の暮らしを一変させることになった。まず大量に押し寄せる若者たちを宿泊させる民宿が数多く開業した。新島村産業観光課の調べによれば，1969年の新島内の宿泊業者数は，102件であったが，1981年には245件と2倍以上の数になった8)（新島村産業振興課2010）。

　前日の夜に東京の竹芝桟橋を出港した大型客船は，早朝に新島に到着する。下船が終わると，島の至るところに観光客がいるという状況で，最盛期には民宿ではとても収容できず，普通の民家やその軒先（！）に寝泊まりしたりするということもあったという（小林・西田・松本2012b）。筆者はこれまでに夏のオンシーズンを含め，幾度か新島を訪れたことがあるが，そのような様子に出会ったことはない。数人のサーファーと釣り客，おそらく地元の人が下船するのみであった。現在では，本村地区などで，数多くの，かつての民宿の名残を目にすることができる。押し寄せる観光客を目当てに，民宿だけではなく，こうした観光客を相手にする，飲食店や土産物店，ディスコ，スナックなども営業するようになった。

　離島ブームのときの若者たちの様子がどのようなものであったかは，たとえば1980年代の大学生の生活を赤裸々に描いた『東京エイティーズ―80’s love & pop! Campus romance graffiti』シリーズなどに詳しい。もちろん，そこで取り上げられているのは，当時の若者たちの生活を劇画的に描いたフィクションであり，誇張された部分もあるだろうが，渡航に利用する船それ自体がディスコ化し，また異性との活発で，積極的な交流などは事実である。半閉鎖空間に大量の若者を満載していたのだから，その熱気は凄まじいものがあったと想像するに難くはない。ましてや10時間近い夜を徹しての航海を経て，来島した暁には，そのエネルギーはピークに達したと考えるのはごく自然なことであろう。ちなみに現在の大型客船でも，食堂があり，消灯時間の23時30分まで営業している。だが，ひとり静かにビールを嗜むことができる程度に閑散としており，ギャップを感じる。

　離島ブームで訪れた若者らの，激しい，性的な側面も含む逸脱行動は，多くの雑誌記事などでも，ときにセンセーショナルに，そして少なからず興味本位の視点から報道，記録されている（小林・西田・松本2012b）。言うまでもなく，日常生活を送っていた住民からすれば，いくら観光客が新島に経済効果をもたらすとはいえ，島に，その後長く続く，不名誉なラベリングをもたらした，はた迷惑な存在に映ったことだろう。

　そのなかで，若者文化の象徴であるサーフィンも，そのような逸脱の象徴であるという認識が島内に根強く形成されていたという9)。実はサーフィンが新島にもたらされたのは，もう少し時を遡る。1969年には，新島観光協会が主催し日本サーフィン連盟も協賛した第1回新島杯が開催されており，1970年には第5回全日本サーフィン選手権大会が開催されている。つまり，1960年代末には，競技会を開催できるという認識がサーファーたちの間で一般化するほどには，新島とサーフィンの関係は知られるようになっていた。筆者らの過去の調査では，1965年に島の観光地化を期待した東海汽船の意向で，日本で最初期にサーフボードを商業化した高橋太郎と，彼の主催する「ダックス・サーフィンクラブ」のメンバー約5名が新島を訪れていた（小林・西田・松本2012b）。

　このように捉えると，前述のように，サーフィンを，逸脱する若者の象徴と見なすことは若干実態と認識のあいだにズレがあった可能性は否定できない。1970年代になると，先行して徐々に広がりを見せていたサーフィンに加えて，音楽やファッションを通して，表象としてのサーフィンがさまざまなジャンルで姿を見せることになる。両者は必ずしも一致する存在ではなかったが，一般的な若者がサーフィン的な服装を取り入れたりするなど，区別が難しくなったりした点も，ある意味では「不幸」であった。当時のサーファーたちが，普通の若者たちのなかでも，ポジティブにいえば飛び抜けて変わった，ネガティブに表現するなら逸脱した存在だったこともあって，「誤解」はそのまま住民たちのあいだに定着していった。





Ⅳ. 新島村博物館と「サーフボードミュージアム」





　新島村博物館は，新島の本村地区の外れに位置する，新島村管内唯一の博物館である。縄文時代から続く島の歴史と独特の文化を，詳細に伝えるとともに，貴重な島の観光資源でもある（図2，図3）。
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　新島村博物館は，1998年に開館した。新島村博物館の発行する館内ガイド『新島村博物館』の冒頭，「ご案内」という文章には，その設立の経緯について，以下のように記されている。






	　新島村博物館は，新島村の自然と歴史，民俗の資料を収集・保存・調査・研究・展示，そして公開する総合的な博物館として，1998年7月19日に開館しました。

	　当博物館の展示は，故前田長八氏による旧新島郷土資料館の資料が中心になって構成されています。同時に，これまで村民の方々から寄贈および寄託された古文書，書画，民具などの貴重な資料も展示されています10)。







　新島村博物館には1階に，常設展示として，島の自然や歴史，文化，生活についての展示がある。なお屋外には，野外展示として，茅葺き古民家や，新島固有の抗火石作りの石倉が展示されている。本論文で取り上げたいのは，2階の特別展示「サーフボードミュージアム」である（図4）。筆者が最後に新島を訪れた2015年1月28日には，11本のサーフボードと，それぞれの解説，それぞれの時代の写真などが展示されていた11)。開館直後には，この特別展示に関連して，日本のサーフィン黎明期を担った当時のNSA相談役坂田道氏や，「テッドインターナショナル」というサーフボード・ブランドを率いた阿出川輝雄氏を招いて，サーフィンの歴史や講演会も企画された（新島村博物館1999）。
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　Ⅱ章で言及したように，未だ日本のサーフィン受容過程が十分体系立てて記録されていないこと，さらにサーフボードがその製品特性として経年劣化していくこともあり，現物資料があまり現存していないことなどを考慮すると，新島村博物館の「サーフボードミュージアム」は公開されている貴重な資料といえる。とくに，現在はなくなってしまった富士工機などの国産メーカーのサーフボードの現物は，今となっては大変貴重な逸品である。

　この特別展示は，どのような経緯で始まったのだろうか。またなぜ開館から現在に至るまで，「特別展示」であり続けているのだろうか。筆者は，元新島村博物館学芸員で，北村武氏にその経緯を聞いた12)。北村氏によれば，1998年の開館に向けて，展示の企画を考えているなかで，対象を特化した展示ではなく，島について総合的な展示にすることが決まったという。その過程で，若者文化としてのサーフィンを思いつき，いろいろと日本におけるサーフィン受容の経緯を調べたり，サーフボードを収集したりした。その過程で，いろいろな人にであったが，ハワイ大学でサーフィンの研究をしていた故ベン・フィニ（Ben Finney）教授と出会い，いろいろな示唆を経た。日本のサーフィンの起源を探るべく，ハワイ大学に行こうという話もあったが，頓挫することになった。

　理由として，北村氏は島民の怒りを挙げた。サーフィンといえば，離島ブームでやって来た若い人達が置いていったもので，その結果，新島に対するネガティブな認識が広まったという事実を，島民から感情的にぶつけられたのだという。当時は，文化の話どころではなく，新島村博物館としてもハワイ大学と交流したかったが，館長が自費で行くという話さえも結局流れてしまった。

　このように，サーフィンを巡って，「不名誉なラベリングをもたらした若年世代のカルチャーの代表」というネガティブな，しかしごく真っ当な見方と，後述する「学術的な位置づけを行い，観光資源に活用すべき」という2つの視点の葛藤のなかで，新島村博物館の「サーフボードミュージアム」は「特別展示」という中途半端な位置づけで出発した。現在に至るまで，両者の超克は十分には行われておらず，新島村博物館の「サーフボードミュージアム」は，日本のサーフィン受容を考えるにあたって重要な資料を多数所蔵するにもかかわらず，学術的にも，観光資源としても十分有効活用されているとはいえない現状のままになっている。





Ⅴ. おわりに





　本論文では，日本のサーフィン受容と新島の関係性，「サーフボードミュージアム」の現代史を紐解いてきた。とくに新島村博物館の「サーフボードミュージアム」は，日本のサーフィン受容を考えるにあたって重要な資料を多数所蔵するにもかかわらず，学術的にも，観光資源としても十分有効活用できずにいる背景を理解することを試みた。新島におけるサーフィンの受容は，突発的で，あまりに大きな影響をもたらした。新島内では，サーフィンに対して，必ずしもポジティブな感情を持ちえておらず，それらを観光資源として積極的に打ち出すコンセンサス形成ができていない可能性が示唆される。筆を置く前に，新島村博物館の入館者数の変遷に目を向けてみたい。筆者は，新島村博物館から提供いただいた1998年から2013年までの，新島村博物館の来館者数の推移を一覧にした（表3）。
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　新島村博物館の来館者数は，開館翌年の1999年に最多来館者の7,011人を記録したのち，若干の変動はあるものの，2000年代以後，減少が目立つ。2010年代に入ってから，落ち込みが目立ち，歯止めがかかっていない様子が伺える。2013年の来館者数は，3,555人であった。Ⅲ章で言及したように，新島への来島者数も減少の一途を辿っているが，そのなかでもおそらくは観光目的が中心と考えられる，新島村博物館への来訪者数もまた同様傾向にある。

　海外旅行がすっかり身近な存在になった現代においては，かつてのように，ただ，「美しい海が広がっている」「温泉がある」「独自の文化がある」というこれまでの観光の「目玉」だけでは，存在感を発揮することは難しい。もちろん，現状のように，ひっそりとしたままにしておくということも考えられるが，新島の独特の歴史を考慮するとそれはあまりに惜しいのではないか。

　新島に限らず，離島振興は現在，有効な手立てを打てずに，閉塞感を見せている。従来の歴史や観光資源を活かしながら，新しい時代と価値観の変化を踏まえて，思想家東浩紀がいう偶発性に開かれた「弱いつながり」を探しだすことができるかが問われている（東2014）。

　そのような観点からすれば，かつてはネガティブな存在だった，新島におけるサーフィンは，十分に反転攻勢に出るための契機があるのではないか。むろん，それらがどのようなものであるか，より具体化するためには，さらに詳細な新島と，新島におけるサーフィン受容に関する調査研究が不可欠であろう。本論文を，それらの端緒としたい。
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[注]


	1)いずれも，「新島村ホームページ」（https://www.niijima.com/）参照。ただし，新島の人口については，新島村の人口から，式根島地区の人口を覗いて計算。

	2)伊豆七島や新島の文化の独自性については，日本の離島について造詣が深く，離島振興法の成立にも深く携わった民俗学者宮本常一も度々，言及している（宮本1970=2004，2009）。

	3)アメリカ西海岸のアウトサイダー文化と海岸文化の発展の関係については，著述家の海野弘の著作が詳しい（海野2001）。

	4)もちろん現在ではサーフィンはより一般的な層に普及したが，現在でも，サーフィンの歴史に敬意を込めつつ，また生活世界とは異なった規範が存在することを互いに認め合う慣習から，「ルーザーズ・カルチャー」や「オンリー・サーファー・ノウズ（Only Surfer Knows）」などということがある。

	5)神奈川県大磯町は，相模湾に面した別荘地として発展し，戦前には健康法として，富裕層に海水浴が普及するなど，日本の現代的なリゾート海岸の先駆け的な存在であった。

	6)新島村産業観光課の提供資料より，筆者作成（新島村産業観光課2010）。

	7)ただし，来島者数は，島内在住者の本土との行き来等も含む，のべ数であることに留意する必要がある。

	8)新島の宿泊業者は，観光客の減少に伴って，数を減らし，2009年には38件であった。

	9)2015年1月28日に実施した，新島村博物館元学芸員北村武氏へのヒアリングによる。

	10)新島村博物館館内ガイド『新島村博物館』の冒頭「ご案内」より引用（新島村博物館2015）。書誌情報が見当たらないため，暫定的にこのように記す。

	11)元新島村博物館学芸員の北村武氏によれば，収蔵庫には，さらに30〜40本程度のサーフボードがストックされているという。

	12)2015年1月29日に電話で，ヒアリングを実施。
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Niijima and Surf Culture in Japan





Ryosuke Nishida





Abstract: This paper studies an acceptance of surfing in Japan and, the role and potential for Niijima island. I notice Niijimamura Museum and “Surf Museum” as the special exhibition. The surfboards on the exhibition are valuable for understanding the history whose acceptance of surfing in Japan. But it is not said that the exhibition is activate for Niijima and whose tourism. This paper tries to understand the reason why Niijima is not unfamiliar with surfing although there is surfing near their life. For this purpose, this paper researches the surfing history in Japan and, a relation of surfing and Niijima, a trend of Niijima seen from tourism.
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■論　文





地方自治体における自立支援事業のジレンマ

―日本型福祉国家における給付制度に注目して―





嶋内 健





【要旨】生活困窮者の自立支援事業が，2015年４月から自治体の福祉事務所の業務となる。しかし，これが十分に機能するかどうかは不透明な状況だ。この傾向は，1990年代以降のEUにおける社会的包摂の流れに追随するものであるが，西欧の福祉国家との決定的な違いは，日本の自立支援事業は，脆弱な給付制度を放置したまま推進されようとしていることである。ここに大きな懸念がある。そこで本稿の目的は，日本型福祉国家にもとづく自立支援政策の根本問題を確認し，これを前提にした近年の自立支援制度の現状と課題を明らかにすることである。まず，人びとの生活を支えてきたのは，公的福祉ではなく男性稼ぎ手モデルの日本型雇用システムであることを確認する。しかし，1990年代以降このシステムは崩壊しつつある。次に，日本の福祉制度はこの雇用システムを前提に形成され，結果的に公的社会支出は抑制されてきたことを指摘する。一方で日本の失業保険は給付期間が短く受給率が低い。他方で生活保護は受給するのがきわめて難しい制度である。どちらの給付制度からも排除される貧困層が，日本ではきわめて多いのである。続いて，近年の若者と生活保護受給者を対象とした各自立支援事業の問題点を，こうした社会的給付の不備と関連づけて論じる。最後に，日本型福祉国家は給付制度が未整備であるがゆえに，生活困窮者の自立支援サービスへのアクセスを阻む可能性があることを指摘する。





キーワード：自立支援事業，生活困窮者自立支援法，日本型福祉国家





Ⅰ. はじめに





　日本における貧困問題の深刻さは，いまや自明となっている。働いているのに最低生活水準以下の生活を強いられている「ワーキング・プア」や，活保護受給世帯の増加はその最たる例であろう。1990年代以降，日本の非正規雇用は一貫して増加し続けてきた。低賃金で解雇が容易な非正規雇用は，事業主による雇用の調整弁として利用されている。相対的貧困率は，先進国ではアメリカに次いで高く，子どもの貧困率は最も高い。日本の社会保障制度は他の先進諸国と比べてきわめて脆弱であり，こうした事態に対してほとんど有効に機能していない。周知のように，雇用保険をはじめとする社会保険制度は多くの非正規労働者を排除し，かつまた最後のセーフティネットである生活保護制度はきわめて利用にしにくい制度である。雇用から排除され，福祉制度から排除された人が次に頼ろうとすれば，それは家族になろう。ところが，現代の家族はこうした人びとの生活を支えるほどの余裕をもっていない。ゆえに生活に困窮しているにもかかわらず，国家の福祉制度からも家族などの親密圏からも排除され，寄る辺のない「むき出しの個人」と化した大量の生活困窮者が生まれている。それらは，社会的排除に直面する人びとといってもよいだろう。

　こうした状況のなか，「生活困窮者自立支援法」が2015年4月からいよいよ施行される。生活保護にいたる手前で困窮している者がおもな支援対象となっており，福祉事務所を設置する自治体は相談窓口を設けなければならない。そこでは自立相談支援事業，住居確保給付金の支給，就労準備支援事業，一時生活支援事業，家計相談支援事業，学習支援事業などを地域の実情に応じて実施する。このような支援制度がようやく形成されたこと自体は，生活困窮者への社会的包摂へ向けた第一歩として評価できるだろう。

　しかし，課題も大きい。釧路市の元職員で社会保障審議会「生活困窮者の生活支援の在り方に関する特別部会」の委員を務めた櫛部武俊氏は，「おざなりに相談だけ受けたり，民間に丸投げしたりしたら，新法は『絵に描いた餅』になる」（『朝日新聞』2013年12月30日朝刊）と指摘する。また，この指摘とは別の問題もある。2000年代に入り日本の福祉政策は，ある種の「自立支援ブーム」となっており，今回の生活困窮者自立支援法もこの流れの一環として位置づけられる。しかし，残念なことに欧州諸国のアクティベーション政策と比較した場合，日本の諸々の自立支援策は個々の制度が縦割りで乱立しており，ひとつのシステムとして統合的に運用されているように見えない。さらにいえば，新制度ができたとはいえ，それ自体が日本の福祉制度における根本的な問題である社会的給付の脆弱性を解決することはない。自立支援は欧州のアクティベーション政策のように，社会的給付と一体となってこそ効果を発揮するものである。なぜなら「給付なき自立支援」がいくら整ったとしても，日常生活を営む経済的な足がかりがなければ，自立支援対策への参加は阻まれる可能性が大きいからである。それは氏の指摘通りまさに「絵に描いた餅」となってしまう。

　そこで生活困窮者自立支援法の施行を直前にひかえたいま，本稿はこうした日本型福祉国家にもとづく自立支援政策の根本問題を確認し，それを前提にしたうえ形成されてきた自立支援制度の現状と課題を明らかにすることを目的とする。





Ⅱ. 脱工業化と雇用の変容






	Ⅱ.1 脱工業化



　西欧諸国は1970年代の2度のオイルショックを契機に，工業社会から脱工業社会への移行を経験してきた。フランスのレギュラシオン学派が「フォーディズム」と呼んだ戦後の経済成長を支えた発展様式が衰退し，それによって危機の時代が到来したのである。フォーディズムの時代が終焉を迎えると，第２次産業を中心とした産業構造から第３次産業への「サービス経済化」という変容が見られ，スウェーデン等の一部の例外を除けば，欧州諸国は総じて慢性的な高失業率を経験し，経済の長期停滞に直面した（山田 2002）。フォーディズム体制のもとでは，大量の低技能労働者は単純な流れ作業に従事し，大量の消費のもとでの大量生産に寄与していた。ところが，先の構造転換によって，この種の雇用は急速に消えていくことになった。西欧における1980年代は，資本主義の変容に直面しはじめた時代でもあったのだ。

　こうした経済の構造変化を背景とした問題は，やがて「社会的排除」として語られる新たな貧困問題へとつながっていった。脱工業化によって高学歴・高技能をもつ労働者が必要とされる一方で，低技能労働者は必要とされなくなるという，いわば労働市場における２極化が生じた。十分な職歴を経験できない後者は，自らの技能を向上できないだけでなく，やがて福祉国家の社会保険制度から排除され，さまざまな社会的な関係から切り離されていった。結果として，排除の連鎖と累積を被るこのような人びとは，自らの「生」を実感できず，社会からの疎外感に苛まれていったのである。こうした社会的排除は，とくに若者や長期失業者に深刻な影響を及ぼしたのである。欧州社会はこうした問題を，社会的結束の危機として捉えた。そこでEUは1997年のアムステルダム条約のなかで，加盟国と協調して社会的排除と闘うことを明記し，今日にいたるまでそれはEUにおける重要な政策課題となっている。そこで，解決策として注目されてきたのが，従来型の社会的給付の供給に，就労支援などへの参加を義務づけたアクティベーション政策だった。

　では日本はどうか。西欧に比べ工業社会からの転換が遅れているものの，脱工業化への動きは着実に進んでいる。1985年のプラザ合意以降，日本はいわゆる「平成不況」と呼ばれる長期の不景気に突入した。長引く経済不況への対応として，日本企業は生産拠点を安価な労働コストの東南アジアや中国へ移転していった。日本企業が自国から東南アジア諸国や中国へ移転するにつれて，雇用の数も減少した。日本企業の海外生産の割合は，1987年にはわずか3.7%だったが，1997年に10%に増加した。海外生産に従事する日本企業の割合もまた，1987年の33%から1998年の57.2%に増加した。それに一致して，日本における従業員数は減少した。1995‐98年まで１年ごとに1.3%まで雇用の数が減り，それは年２%の減少をともなっていた製造業においてかなり深刻であった。これは日本から海外への資本の移動によって生じた脱工業化である（Shin 2013）。
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　図1は国内の産業別就業者の推移を示している。産業構造は第３次産業に含む「その他」が大幅に増加し，第2次産業を代表する「製造業」に従事する就業者の割合が相対的に低下してきているのが分かる。「その他」はサービス業，医療・福祉，飲食店，教育などを含んでいる。サービス業は，弁護士，会計士，コンサルタント，IT技術者などの専門職を含むが，これらの職業は高度な知識や高い学歴を必要とし，労働集約的な第２次産業と異なり多くの労働力を必要としない。「知識社会」や「知識基盤型経済」への移行が叫ばれているが，しかし現状のままでは，こうした分野が産業構造の変化によって余剰労働力となってしまった低学歴・低技能人びとを吸収するのは困難である。

　そして，福祉分野の雇用はつねに供給不足と言われているが，労働内容が苛酷なうえに給与がきわめて安価であるため，少なくともこの問題が改善しない限り，マッチングを解決するのは容易ではないだろう。また飲食店業界は，繁忙時間が限られているために，多くの非正規労働者で成り立っている。以上から分かるのは，日本でも1980年代以降の欧州と同様に，産業構造の転換という危機に直面しているということである。しかし，新たな雇用吸収の場として期待される産業分野は，労働力をそれほど必要としない知識産業であることは西欧と類似しているとしても，日本の難題は雇用状況が，西欧のそれに比べてはるかに劣悪であるという点である。つまり，低賃金や社会保険からの排除などの非正規雇用をめぐる深刻な問題である。






	Ⅱ.2 非正規雇用の増加



　日本では産業構造の転換が進む一方で，労働市場の２極化が進展した。1990年代に入ると，長引く平成不況を背景に雇用の規制緩和が推進されていった。この規制緩和は，経済のグローバル化と国際競争力の強化を形式的な名目にして，企業に対する法的規制を徹底的に撤廃していく方向で推進されていった。1995年に日本経営者団体連盟が『新時代の日本的経営』を発表し，今後の雇用形態のあり方を長期蓄積能力活用型グループ，高度専門能力活用型グループ，そして雇用柔軟型グループに区別したことは有名である。終身雇用や年功賃金など伝統的な日本的雇用システムの対象となるのは，将来の幹部候補となる長期蓄積能力活用型のみであり，残りは非正規雇用によって代替するというものである。そして財界からのこうした方針を受けるかたちで，1999年に労働者派遣法が改定されてしまう。労働者派遣の原則がポジティブリスト方式からネガティブリスト方式に変わり，原則自由化されるという労働法規制の大きな転換が実施された。さらに2003年には1999年に禁止されていた製造業への派遣も解禁されている。

　図２は正規雇用と非正規雇用に従事する者の変化を示している。1990年代の終わりから非正規雇用が明らかに増加している。ここで増えたのは，派遣，契約，そして嘱託といった雇用形態である。1995年まではおよそ８割あった正規雇用は，2003年には７割を下回り，2014年現在は６割近くまで減少している。さらに，図３ならびに図４は男女別の非正規雇用の増加率を示している。男性の場合，年齢階層別で比べてみると，25-34歳という若い年齢層で大幅に増えている。周知のように，非正規雇用から正規雇用へ移動は，その逆より困難である。したがって，若年層で初職が非正規雇用であれば，彼らの将来の技能形成，昇進，賃金に深刻な影響を与えることになる。また，彼らは結婚し家族形成をする年代であるために，非正規雇用であることが家族の形成を困難にし，少子化の加速に大きく貢献することも考えられる。

　他方で女性はどうか。やはり若い年齢層で非正規雇用の伸び率が高い。しかし，男性ほど特定の年齢層のあいだに大きな違いがあるわけではない。これは，もともと中高年の女性の多くがパート労働に従事していたからである。したがって，そもそも日本において周辺労働者であった女性労働者が，若年層を巻き込むかたちでさらに非正規雇用化が進展したといえる（白波瀬2010，77頁）。
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　湯浅誠氏はセーフティネットを３層構造で表現した。第1が雇用（労働）のネット，第２が社会保険のネット，第3が公的扶助のネットの3つである（湯浅2008，19頁）。したがって，これを上記で論じてきたことに加えれば，次のようになるだろう。すなわち脱工業化が進み産業構造が転換し，製造業における雇用が減少し，それに代わってサービス業における雇用が増加したものの，一方で高度な知識を要する専門職は多くの労働力を必要としないうえに，他方で長期不況と労働者派遣法改定で不安定で低賃金の非正規雇用が大幅に増えた。その影響はとくに若年層に強く現れている。このように雇用のネットが綻んだことで，かつてのように「がんばれば何とかなる」という時代ではなくなったのである。とはいえ，第２・第３のネットが十分に機能している福祉国家であれば，人びとの最低限の生活は保障されるはずである。しかし，日本はそのような福祉国家ではない。第２のネットの底が抜けており，そこから漏れる多くの人びとが第３のネットである生活保護へと滞留してきているのが現状である。そこで，次節では日本の福祉システムについてみてみよう。





Ⅲ. 日本型福祉国家の隘路






	Ⅲ.1 日本型雇用システムと日本型福祉社会



　かつては比較的安定していた雇用が崩壊し始め，第２のネットである社会保険が市場からこぼれ落ちた人びとを受けとめられず，しかも第３の生活保護の捕捉率はきわめて低い。となれば，「ワーキング・プア」への注目や，相対的貧困率の増加は必然であろう。そもそも1980年代に政府は「日本型福祉社会」を唱え，西欧諸国のような福祉国家を目指すことを否定していた。日本型福祉社会は，男性稼ぎ主に安定した雇用が行き渡り，女性が家事・育児・介護を一手に引き受けることで成り立っていた構図である。その結果，政府による公的社会支出は，先進国のなかでは非常に低い水準に抑制されていた。

　安定した雇用についていえば，大企業を中心とした日本独自の日本型雇用システムが，直接的に男性労働者の生活を保障していた。この特徴をいくつか挙げれば，まず採用から定年まで正社員として雇用する長期雇用慣行がある。次に，企業内訓練を通じた職業能力の養成がある。低技能の新規学卒者であっても正社員として雇用されれば，徐々に企業特殊技能を形成することが可能となる。続いて，年功賃金である。若年時の賃金は低いものの年齢を重ねるにつれ給与が増加し，やがてそれは家族の生活費も含めた「生活給」として支払われる（濱口2009，119頁）。これは他の先進国が職務給を採用していることと対照をなしている。そして，企業独自の福利厚生である。むろん，このシステムは男性正社員中心に適用されていた。

　したがって，このシステムによって保護される男性稼ぎ手に，妻・子ども・老親が依存するという図式である。このような日本型雇用システムと日本型福祉社会との融合が，伝統的な生活保障のモデルであった。このような強固な「男性稼ぎ主モデル」が，1980年代以降，政府の社会政策の方針として推奨されていったのである（大沢2013，160-1頁）。政府が直接的に行っていたことは，大企業を規制で保護したり，公共事業で雇用を維持したりするという業界の保護であった。その結果，日本の公共事業への支出は他の先進国と比較すると異常に高く伸び続け，他方で福祉や教育への公的支出は抑制されていった（宮本2008）。ゆえに，日本では家事・育児・介護という福祉サービスは，インフォーマルな領域で妻が担わなければならないから，女性のライフチャンスが閉ざされる。教育費は私的支出による割合がきわめて高いから，親の収入格差が子どもの教育格差にダイレクトに反映する。老齢基礎年金は最低生活を保障する水準を満たさないから，生活保護の高齢世帯の受給割合が高い。これら諸々の社会問題は，こうした日本独特の雇用と福祉との結合のあり方に密接に関連しているのである。逆にいえば，このモデルから排除される人たちの生活は，もともと厳しさをきわめていた。たとえば，非正規雇用で生計を立てていた日雇い労働者や季節労働者であり，男性稼ぎ手に依存できない母子家庭がそうであった。そして，近年問題となってきたのは前節で論じたように，非正規雇用に従事する人びとの割合が増加したことで，この男性稼ぎ手モデルを前提にした脆弱な日本型福祉社会から排除される人びとが急増したということである。






	Ⅲ. 2 失業保険からの排除




　産業構造の転換で労働市場は流動化し，加えて非正規雇用が増加したことで雇用は不安定さを増したことで失業のリスクが高まった。一般的に失業のリスクに対応する社会保障制度は失業保険であり，日本でいうところの雇用保険である。受給資格を得るためには，一定期間以上就労し保険料を納める必要がある。

　日本の失業保険（雇用保険）の概要を確認しておこう。1週間の所定労働時間が20時間以上で，かつ31日以上の雇用が見込める者は，一般被保険者として失業保険の適用対象となる。対象となった失業者は，求職者給付を受けることができる。なかでも基本手当はその中心となるものであり，従前の賃金の50-80%を受け取ることができる。求職者給付以外のおもな給付としては，就職促進給付，教育訓練給付，雇用継続給付がある。求職者給付における受講手当や教育訓練給付は，受給者が職業訓練を受けたときに給付される手当である。

　加入要件は徐々に緩和されつつあるが，問題は給付期間と受給率の低さである。給付の所代替率はOECD28カ国中で平均水準にあるが，給付期間が短いという指摘がなされている（埋橋2011，136頁）。ハローワークのウェブサイトによると，就労困難者に分類され，かつまた被保険者であった期間が１年以上の45-65歳未満が，あらゆるカテゴリーのなかで最長の360日の給付を受け取ることができる。次いで，倒産や解雇による離職者のうち，20年以上の保険加入者で45-60歳未満が330日である。さらに年齢が若く，加入期間が短くなるほど給付期間は短い。倒産や解雇ではない一般的な離職者は，1年未満の加入では，保険料を納入しているにもかかわらずそもそも受給資格が発生しない。そして，20年以上の加入期間があっても最大で150日の給付期間である（ハローワーク）。すなわち，いずれのカテゴリーにおいても失業期間が１年以上の長期失業者に対応していないことが分かる。

　五石（2011）は日本の受給率の低さを国際比較によって指摘している。日本の失業保険の受給率が20%近くであるのに対して，イギリスが50%以上，フランスが80%，ドイツにいたっては90%に達している。五石氏は日本の受給率の低さを，非正規雇用の増加よりも長期失業者の増加による影響が強いことを明らかにしている（五石2011，23-9頁）。上記で述べたように，基本手当は失業期間が１年を超える者には適用されないので，そうした長期失業者への給付は打ち切られてしまう。図５は近年の長期失業率の推移を示している。近年は完全失業者の３分の１近くが，長期失業者となっている。つまり，受給率の低さは多くの失業者が，失業期間が長いために失業給付の受給資格を失うリスクにさらされていることと大きく関係しているのである。
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　失業保険以外に失業者の生活を支える社会保障制度として，失業扶助という制度がある。財源は全額税金によって調達され，失業給付の受給資格を有さない者や，失業給付の受給期間内に職を見つけられなかった者を対象に，資産調査にもとづいて給付がなされる。イギリスやフランスなどは失業扶助をもっており，長期失業者のセーフティネットとして機能している。しかし日本に失業扶助はない。日本以外にもたとえば，デンマークは失業扶助を設けていない。しかし，デンマークは失業給付の給付期間が２年間あり，かつまた大半の失業者を適用範囲としているのに対し，上述したように日本のそれは多くの失業者を制度から排除している。






	Ⅲ.3 生活保護からの排除



　では最後のセーフティネットの生活保護はどうだろうか。近年，生活保護受給世帯が増加しているといっても，いまだ日本の生活保護はきわめて入口が狭く，利用しにくい制度であることに変わりはない。それは他の先進諸国の公的扶助と比較すると一目瞭然である。生活保護基準以下で生活している世帯のうち，実際に生活保護を受給している割合を捕捉率という。日本政府は公式に捕捉率を計算してこなかったが，さまざまな研究者が捕捉率を計算すると，どの研究も20%を下回っている。他方で，アメリカは60%，イギリスは80%，ドイツが40%，フランスは50%程度となっている（前掲書，38頁）。日本では80%もの世帯が，本来受けられるべき公的扶助を受けていない。いわゆる「漏給」が相当に深刻な状況にあることが分かる。

　その原因としてしばしば指摘されるのが，生活保護法第４条における「補足性の原理」である。生活保護には４つの基本原理があり1)，そのうちのひとつである。利用できる資産，能力，その他あらゆるものを活用し，それでも最低生活を維持できない場合にのみ保護を受けることができるという原則である。土地，自動車など最低限の生活に必要がないと判断される資産は売却しなければならないし，貯金は厳しく制限される。ほとんどの資産を使い切り，丸裸の状態にならなければ保護を受けることができない。

　また福祉事務所の窓口に相談に訪れた市民に申請をさせない「水際作戦」の横行も指摘されてきた。情報の非対称性を利用し，保護の要件となっていない稼働能力不活用や親族の扶養義務を理由に，申請書を渡す前に市民を追い返すものである。近年の最も凄惨なケースとしては，2012年１月20日に札幌市白石区のアパートで姉妹が遺体で見つかった事件があった。姉が幾度も福祉事務所に相談に訪れていたにもかからず，職員は申請書を渡さなかった。結果，真冬の札幌でガスや電気が止められ，姉が病死し彼女が介護していた障がい者の妹が凍死してしまった。また，2005-2007年の北九州市において，保護を受けられず餓死者が出たことが３年連続で起こった。このような地方自治体における行政組織の運用体制の問題も，捕捉率の低さに影響している。

　その他，生活保護を受けることに対する「スティグマ（烙印）」の問題も指摘される。生活保護のような公的扶助は，選別主義的福祉政策なので資産調査や家族・親族関係の調査などによって，徹底して個人のプライバシーに行政が介入する性質をもっている。そのようにしてようやく受けとる生活保護は，「貧困者」としての烙印を押されるも同然であるために，保護基準以下で生活していようとも申請を回避しようとする動機が働きやすい2)。以上は捕捉率の低さを説明するおもな根拠として，多くの研究者が指摘しているところである。また別の指標を見ても日本の生活保護が，いかに受給が難しいものかが分かる。表１は，各国の相対的貧困率と公的扶助の受給率を比較したものである。これが示すのは，日本は先進国のなかで最も貧困が深刻であると同時に，最も公的扶助を受給しにくい国であるという現実である。
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　このように，日本の生活保護がきわめて利用しにくい制度であることを考えると，失業保険と生活保護とのあいだに大きな溝が存在することになる。2011年に求職者支援制度ができたとはいえ，日本では長期失業者やワーキング・プアをはじめとする非正規労働者は失業するとそれら制度の溝に落ち，何の社会保障も提供されてこなかったのが現実である。換言すれば，彼ら／彼女らの多くは一定の就労経験を積み，社会に貢献してきた同じ労働者であるにもかかわらず，正規労働者と平等な社会権を付与されてこなかった。欧州社会であれば労働者間の連帯の危機と捉えられるべきこうした事態は，日本社会ではほとんど問題とされなかった。結果として，近年増加している生活自立型の非正規労働者は，職を失うことが生活を失うことに直結する。この問題が顕著に現れたのが，リーマン・ショック後に話題となった「年越し派遣村」であった。






	Ⅲ. 4 脆弱な社会的給付



　ここまで失業保険も生活保護も，人びとを保護する給付制度として十分ではないことを示した。失業保険を含む社会保険や生活保護以外に，福祉国家の給付制度としては「社会手当」というものが存在する。たとえば，家族給付（児童手当）や住宅給付がそうである。この社会手当の規模についても国際比較の観点から，日本は平均水準より低いことが指摘されている（埋橋, 2011）。とくに住宅政策にかんしては，低所得層に対する住宅給付（家賃補助）制度が日本にはない。図６は政策分野別の社会支出割合を国際比較したものである。ここから明らかなように，日本の住宅分野への支出は0.5%しかなく，他国と比較するときわめて少ない。したがって，住宅にかんする給付を，生活保護の「住宅扶助」が担っているように，生活保護があらゆる種類の社会的給付を実質的に丸抱えしている状態なのである。
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　また，図７は生活保護受給世帯の構成比をみたものである。多くは高齢者世帯，傷病世帯，障害世帯が占めている。つまり，窓口で申請を絞り込み受給を困難にしている生活保護は，ほとんどが稼働能力のない人びとが受給しているのである。加えて，これまで述べてきたように，失業保険は適用範囲が狭く受給率が低いこと，そして社会手当が充実していないことを総合的に考慮すれば，働くことのできる稼働年齢層への社会的給付制度が，日本はきわめて脆弱であるといえよう。重要なのは，このような認識から「自立支援」の議論を始めることある。なぜなら，日常生活を保障する給付がなければ，自立支援は十分に機能しないからである。





Ⅳ. 自立支援政策の展開とそのジレンマ




　2000年代以降，さまざまな施策が対象者別に実施されていった。この間，生活保護受給者，母子家庭の母親，若者，ホームレス，生活困窮者等に向けて異なる施策が次々と打ち出されてきた。本稿では日本の福祉国家における社会的給付制度の不備という根本的な問題が，自立支援政策の機能を困難にしていることを指摘するために，若者と生活保護受給者に対する近年の自立支援事業の動向を取り上げたい。






	Ⅳ. 1 若者に対する自立支援事業



　若者に対する自立支援対策事業の嚆矢となったのは，2003年6月の「若者自立・挑戦プラン」である。そこでは①キャリア教育の推進，②能力を軸としたマッチングの仕組みや実践的な職業能力評価の仕組みといった若年労働市場の整備，③高度な専門能力をもつ人材の養成等による若年者の能力向上，④創業・起業支援による新たな市場・就業機会の創出，の４つが謳われた。「ジョブカフェ」の設置を提唱するなど，今日につながる動きではあったが，若者がかかえる問題を「やる気」の欠如の問題としていることや，若者の自己責任が問われる施策体系が示されていたこと，働くことのできない若者の扶養は家族の責任だという伝統的な家族観を前提にすることで，若者に対する生活支援という観点が欠落しているとう見方がされている（福原2012，255-6）。

　その後も上記プランの改革が矢継ぎ早になされていくなかで，2006年に「地域若者サポートステーション事業」がスタートする。地域の支援団体等に委託する形で「地域若者サポートステーション」を設置し，地域における若者支援の拠点として，キャリア・コンサルタントによる相談，協力企業による就労体験サービスを提供している。個別の事業をみれば，例えば栃木県の若年者支援機構「しごとや」のような成功事例が報告されている（『朝日新聞』2013年10月12日栃木県版）。若者支援の社会サービスが生み出されること自体は積極的に評価できるが，他方でこうした若者に対する就労支援サービスを必ずしも有効に活用できない若者の存在を見逃してはならない。

　樋口（2013）は，地域若者サポートステーションを訪問した若者へのインタビューから，その問題点を次のように指摘している。ここに通ってくる若者の多くが，何らかの精神疾患を抱えている。ところが，日本にはこれらの若者が生活を維持するための所得保障制度が未整備である。したがって，彼ら／彼女らは自身の健康に負担のかからない程度で生活を維持するために就労しようとすれば，それは自ずとパートなどの非正規雇用に偏ることになる。しかし，労働時間が短いパート労働であれば，失業保険に加入できないことが多い。したがって，解雇されたときは失業手当を受けることはできない。また，生活保護は親と同居していれば親の扶養義務が優先されるので，これも受給できるとは限らない。したがって，親と同居する者で経済的に余裕のある者だけが，支援サービスを受けやすくなってしまう。

　たとえば，デンマークはこのような若者に対しては，疾病給付を供給する。若者は疾病給付を受けながら，自治体が提供する諸々の社会的リハビリテーションのプログラムに参加する。そのようにして，まずは生活を安定させ，そしてより長い期間を見据えながら，最終的に通常の労働市場への再統合をめざす（Arbejdsmarkedsstyrelsen）。なぜなら，このような若者を早急に一般労働市場に戻してしまえば，病気が再発する可能性が高いからである。

　デンマークと比較したとき，さしあたりサービスの質はさておくとしても，日本には社会的リハビリに相当する「中間的就労」やガイダンス，カウンセリングといった支援サービスは，近年の自立支援事業の強化によって，各自治体において形成されつつある。しかし，決定的に異なるのは，その期間の生活を保障する社会的給付制度が日本には存在しないということである。日本の福祉制度はそうした若者の生活保障を，家族責任という私的領域に封印してしまっている。したがって，若者がサービスにアクセスできるかどうかは，家族の経済力に依存することになり，誰もが平等にサービスにアクセスする権利が国家によって保障されていないのである。つまり，こうした社会的給付制度の不備が，若者の社会的包摂に対する近年の自治体の真摯な取り組みを阻害する要因として機能しているのである。






	Ⅳ. 2 生活保護受給者



　同時にそのことは生活保護制度に対しても言える。現在の生活保護受給者に対する自立支援施策のきっかけとなったのは，2004年12月の「生活保護制度の在り方に関する専門委員会」の最終報告書である。同委員会は2003年8月に厚生労働省社会保障審議会福祉部会に設置され，良い意味でも悪い意味でも現在に直接つながるかたちで改革議論の先鞭をつけたものと評価されている（嶋田2013，37-8頁）。そこでは「利用しやすく自立しやすい生活保護制度へ」という考えのもとで，改革が議論されていた。注目すべきなのは，同委員会における「自立支援」の定義である。同委員会の最終報告書は，自立は人間生活を包括的に再構築することであると定義し，そのための支援を就労による経済的自立支援，日常生活自立支援，社会生活自立支援の３つを提示した。福原（2012）によると，就労による自立に先立って日常生活や社会生活の自立支援を重視する「就労のための福祉」を強調している点において，これまでの政府のとってきた就労一辺倒の自立支援策とは一線を画す方向性を示していた（福原2012，256-7頁）。同報告書における提案は，後の自立支援プログラムに反映されていくことになった。

　同報告書を受けて，国は2005年度から自立支援プログラムの補助事業を開始することになる。全国の自治体はこれを利用して，自立支援プログラムを策定・実施していったのである。なかでも成功事例として最も知られたのが，北海道釧路市の取り組みである。多くの自治体が，就労困難な状況にある受給者を単純にハローワークにつなげることに終始していたなかで，釧路市の取り組みは上記報告書にあるように，日常生活自立と社会生活自立を起点にして最終的な就労自立をめざす施策だった。それは「釧路モデル」と呼ばれるまでになった。

　たいていの自治体がハローワークにつなぐだけの「就労自立」を実質的に行っていたことに対して，「釧路モデル」が特筆すべきなのは，自立を「社会参加」と捉えていたことにある。市内のNPOと協力し，農園ボランティア，動物園の餌づめ・清掃などの「就労体験型プログラム」への参加は，釧路では当事者に社会から必要とされているという自尊心の回復・醸成を目的とする「中間的就労」と呼ばれている（釧路市福祉部生活福祉事務所編集委員会2009）。これは日常生活自立や社会生活自立を意図したものであると同時に，欧州で議論されてきた社会的包摂の考え方に近い。なぜなら，社会的排除に抗する社会的包摂とは，労働市場への参加だけではなく，社会的つながりの回復も包含する概念であるからだ。

　また，被保護母子世帯への支援として，子どもの学習支援を実施している。NPO地域生活支援ネットワークサロンが運営するコミュニティハウス「冬月荘」で，中学３年生を対象に高校進学を目的に支援を行ってきた。一般家庭に比べ被保護母子世帯の経済的基盤は脆弱である。このような経済的不利が，子どもの教育へのアクセスの阻害要因となり，貧困が親から子へ連鎖していくことになる。これは多くの母親たちが抱えるこうした不安に応えた取り組みである。さらに冬月荘は，いじめ，不登校などの困難を抱えた子どもたちにとって，社会的な「居場所」となっていることも注目すべき点である（前掲書）。

　以上のように釧路市のほか，埼玉県や東京都板橋区などの成功事例が報告されている一方で，多様な自立の考えにもとづいた支援が全国に広がっているわけではないのが現実である（福田ほか2014）。生活保護受給者に対する自立支援は，自治体の自治事務として位置づけられてきたが，実際には厚生労働省が提示した補助要綱にもとづき，全国一斉に画一的に実施されている（五石2011，141-2）。結論からいえば，就労自立が中心に行われているのである。理由としては次の指摘がある。支援で最も普及しているのは，「生活保護受給者等就労支援事業」活用プログラム（2011年度より「『福祉から就労』支援事業」に変更）である。このプログラムは，2005年度からハローワークにおいて実施されている就労支援事業を，福祉事務所におけるプログラムとして活用するものである。同プログラムの対象者は，受給者のなかでも①稼働能力があること，②就労意欲があること，③就労阻害要因がないこと，④事業への参加に同意していること，これら４つの要件をすべて満たし，ハローワークとの連携による支援が効果的であると判断される人たちである（前掲書，148-9）。

　まず，ここに大きな問題がある。すでに確認したように，日本の生活保護は入口がきわめて狭いので，いざ受給できる状況になったとしても，そのときにはほとんどの者が就労可能な状態からかなり遠ざかっている。実際に図７で確認できるように，受給世帯の大半は非稼働世帯である。末期的状況に追い込まれた困窮者にマッチングだけを行い，しかもハローワークという一般の失業者に雇用を提供する機関でそれを行うとなると，結論は推して知るべしだろう。現行の生活保護制度が，もっと手前で困窮者を救済しない限り，この問題は解決しないだろう。つまり，給付制度が脆弱なために，就労自立支援に歯止めをかけている構造に陥っているのである。

　以上のように，社会的給付制度が脆弱であるという日本の福祉制度の根本的な問題が放置されたまま，2015年４月から「生活困窮者自立支援制度」が施行される。この制度のなかでは住居確保給付金が条件つきで給付可能となっているが，原則３カ月の有期給付である。多様な問題を抱える生活困窮者が，わずか３カ月で安定した雇用を確保できる見込みは高くないだろう。また，住居費のみであり，そこに生活費は含まれていないことも懸念される。給付制度が脆弱なまま，「自立支援」のみが一方的に推進されたとしても，生活困窮状態から抜け出せる者がどれほどいるのだろうか。本稿では，地方自体が実施する生活困窮者への自立支援に潜む課題を，理論的・制度的に明らかにしてきた。社会的給付制度の未整備の問題の他にも，さまざまな課題が考えられる。例えば，自治体によってはハローワーク以外に福祉事務所が連携を取れる機関がないという問題がある。地域の特性に応じた地域独自の多様な支援を実施したくとも，当該自治体内に連携可能な社会的資源（NPO，協同組合，アソシエーション，企業，教育機関など）が存在しなければ，連携先は自ずとハローワークに限られてくるという限界がある。それによっては，おそらく自立支援における地域間格差が広がることが懸念される。さらに，自治体が専門教育を受けた質の高いケースワーカーを配置していないという現実もある。自治体のケースワーカーの多くは，一般の行政職員からなっており，3年ほどで別の部署へ異動してしまうからだ。今後はより経験的な調査によって，どのような要素が自立支援を疎外する要因，および促進する要因となるのかを確かめる必要があるだろう。





[注]


	1)	4つの原理は①国家責任の原理（生活保護法第1条），②無差別平等の原理（同法第2条），③最低生活保障の原理（同法第3条），④補足性の原理（同法第4条）である。

	2)公的扶助が不可避に備えているこのようなスティグマは，かつて19世紀や20世紀初頭において各国で展開していた「救貧法」にそのルーツを見ることができる。救貧法では貧者は道徳的に逸脱し社会を脅かす存在とみなされ，意図的にスティグマを刻むことで，彼ら／彼女らを罰する目的があった。
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Dilemma of Self-reliance Support Measures of Japanese Municipalities:

Focusing on Social Benefit Systems of Japanese Welfare State






Takeshi Shimauchi





Abstract: All municipalities placing local welfare offices have to supply different measures under the new law “Act on Self-reliance Support for Poor and Needy People” from April 2015. However, the government is going to enforce those measures without improving residual social benefit system of Japanese welfare state. This is a decisive difference in activation policy between Western European welfare states and Japanese welfare state. Such Japanese self-reliance support without social benefit will not be effective against the poor and the needy. The aim of this paper is explaining current status and problem of self-reliance support measures practiced in recent years with demonstrating substantial problems of those measures based on Japanese welfare state. Firstly, we reveal that it is not public welfare system but Japanese traditional employment system based on male-breadwinner model that has protected livelihood of the people. That employment system, however, has collapsed since the 1990s. In the next section, the paper shows that the government has restricted its public social expenditure to low level depending on that employment system. On the one hand, the public unemployment insurance system does not cover most of workers and also the period of unemployment benefit is short. On the other hand, the social assistance system is extremely difficult to receive in Japan. That is to say, many poor people in Japan have been excluded from both unemployment insurance and social assistance systems. In the following section, self-reliance measures for young people and social assistance recipients in recent years are criticized with respect to those residual social benefit systems of Japan. In the consequence, we point out possibility of obstacle to access to self-reliance support services under the new law because of the traditional poor social benefits system.
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低炭素交通利用に関する日中比較研究

―京都市と杭州市の公共バス利用サービスの向上を事例に―





銭 学鵬，周 霊怡，周 瑋生，仲上 健一





【要旨】低炭素社会に向けた方策として運輸部門における交通システムの低炭素化は大きな役割を果たすものと考えられる。とくに都市における公共交通機関の利便性・快適性の確保は低炭素社会実現のために重要な意味を有する。本研究では，日中両国の環境モデル都市である京都市と杭州市の公共バスの市民の利用について，「公共交通のサービス向上は，利用者満足度にどのような影響を与えるか」という視点を明確にし，低炭素社会実現のための公共交通のサービス向上の意義を考察する。

　本研究の分析方法として，狩野モデル(東京理科大学・狩野紀昭教授)を用いて，多様化する顧客の価値の内容を分析し，市民がどのような要素に基づいてマイカー利用を控え，公共交通手段への転換を働きかけるのかを分析し，公共交通展開のあり方を提案した。両都市における公共バス事業について比較分析した結果，京都市は満足向上のため，乗換利便性，情報提供の要素が顕著であった。とくに，情報提供については，公共交通マップ，時刻表，案内板や運行情報などをインターネットやスマートフォンで広く提供する点に特色がある。公共交通における不満解消に対する方策としては，「バスのサービス向上」，「情報提供」が重要である。一方，杭州市においては，「乗換利便性」，「車内環境改善」に特色があり，とくに，乗換の解消，バス停留所の統合化，交通結節点でのバス・地下鉄間の乗換案内の充実，バス路線の最適化等によって向上できることが明らかにした。不満解消のため，「バスの定時性」が重要な改善要素であり，道路交通混雑の激化に伴い，バスの運行速度が低下，定時性の維持が最大の課題である。これらの，公共交通における満足・不満足要素を明確することにより公共交通特にバス交通の市民利用が高まり，ひいては低炭素社会実現方策がより強化されるであろう。





キーワード：低炭素社会，公共交通，バス，狩野モデル，日中比較，京都市，杭州市





Ⅰ. はじめに





　日本の環境モデル都市京都市と中国の低炭素モデル都市杭州市は，ともに低炭素社会の構築を共通目標としているので，異なる社会経済発展段階にある両者の比較研究は国境を越えた広域低炭素社会の構築において重要な意味があるものと考えられる。一方，低炭素社会の一環として，交通システムの低炭素化が大きな役割を果たすものと考えられる。

　京都市は環境モデル都市行動計画における低炭素型まちづくりを推進するための目標として，非自動車（徒歩・公共交通・自転車）の分担率において世界の同規模の大都市の中で最高水準とすることを目指している。一方，杭州市は「地下鉄，バス，レンタル自転車，タクシー，水上バス」により「五位一体」の交通システムの構築に努めている。両都市とも，公共交通の振興を図り，自家用車の利用を抑え，環境面や交通政策面での改善を目指すべき，公共交通のサービスの向上が喫緊の課題となっている。

　本研究は先ず，両都市の公共バス現状を調査し，車保有量，公共交通機関及び多様な交通政策を把握する。そして，両都市の公共バスシステムが抱える問題点を明らかにする。さらに，両都市の市民向けにアンケート調査を実施し，市民の公共交通への不満と要望を把握する。また，公共バスサービスレベルの改善を目指し，市民の満足度向上に影響する要素を検討する。最後に，改善提案を行い，両都市市民に自動車利用を控え，公共交通手段への転換を働きかける。従来は「高い品質ほど，製品・サービスが利用者を満足させる」との考えがある。しかし，本研究は，品質特性と満足の関係が非線形であることを仮定し，狩野モデルの導入で品質の特性を考慮した重要度評価を行う。狩野モデルを通じ，各要素に優先順位を付け，効果の大きい品質要素から改善する。

　本研究は，両都市における公共交通サービスを改善し，利用者の満足度を向上させ，そして，両都市市民の公共交通利用を促進し，交通渋滞の緩和，低炭素交通の構築に貢献すし，更に市民の環境意識向上，低炭素で健康・エコのライフスタイル形成に寄与することを目的とする。





Ⅱ. 京都市と杭州市の公共バス事業の概況






	Ⅱ.1 京都市



　京都市のバス事業は，市域内公共交通輸送の約3割を担っている。京都市の主要な施設はもちろん，周辺地域まで60系統以上が運行しており，市内交通の主要な位置を占める。路面電車・市バスは京都市内の公共交通を担っていたが，モータリゼーションの進展などの影響から市電が昭和53年に廃止となり，その代わりに市バスが担うこととなったという経緯がある。市バス（京都市交通局運営）及び民営バス（9社）に分類されている。民営バスの9社は京都バス，京阪京都交通，西日本JRバス，阪急バス，ヤサカバス，近鉄バス，京阪宇治バス，京阪バス，京阪シティバスとなっている。
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　運行地域は，市バスが旧市街地中心で，京阪京都交通は西京区並びに亀岡方面からの乗り入れ，京都バスが右京区嵯峨地区と左京区岩倉・鞍馬・大原地区，京阪バスが山科区と伏見区醍醐および比叡山方面，阪急バスが西京区（洛西ニュータウン），西日本JRバスが旧京北町からの乗り入れとなっているが，一部競合区間が存在する1)。京都市統計局のデータにより，2001年から2012年まで10年間のバス運営状況を図1に示す。





　京都市バスの問題点と課題は以下に示すとおりである。






	①バス事業者多いため，事業者間，バスと鉄道との更なる連携が必要。

	②系統の複雑さや乗り場の分かりにくさの改善，定時制の確保等が重要。

	③今までのバス施策はハード面の改善が多いが，バス旅客者数ほぼ横ばいの状態に対し，利用者のニーズと要望についての調査等ソフト面の施策が少ない。








	Ⅱ.2 杭州市



　杭州市において，人口増加と自動車の増加と共に，交通による環境問題が深刻になっている。その故，杭州市は公共交通に注目した。現在，杭州市は積極的に地下鉄の建設を行っている。しかし，地下鉄の建設には多額の資金と膨大な時間がかかる。一方，バスシステムは何十年も発展しており，様々な問題が見えてくるため，問題点の洗い出しが早い。そこで，地下鉄より圧倒的にサービスの改善が早くできるバス事業に注目する。





(1) バス運営状況

　日本においてはバスが民営，公営，地方自治体直営，国鉄などに分類されている。しかし，杭州市のバスは主に杭州市公交集団に運営されている。杭州市公交集団は国有独資有限責任会社である。2012年12月までに，杭州市公交集団が7450台のバスを所有しており，620系統のバスルートを運営している2)
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　杭州市は2004年からバス優先政策を開始したが，バスはまだ主たる交通機関にはなっていない。2010年に行われた交通に関する市民アンケート調査により，杭州市内におけるバスの分担率はわずかの23％である。杭州統計局のデータにより，2001年から2011年までの10年間の「バス運行線路数」，「バス運行線路長さ」，「公共バス台数」は図2のようである3)。

　2006年4月26日から，杭州市はBRT（Bus Rapid Transit，バスを用いて都心域の大量公共旅客輸送幹線を実現するシステム）を導入した。BRTの導入でバスの運行効率を向上させることができた。また，運行頻度が高いから利用しやすいという利点もある。





(2) バス路線状況

　杭州のバス路線図に間違いがあったり，路線が遠回りしたりすることがあり，また新しく作った人気スポット（観光スポット，ショッピングセンターなど）へのアクセスが不便という声もあった。主要な市内スポットを連絡するバスが充足していない。





(3) バスに関する政策

　2013年に政府が「バス優先」政策を明確にした。現在は杭州市バスの分担率は2割ぐらいであるが，目標としては5年後に5割にする。また，2013年に杭州は「公共バス大幅利用テスト都市」に選ばれ，財政的に国家から補助金をもらえ，バス都市の創立を目指そうとしている。

　このような背景を基に，バス事業の改革は期待できると思われるが，京都市の場合と同様，今までバス利用者数向上に繋がるサービスの改善策が少ない。





Ⅲ. 研究結果と分析






	Ⅲ.1 分析手法



　公共交通利用者の満足度をあげるための方策の一つとして，提供するサービスレベルを上げることが考えられる。いままではいろいろなサービス改善策を提案されていた。しかし，果たしてこれらの改善策は本当に利用者満足度をあげるのに寄与するのか。本研究では公共交通利用者の立場に立って，狩野モデルを用いて多様化する顧客の価値の内容を分析し，「公共交通のサービス向上は，利用者満足度にどのような影響を与えるか」について明らかにする。





(1) 狩野モデルの活用

　狩野モデルは東京理科大の狩野紀昭教授が提唱したモデルである。製品・サービス品質要素の達成度と利用者満足度の相関関係を表している。図3で示しているように，横軸は製品性能の達成度であり，右に行くほど達成度が高いことを意味する。縦軸はユーザ満足度であり，上に行くほど満足度が高いことを意味する。魅力的品質要素とは，それが充足されれば満足を与えるが，不充足であっても仕方ないと受け取られる品質要素である。一元的品質要素とは，それが充足されれば満足を与えるが，不充足であれば不満を引き起こす品質要素である。当り前品質要素とは，それが充足されれば当り前と捉えられるが，不充足であれば不満を引き起こす要素である4)。
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　両都市において，バスの運行速度や時間面などでの信頼性が低下しており，利用者の間で不満が起きている。自家用車の利用を抑え，環境面や交通政策面での改善を目指すべき，公共交通のサービス向上は喫緊の課題となっている。両都市のバス政策を比較した上で，それぞれの優れている施策を抽出し，例えばバスサービスの向上は色分けされた舗装によるバス専用レーンや，バスの位置情報の表示などの施策が考えられ，設問としてアンケートを実施する。

　一方，狩野モデルは製品・サービス品質を構成する個々の品質要素について主観的側面と客観的側面から考えられる。各々の要素についての物理的充足状況で示され客観的側面と，個々の品質要素についての満足感という主観的側面との対応関係を示している。また，製品・サービスに対する全体としての満足感と製品・サービスを構成する個々の品質要素との関係を表している5)。従来は「高い品質ほど，製品・サービスが利用者を満足させる」との考えがある。しかし，本研究は，品質特性と満足の関係が非線形であることを仮定し，狩野モデルの導入で品質の特性を考慮した重要度評価を行う。狩野モデルを通じ，各要素に優先順位を付け，効果の大きい品質要素から改善する。





(2) アンケート設問

　本アンケートは，バス利用者を対象に，利用者の満足度について調査を行う。狩野モデルは一つ一つの品質に対し，2つの質問で求められる充足レベルについて問う。設問は機能設問「あったら」と逆機能設問「なかったら」の両側面がある。質問に対する答えは「気に入る」，「当然である」，「何とも感じない」，「仕方ない」，「気に入らない」の五つがある（付録に参考）。

　質問結果を機能質問と逆機能質問のマトリックス（表3）で整理すると，品質要素を「魅力的品質要素」，「当り前品質要素」，「一元的品質要素」，「無関心品質要素」，「逆効果品質要素」，「懐疑的回答」に分類できる。

　「無関心品質要素」とは充足でも不充足でも満足も不満も感じないものである，「逆効果品質要素」とは充足されているのに不満を与える，あるいは不充足なのに満足を与えるものである。「懐疑的回答」は一般的評価として考えにくい回答である。設問を理解してもらえたかどうか疑問のある回答であり，設問の分かりにくさ，表現のまずさあるいは，回答者の品質要素に対する理解の低さなどが原因として考えられる6)。

　機能はそもそも抽象概念であり，本研究は狩野モデルの手法を用いて，機能品質要素の重要度を算出する。各品質要素の満足向上効果と不満解消効果を数値に変換して分かりやすくする。測定公式は下記のようである。
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	Ⅲ.2 個人属性
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　両都市共に，20，30代の人は公共交通の利用が多い，そして自動車利用の潜在群体であると思われ，彼らの利用状況と要望を把握するために，今回の調査対象は20，30代の市民に集中している。京都市は，収入について，最も多いのは「20～40万円」となった。本調査は20，30代の対象が多いので，月収が高くないと思われる。また，中間収入の市民は公共交通機関の主な利用者になると思われるので，彼らの利用状況と要望を把握できれば，公共交通の促進に繋がると考えられる。

　杭州市は，収入について，最も多いのは「2001元～4000元」となった。本調査は20代，30代の対象が多いので，月収が高くないと思われる。また，中国全国の平均月収は4134元である。杭州市は浙江省の省人民政府の所在地であり，経済は比較的に発達しているので，内陸の都市によりは収入水準が高いと見られる。

　住居エリアについて，京都市は，「上京区」に住んでいる調査対象が一番多い。中心地に平均的に分布している。京都市内の道路網，交通状況は複雑で，問題点が多いと思われる。杭州市は，「西湖区」に住んでいる調査対象が一番多い。「西湖区」は杭州市中心部の最も面積大きい，人口多いエリアである。道路網，交通状況も複雑で，問題点が多いと思われる。
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　杭州市と違い，京都市は先進国にある都市なので，車保有率は発展途上国の都市より大きいと先行研究にも述べた。アンケート調査からも，個人専用車保有を持っている調査対象が多いことが分かった。彼らの交通利用状況を把握できれば，車利用を抑え，公共交通手段への転換を働きかけると思われる。一方，保有していない市民の中に，一部分の人は家庭共有車を持っている。彼らを公共交通の利用者として選定し，要望を把握できれば，公共交通の問題点と改善策を見出せると思われる。

　杭州市は，個人専用車保有を持っていない調査対象が多い。その中に，一部分の人は家庭共有車を持っている。彼らを公共交通の利用者として選定し，要望を把握できれば，公共交通の問題点と改善策を見出せると思われる。一方，個人専用車を持っている対象の交通利用状況を把握できれば，車利用を抑え，公共交通手段への転換を働きかけると思われる。






	Ⅲ.3 個人専用車を保有している場合
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　京都市は，車利用の理由について，「自動車は快適」が一番多いと見られる。その他，立寄先が複数ある，今のライフスタイルではマイカーが不可欠なども多く挙げられている。このため，京都市市民の現時点の「マイカーライフスタイル」から「エコのライフスタイル」への転換，環境保全観念の養成と公共交通快適性の改善が目下の課題であると思われる。杭州市は，車利用の理由について，「マイカーのライフスタイル」が一番多いと見られる。その他，マイカーの利便性，公共交通の不備なども挙げられている。このため，市民「エコのライフスタイル」の養成，公共交通網の整備と改善が目下の課題であると思われる。

　京都市は杭州市と同じく，「マイカー」の問題点は「交通渋滞」と「駐車困難」が多く挙げられている。
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	Ⅲ.4 個人専用車を保有していない場合
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　京都市は杭州市と同じく，京都市の公共交通方式選択が多く，交通網も発達しているので，「徒歩，自転車または電車などの公共交通機関で十分」は「マイカー」を持っていない理由の一番である。「環境に悪い」と答えた人は若干いるが，まだ少ない。京都市市民の環境意識がまだ欠けていると見られる。杭州市の公共交通方式選択が多く，交通網も発達しているので，「徒歩，自転車または電車などの公共交通機関で十分」は「マイカー」を持っていない理由の一番である。「環境に悪い」と答えた人も若干いるので，杭州市市民の環境意識が高まっていることが分かった。
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　京都市は杭州市と違い，これからの5年間に車を買う人は買わない人より少ないと見られる。この中で，車の保有率が高いのも原因の一つであると考える。杭州市は目下に公共交通の問題点が多いから，これからの5年間に車を買う予定の人が多いと見られる。
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　京都市は，「マイカー」を買う理由について，「仕事のため」は一番多い。社会的な原因が一番大きいと見られる。「利便性」は二番目の理由となり，公共交通手段より「マイカー」の利便性が若干高いことが分かった。このため，公共交通の利便性を高めるにより，自動車の利用を控えるのは一つの考え方である。杭州市は，「マイカー」を買う理由から，公共交通手段より「マイカー」の利便性が高いことが分かった。このため，公共交通の利便性を高めるにより，自動車の利用を控えるのは一つの考え方である。






	Ⅲ.5 交通手段に関する態度



　京都市は杭州市と同じく，最も便利な交通手段と最も不便な交通手段は共に「バス」になっている。バスには先進性がありながら，改善すべき所もあることが分かった。杭州市は，最も便利な交通手段と最も不便な交通手段は共に「バス」になっている。バスには先進性がありながら，改善すべき所もあることが分かった。
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　京都市は杭州市と同じく，京都市市民は交通手段を選ぶ時に一番重視するのは「利便性」である。「環境性」が少ないため，市民の環境意識を高める必要があると考えられる。公共交通の利便性を高めると，市民多くの利用に働きかける。これで，間接的に環境に優しい効果ができると思われる。杭州市は交通手段を選ぶ時に一番重視するのは「利便性」である。「環境性」が少ないため，市民の環境意識を高める必要があると考えられる。公共交通の利便性を高めると，市民多くの利用に働きかける。これで，間接的に環境に優しい効果ができると思われる。

　京都市は，自動車の利用は環境に悪い，控えた方がいいと思う人が多い。京都市市民は車の環境性が悪いという認識が高いと見られる。杭州市は，自動車の利用は環境に悪いと思う人が多いが，以上の分析により「利便性」が高いため，今の段階で不可欠である。なので，杭州市公共交通「利便性」の向上は課題であると思われる。両都市共に，公共交通の改善による自家用車の利用減少効果が高いとこの質問項目から推測できると思われる。
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類似点:車で移動する際の困ったこと，個人専用車保有していない理由，最も便利な交通手段と最も不便な交通手段，交通手段を選ぶ時に一番重視するのは，車の環境性についての認識，公共交通の改善による自家用車の利用減少

相違点:個人専用車の保有比率，車の利用理由，これからの5年間に車を買うつもりか，車を買う理由





　両都市市民向けのアンケートから得られた結果を狩野モデルで分析すると，図20と図21の施策Better-Worseチャートを作成した。
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Ⅳ. 提言






	Ⅳ.1 京都市市バスに対する改善提案



　満足向上効果と不満解消効果は，数値の絶対値が大きれば大きいほど効果が明らか。満足向上のため，大きくバス料金の安価化，即ちバスの経済性の向上，やバスに関する新技術の利用の2つがある。乗車料金の低減，割引制度，交通ICカードの利用可能，バス停やバスの中で新技術利用の導入等によって向上できる。

　不満解消のため，バスに関する情報提供の改善が大事。日本国内では，バスの接近や到着予測情報を，バス停留所や携帯電話，インターネットで情報を提供することが多い。バスの位置情報が提供されることで，利用者は待ち時間の大体の目安がわかり，時間を有効に利用することができる7)。このため，乗客はバスに関する情報提供の無いところに目を付きやすくなり，不満を引き起こりやすいと思われる。





(1) 不満解消の施策

①全バス停留所情報提供の向上化

　GPS等を用いてバスの位置情報を収集し，バス停留所の表示板でバスの位置情報表示サービスなどは日本で広く普及しているが，京都市ではまだ完全に整備していないところもあると見られる。

　現時点，京都市バス停にて「ポケロケ」という市バスの接近情報を無料でご覧いただけるシステムが設置されている8)。 要するに，スマートフォンのGPS機能を使い，近くのバス停留所を表示するバス接近情報を入手できる。が，調査により，よくバスを利用されるお年寄り，或いはスマートフォンをお持ちしていない方，外国人観光客などによる利用が困難である事情が分かった。 

　このため，全バス停留所においてバスの接近距離を表す案内板の設置，普及により提示情報の正確性はまた向上される必要があると思われる。また，京都市バスの方向幕は情報量が多いため，案内板の情報を確実に信頼できるかどうかは疑問という乗客の声があると見られる。このため，情報提示の正確性に関しては，新しいシステムの導入，旧システムの改善などが必要である。利用者からの目線で乗りやすい路線やパターンダイヤ（毎時同時刻・等間隔発）の実施に努め，分かりやすさを追求すべき。最近京都市の動き出しは，京都駅などのバス集中地域で電子スクリーン看板が設置された。これで，バスの待ち時間や近づく情報などが一目瞭然であると思われる。このように，電子スクリーン看板の普及により利用しやすいバス交通の実現を目指すべき。





②バス線路の最適化と新たな公共交通のネットワーク化

　重複線路の削除，更なる効率的かつ効果的な路線・ダイヤへの抜本的な再編によるバス線路の最適化は情報提供の正確化にも繋がると思われる。京都市市バスについて，系統によっては特定の地域に集中している9)ことがあるので，路線の再編に当たっては，市バスの乗継抵抗の改善と合わせ，市内周辺部からの乗換を前提として，バス路線を地下鉄に連動させる観点や，さらには，系統を短くして便数を増やす少系統多便型の観点も取り入れた抜本的な路線再編の検討が必要である。

　交通方式の環境性より利便性が利用者に多く重視されているのはアンケート調査から分かった。このため，利用者の視点に立ち，交通事業者間で連携した新たな公共交通のネットワーク化や公共交通優先のライフスタイル，LRTなどの環境にやさしく利便性の高い未来の公共交通機関のあり方の検討が必要であると考える。京都市は公共交通優先の都市づくりにおいて，市バス・地下鉄は，市内交通ネットワークのリーダーとして，公共交通の魅力を高め，利用者の拡大を図るなど重要な役割を担うべきである。

　ソフト面としては，バスと地下鉄が合わせて発車時刻を調整するべきである。地下鉄の出発・到着時刻に合わせてバスの出発・到着を調整し，地下鉄から降りる人がバスに乗継ぐ時間を節約する。複数の交通機関の乗継ぎを強化することにより，利便性も向上させる。

　このように，情報収集・情報提供・線路最適化などの手段により，交通渋滞や混雑の減少もできる。乗客はバス待ち時間の把握，不安感や不満感の解消にも役立つと思われる。





(2) 満足向上の施策

①バス利用料金の低減と割引の提供

　今まで京都市バス運賃の計算仕方が煩雑，分かりづらい点から，複数の民間バス路線と市バス路線が重複している路線について，利便性と効率性の観点を踏まえて路線や運賃のあり方を新たな検討が必要である。

　市バス専用一日乗車券は，観光客にはよく利用されているが，市民には知らない方も多いと見られる。とても便利な商品であるので，市民に向けての周知の強化が必要である。現時点京都市市バスにおいて，定期券，一日乗車券，バス回数券，昼間バス回数券，地下鉄と乗り継ぎ割引カードなど各種類の割引施策がある10) が，煩雑で分かりづらいデメリットがある。このため，簡略化と統一化する必要があると見られる。市バスを利用されるお客様のニーズに対応し，より一層利便性向上のために，2014年12月24日からバスにおけるICカードの利用が開始される11)。





②バス事業のコスト削減と収入増加

　バス停広告などを活用し，その広告料収入をバス停留所上屋やベンチの設置費や維持費に充当し，バス待ち環境の向上を図るべき。設置に当たっては，京都市は景観条例が厳しいため，逆にそれを利用した京都らしい「おしゃれなバス待ち環境」を誘引したものとすべき。

　京都市バスは現時点黒字が主要であるので，黒字路線をより黒字にできる策を実施すべきであると思われる。また，増収増客のためには，市内全ての公共交通のネットワークを最大限に活用するとともに，旅客動向を調査・分析したうえで，きめ細かな増収増客の取組を行うべきである。

　増収を図るためには，乗換時間のダイヤ調整や，回遊性を高めるために集客イベントを複数場所で開催するなど，地下鉄烏丸線と東西線の連携を強化することはもちろんのこと，地下鉄と市バスの一体的な検討が不可欠であると思われる。民間交通機関も含めた公共交通のネットワークを最大限に活用し増収を図るべき。





③バスに関する新技術の利用

　バスの車内にモニターが設置され，バス情報，バス停周辺施設，他交通機関の遅延等の運行情報が提供されることによりバス利用者の増加できると思われる。車内情報（音声，モニター）やWIFIの設置等に工夫が必要である。「電車のように路線図がほしい。このバス停とこのバス停は近いから乗り換えができる，といった情報がほしい」という調査対象の声もあった。

インバウンド人口の増加を見込み，乗換案内サービスの多言語対応を進めるべきであると考える。バス技術について英語対応することが検討する必要があると思われる。

　このように，バス経済性の向上やバスに関する新技術の利用などにより異なるダーケット層のニーズに応えられる。市バスの満足度向上により公共交通の利用増加に貢献できると見られる。






	Ⅳ.2 杭州市バスに対する改善提案



　満足向上効果と不満解消効果は，数値の絶対値が大きれば大きいほど効果が明らか。満足向上のため，大きく乗換利便性，車内環境改善の2つがある。乗換の解消，バス停留所の統合化，交通結節点でのバス・地下鉄間の乗換案内の充実，バス路線の最適化等によって向上できる。不満解消のため，「バスの定時性」が大事。道路交通混雑の激化に伴い，バスの運行速度が低下，定時性の維持が最大の課題。

　杭州では，BRTを導入したりバス専用レーンを設置したり定時性維持のため努力している。2010年年末まで，杭州のバス専用レーンの長さは133kmであり，わずか杭州市全体のバスレーン長さ8594kmの1.5％である。これからはもっとバス専用レーンを設置しなければならない。考察によると，公共交通サービスに対する満足度低下の要素は，遅延，混雑，情報表示の間違い，非快適などがある。





(1) 不満解消の施策

　バスの通行を円滑に行わせ，バスの定時運行を確保するため，バス優先施策の実施が重要である。利用者の不満を解消するとともに，バスの利用を促進していく。





①バス専用レーンの構築

　杭州において交通渋滞によるバスの運行速度の低下している，この問題を解決するため，杭州の主要道路にバス優先レーンを設置する必要がある。スムーズな運行を行うため，一般車両と区別し，バスが走る道路に色を塗り，右左折時や車の乗降を除き，他の車が侵入できないようにする。現在，杭州のバス専用レーンは少ないため効果は低下している。政府としては，バス専用レーンに力を入れ，公共交通の利用をサポートすべきである。また，ほかの自家用車が入れないよう，専用レーンはカメラで監視され，また警察も定時的に巡回して取締に当たっている。違反する車は罰金が課される。これで，バス専用レーンの使用を確保する。





②バス専用信号の構築

　バスが円滑に走れるようにバス専用信号を設置する。バスの運行にあわせて，青信号である時間を延長したり赤信号である時間を短縮したりするなどの制御を行って，バスの信号待ちを回避できるようにする。

　バス専用信号がバス専用レーンと組み合わせて導入される場合は，交通渋滞による遅延が緩和される。バス専用レーン，カラー舗装，交差点改良等との一体的な走行環境の整備により，相乗効果を発揮させ，バスの効率を向上させ，バスの利用を促進できる。





(2) 満足度向上の施策

①バスシステムの情報化

　日本では，バスの接近や到着予測情報を，バス停留所や携帯電話，インターネットで情報を提供することが多い。バスの位置情報が提供されることで，利用者は待ち時間の大体の目安がわかり，時間を有効に利用することができる。このような位置情報表示サービスは日本で広く普及しているが，中国ではまだ完全に整備していない。

　「次のバスがいつ来るの」，なかなか次ぎのバスが来ない場合にイライラすることが多い。もし次にいつ来るかが分かれば，目安であればいいから，随分ストレスが軽減される。GPS等を用いてバスの位置情報を収集し，バス停留所の表示板でバスの位置情報を提供する。移動についての分かりやすい情報を，誰もが，どこにいても，簡単に手に入れることができる仕組みを創り，市民の交通問題などの意識を高める。加えて，顧客の不満を解消する効果が期待できる。

　杭州市内にはバス停留所が2200個以上ある。400個くらいのバス停留所には電子スクリーンが設置されている。電子スクリーンのカバー率は20％に達していない。また，電子スクリーンにはバスの接近距離を表しているが，提示情報の正確性はまた向上される必要がある。「すでにバスが来ているのに，電子スクリーンにあと3000メートルと提示されたことがある」，「電子スクリーンに何も流されていない」など，市民たちは不満を持っている。 杭州における電子スクリーンの建設はBOTによって作られている，BOTとは建設・運営・譲渡という意味で，発展途上国の道路や通信等の社会資本整備事業で用いられてきた手法である。情報提示の正確性に関しては，新しいシステムの導入，旧システムの改善などが必要である。

　それに，バス停留所のスクリーンにとどまらず，スマートフォン向けのバス情報を提供するサービスが考えられる。近年，中国ではスマートフォンが急速に普及しており，2013年中国のスマートフォン普及率は47％である12)。パソコンや携帯電話によるバス時刻表検索サービスが提供されれば，杭州市民だけではなく，杭州に訪れる観光客も喜ぶだろう。このように，より利用しやすいバス交通の実現を目指す。





②交通システムのネットワーク化

　バスと地下鉄，バスと公共自転車との結節によるネットワークの一体化，公共交通の利便性を強化し，公共交通需要を大きく上げる可能性がある。地下鉄計画に入っていない地域，または近くうちには地下鉄ができない地域に対しては，BRTの導入を検討する。その地域に住む住民の外出需要を満たす。都心部では，地下鉄とバスシステムの連繋を整備し，ネットワークを作る。また，地下鉄駅を拠点とし，新しいバス路線を作たりして公共交通を延伸する。それで，末端の連結による公共交通の環状化はできる。





③ミニターミナルの構築

　杭州には2013年7月1日から火車東駅が試運行し始まった。火車東駅は高速鉄道の経由駅として利用されている。地下鉄1号線も通過している。このターミナルは鉄道と地下鉄とバスとの交通連繋を円滑にする。これからは杭州交通の拠点になる。杭州市は火車東駅や黄龍体育中心などの総合ターミナルのほか，公共交通の乗継ぎや，自転車，徒歩等の乗換のため「ミニターミナル」を設置すべきではないかと考えている。「ミニバスターミナル」は地下鉄の末端に設置され，地下鉄・バス・公共自転車などの公共交通を集合し，一つの乗換センターにする。このように，地下鉄とバスと公共自転車との近接性が向上し，乗継ぎがスムーズになる。そして，このセンターを中心に，商業施設を建築し，その周辺の地域活性化を促進する。

　ソフト面としては，バスと地下鉄が合わせて発車時刻を調整するべきである。地下鉄の出発・到着時刻に合わせてバスの出発・到着を調整し，地下鉄から降りる人がバスに乗継ぐ時間を節約する。複数の交通機関の乗継ぎを強化することにより，利便性を向上させる。





(3) その他の施策

　「杭州市公共バス客運管理条例」により，杭州市において通常のバスは500メートルから600メートルごとに停留所がある。しかし，杭州においては，200メートルごとに停車したりすることがある。それで，急行バスの運営により，1000メートル以上から停車することを考えている。杭州のBRTは平均1200メートルごとに停車する。急行バスは現在運行している全てのバスの中で，20駅以上停車するバスを対象にし，利用者流量が大きい停留所だけに停車する。これで，バスの運行効率の向上が期待できると思われる。

　このように，情報収集・情報提供・信号制御などの手段により，交通状況に応じる交通信号のコントロールができ，交通渋滞や混雑の減少もできる。また，バスがスムーズに走れ，イライラ運転による交通事故が減少する。





Ⅴ. 終わりに




　今回の研究は日本の環境モデル都市京都市と中国の低炭素モデル都市杭州市の低炭素交通について比較研究をした。公共バスは公共交通なので，環境にやさしい，市民の低炭素意識の向上とライフスタイルの改変にも寄与するという視点から出発，事例として取り上げて研究対象となった。実際の発展と利用状況を解明するため，両都市で現地調査とアンケート調査，ヒアリング調査を行った。その結果，両都市の公共バス事業の現状と市民たちの要望をある程度把握できた。また，アンケート調査の分析から，改善提案を行い，如何に市民が自動車利用を控え，公共交通手段への転換を働きかけるのかを考えてみた。最終の目的は，両都市の低炭素交通の構築に貢献し，市民の環境意識向上，低炭素で健康・エコのライフスタイル形成に寄与したいと考える。本研究を通じて得られた結果は以下の通りである。

　両都市公共バス事業についての比較分析の中，狩野モデルの手法を用い，アンケート調査と分析を行った。分析した結果，京都市公共バス満足向上のため，大きく乗換利便性，情報提供の二つがある。情報提供については，公共交通マップ，時刻表，案内板や運行情報などをインターネットやスマートフォンで広く提供する。不満解消に一番大事なのはバスのサービス向上，情報提供である。杭州市公共バス満足向上のため，大きく乗換利便性，車内環境改善の2つがある。乗換の解消，バス停留所の統合化，交通結節点でのバス・地下鉄間の乗換案内の充実，バス路線の最適化等によって向上できる。不満解消のため，「バスの定時性」が大事。道路交通混雑の激化に伴い，バスの運行速度が低下，定時性の維持が最大の課題。これで，より具体的な提案ができたと思われる。

　低炭素交通は今後の発展趨勢であり，今まで先行研究が沢山あると見られる。が，先進国と発展途上国にある両都市の比較研究の成果が少ない。そして，杭州市において，低炭素交通に関するアンケート調査のデータはあまり公開されていないため，今回の調査は第1データを得られ，市民の要望と現状をある程度を明らかにした。今回の研究はアンケート対象の母集団数が比較的に少ないので，両都市全体的な市民要望を把握できるとは言えない。今後は，より詳しい改善提案，そして他の交通機関を含めて研究する課題が残され，更に長時間で広範囲な調査研究を展開する必要があると考える。





[注]


	1)京都市交通局営業推進室･京都市バス

	2)杭州市公共交通集団有限公司HP，http://www.hzbus.com.cn/，2014年1月取得

	3)杭州統計調査情報網，都市公共交通，
http://www.hzstats.gov.cn/web/tjnj/nj2012/11/nj1.htm，2012年

	4)狩野紀昭等［1984］『魅力的品質と当たり前品質』

	5)Ibid.

	6)Ibid.

	7)バスロケーションシステム，平成14年度国土交通白書

	8)京都市交通局『ポケロケ』

	9)「京都市バス・地下鉄事業経営健全化有識者会議中間提言～持続可能な公共交通を目指して～」，京都市バス・地下鉄事業経営健全化有識者会議，2009年7月23日

	10)京都市公共交通局ホームページ

	11)「市バスにおけるICカードの利用開始について」，京都市交通局営業推進室，2014年9月10日

	12)アジアにおけるモバイル（スマートフォン）コマースの実績
http://cmmninc.com/asia-mobile-commerce-smartphone-data/，2013年8月
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Japan-China Comparative Study on Low-Carbon Transportation: 

Case Studies on Improving Public Bus Service in Kyoto and Hangzhou
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Abstract: Low-carbonization of transportation system and improvement of the convenience and comfort of public transportation as well, plays an important role towards constructing low-carbon society. In this research, we conducted case studies in Kyoto City and Hangzhou City, both of which are the environmental demonstration cities in Japan and China respectively, from the viewpoint of how improving public transportation will influence the users’ satisfaction, to investigate the bus utilization, the service improvement and its contribution to low-carbon society. We adopted the Kano Model to analyze the diverse value contents of public bus users, and seek for the factors and measures which may lead to the reduction of private car use and the transfer to public transportation. In conclusion, for Kyoto City, it requires to improve transfer convenience and information provision for increasing satisfaction. Disseminating public transportation map, time schedule, traffic information through internet and smartphone would be effective. For Hangzhou City, improving transfer convenience and cabin environment are found to be more important. The integration of bus stops, enhancement the connection between bus and subway, and optimization of bus routes would help to improve the transfer convenience in Hangzhou City. Punctuality is the key factor to essentially solve the users’ dissatisfaction, while the bus operation will be greatly delayed by the increasing road traffic. By identifying the satisfaction and dissatisfaction factors, the civilian usage of the public transportation, especially bus would be raised; furthermore, the measure of transportation towards low-carbon society would be even strengthened.





Keywords: Low-carbon transportation, Public transportation, Bus, the Kano model, Japan-China comparative study, Kyoto, Hangzhou








■論　文





選挙連合の研究

―2012年韓国国会議員総選挙を事例に―





金 東煥





【要旨】本稿は，2012年国会議員総選挙における野党間選挙連合に注目し，その政治環境的要因と効率性について分析を行っている。本稿の知見をまとめると以下の通りである。

　第一に，野党間選挙連合は，一人二票制という総選挙の投票制度と，野党の多党化という政党システムの要因，そして地域主義に基づいた安全議席の差によって行われていたことであろう。つまり，韓国の政治環境的要因が選挙連合の促進に影響したと言える。

　第二に，選挙連合には，五つの選挙連合のあり方があるといわれるが，韓国は，候補一本化という最も積極的な選挙連合のあり方を採択しており，その過程は党本部主導であり，地方組織の役割はほとんどないと言える。

　第三に，選挙区レベルの政党間競争構図の変化について，候補一本化が行われていない選挙区は，民主党の地盤であり，その他の選挙区において候補一本化が行われたことが分かる。

　第四に，政党間の選挙協力による小選挙区得票の底上げを実証分析した結果，民主党は，慶尚北道を除いて有意義な底上げがあった。また，進歩党は，江原道を除いて，民主党の政党支持をかなり吸収していることが分かった。

　最後に，政党間選挙協力は比較的弱小政党の議席増に貢献すると考えられるが，韓国の事例では，民主党と進歩党，両党とも，首都圏において，議席増をもたらしており，その他の地域では，その効果は微々たるものであった。すなわち，政党間選挙連合の効果は首都圏に集中しており，議席率の観点からみれば，既存の地域主義体制は，維持されていたのである。





キーワード：選挙連合，選挙協力，国会議員総選挙





Ⅰ. はじめに






	Ⅰ.1 研究の目的



　本稿は，韓国の国会議員選挙における政党間の候補一本化過程に注目する。

　候補者選定過程は，政党内部の問題であると考えられてきた。しかし，多数派形成戦略として，政党間の協力関係が生まれるようになった。政党システムはそれを構成する政党の数や競争のパターンなどによって「二大政党制」や「穏健な多党制」などのタイプに分類される。二大政党間の選挙競争の場合には，一方の勝利は他方の敗北を意味するのであって，両党の利害は真っ向から対立する。しかし，三党以上の政党が競争するときには，競争と協力の契機が同時に存在するようになる。例えば，二党が協力して一党と競争することになると，政党の利害関係は必ずしもゼロ・サム的ではなくなる。さらに，政党数が多くなると，競争と協力のパターンは多様になる可能性が高い。選挙で連合を組む政党の究極的な目的は共同で政権を担うことである。一般的に，このような形の連合政治は議院内閣制でよく見られるとされてきたが，最近の研究によれば，少数派の大統領の場合，議会多数派を構成しようとするために，連立政権を組む傾向があるとされる（Cheibub, Przeworski and Saiegh 2004）。

　連合政治は，民主主義が進化していくなかで現れる自然な政治現象であろう。それは，体制の様々な制度的特徴に基づいている。連合政治は，連合構成の時期と目標によって，連立政権と選挙連合に分けられるが，ゴルダー（Golder 2006）の選挙連合と連立政権に関する研究は示唆を与えてくれる。ゴルダーの選挙連合のあり方に関する分類は，制度的環境，あるいは政治的環境が特定の選挙連合の採択に影響を及ぼす経路を説明しているため，選挙連合の分析には適切である（ホン・ゼウ2012）と言える。

　選挙連合を促す誘因として，ゴルダーは，多党制であればあるほど選挙連合が促進されるという仮説を立て，これを証明した（Golder 2005）。また，ライカーは，最小勝利連合（Riker 1962）に焦点を当てている。

　しかし，選挙連合に関する研究は，既存の連立政権に関する研究とは異なり，まだ十分な研究が行われたとは言い難い。選挙連合に関する研究の焦点は二つに分けられる。第一に，選挙連合を促進させる原因に関する研究であり，制度的要因，政治環境的要因が主な研究対象となる。第二に，選挙連合の効率性に関する研究であり，選挙連合の実質的効果を計ることは選挙政治を分析する者だけでなく，実際にこれに関わる者の間でも関心を集めている。多様な選挙制度が存在しているなかで，選挙連合の効果を計るためには，各々の選挙制度の下でどのような要因が選挙連合に影響を及ぼし，選挙連合を組むことによってどのような変化が生じてくるのかについて分析されなければならない。

　候補者選定過程は，政党内部だけの問題ではなくなっており，韓国では，政党間選挙連合という選挙戦略が定着化しつつある。巨大与党であるセヌリ党に対抗して，民主統合党（以降，民主党），統合進歩党（以降，進歩党）の野党連合は候補一本化を図り，選挙区レベルにおけるセヌリ党との一対一構図を形成し，野党勢力の結集を狙ったとされる。この選挙連合は，1997年大統領選挙から本格化し，2002年大統領選挙，2010年地方選挙や2012年国会議員総選挙においても試みられた。選挙連合の歴史のなかで，韓国において選挙連合が本格化したと言える時点は，2010年以降であろう。特に，過去の選挙連合は大統領選挙をめぐる状況において，一人の単一候補者を選ぶという比較的単純なゲームであったとすれば，現在の選挙連合は総選挙あるいは地方選挙において複数の選挙区で同時に候補一本化を図る，より複雑な過程を求めるゲームになったのである。2010年地方選挙において与党に対する野党の全国的候補一本化は，野党にとってはプラスの効果をもたらしたと言える。このように，韓国の選挙連合は各種選挙において展開されており，特に，選挙区レベルにおける反セヌリ党勢力の結集を図ったと考えられる。

　このように，政党間選挙連合は，主に選挙区レベルの競争構図に影響を与えていることが分かる。韓国の野党は，選挙連合を通じて選挙区における実質的な一対一の構図を形成し，この戦略によって議席増に直接に貢献したという点は注目に値する。したがって，この研究は政党間選挙連合の有効性を検証することが目的になる。その焦点として，選挙区レベルの候補一本化過程や，選挙区レベルの政党間競争構図の変化，得票率の変化，議席率の変化に注目する。事例としては，2012年国会議員総選挙における3野党である民主党，進歩党の候補者一本化に焦点を当てる。2012年総選挙の特徴は，与党の想定外の勝利と野党の選挙連合にその特徴があると言えるが，国会議員総選挙では初めて行われた選挙連合について分析を行う。

　まず，第一に選挙区レベルの選挙連合はどのような過程を経て行われるようになったのかを記述する。主に，制度変化の歴史やその過程を見ることで，制度的要因が選挙連合の促進に影響したことが分かるという仮説に基づいて議論を進めていく。第二に，選挙連合のあり方について調べる。ゴルダーの類型によれば，五つの選挙連合のあり方があるといわれるが，韓国の事例から分析を行う。韓国の候補一本化は，党本部主導ではあるが，その手段として世論調査を用いて候補者調整を行うという特徴があったことを主張する。第三に，選挙区レベルの政党間競争構図の変化を分析する。全体的な政党間競争構図のなかで，どのような選挙区で選挙協力が行われ，選挙区レベルではどのような競争構図の変化をもたらすのかについて検討する。第四に，選挙区レベルにおける得票率の変化に注目する。政党間の選挙協力による小選挙区得票の底上げが生じると考えられるが，どのぐらいの底上げ分が生じるかを実証分析することで，その有効性を検討する。最後に，議席率の変化に注目する。政党間選挙協力は比較的弱小政党の議席増に貢献すると考えられるが，韓国の事例を通じて小政党にはどのぐらいの実質的な議席率の変化をもたらすのかを分析する。

　選挙連合の登場は，政党の候補者選定過程に大きな影響を及ぼすことになると考えられる。これは，政党の内部問題として認識されてきた候補者の指名ということが政党の間で行われることになるからであろう。この変化は何の要因によって起きたのか，そしてその変化は何に影響を与えることになるのか。それを明らかにすることが，この研究の課題である。






	Ⅰ.2 先行研究



1）ゴルダー

　ゴルダー（2006）の選挙連合のあり方に関する分類は，制度的環境，あるいは政治的環境が特定の選挙連合に影響を及ぼす経路を説明しており，選挙連合の分析には幅広く引用されている。





2）ホン・ゼウ

　ホンの連合政治に関する研究（2012）では，選挙法と選挙制度というゲームのルールのなかでどのように展開されているのかを2012年総選挙を事例にして分析している。この研究を通じて，彼は民主的規範に適合した制度設計の原則と方向性を提示している。





3）ジョン・ビョンギ

　ジョンの研究（2012）は，2012年総選挙における選挙連合を対象としており，この選挙連合は，伝統的保守を孤立させることを目的として，イデオロギー的距離の近い民主統合党と進歩党の自由主義的選挙連合であると定義した。また，総選挙を控えて行われた政党間の統合と選挙連合は，地域主義の弱化につながったと主張し，2012年総選挙は，既存の政党体制の弱化と解体を確認した選挙と評価している。





4）本稿の分析視角

　上述した韓国に関する先行研究は，選挙法との関係や，選挙連合による地域主義の弱化などに焦点を当てて分析を行っている。これに対して，本稿は，選挙区レベルの分析を行い，選挙連合の影響を明らかにする。特に，政党間選挙連合の効果は首都圏に集中しており，既存の地域主義体制は，維持されていることを主張する。





Ⅱ. 韓国における連合政治と選挙連合






	Ⅱ.1 韓国における連合政治と選挙連合の歴史



　連合政治は，制度的あるいは非制度的，また歴史的な影響を受けながら，各政党の戦略によって多様なあり方が見られる。一般に，大統領制は，連合政治につながる要因があまり存在しないという制度的特徴を持っている一方，議院内閣制は連合政治と深く関わっており，多党制という政党システムから見られる現象であると考えられてきた。しかし，最近の研究では，大統領制の下でも多数派形成戦略として連合政治が見られるようになったことが明らかになっている。この研究によると，大統領制における連合政治は，政治的安定をもたらしたとされる（Cheibub, Przeworski and Saiegh 2004）。

　韓国においても，連合政治は主に選挙時に見られることが多く，2010年地方選挙から選挙連合が本格化したと言える。1987年の韓国民主化以降，行われてきた連合政治は，主に人物・地域中心の連帯であった。1987年，大統領選挙では民主化陣営の金泳三（キムヨンサム）と金大中（キムデジュン）の候補一本化が試みられたが失敗し，結局，軍部出身候補である盧泰愚（ノテウ）が当選することになった。1990年，盧泰愚大統領は，金泳三，金鍾泌（キムジョンピル）との三党合同を達成し，分割政府からの脱却を図った結果，1992年大統領選挙において金泳三は巨大与党の候補者として大統領選挙で当選した。1997年大統領選挙には，金大中と金鍾泌は「DJP」という選挙連合を組んで，金大中が大統領に当選した。全羅道と忠清道の地域連合の形であった「DJP」は，与党の分裂とともに野党勝利の要因と言える。2002年大統領選挙において，盧武鉉（ノムヒョン）は鄭夢準（ジョンモンジュン）と候補一本化し，勝利をおさめた。さらに，2010年地方選挙では，反ハンナラ党候補一本化が展開され，野党である民主党が勝利した。地方選挙においても，候補一本化戦略が有効性を有することが分かる。2010年地方選挙の場合，人物・地域ではない，政党間の候補一本化・政策連帯を中心として候補一本化が行われたことが特徴的である。

　2010年全国地方選挙の場合，政府に対する中間評価的な性格が強かった選挙環境の下に，大統領・政府与党に対する有権者の回顧的・審判的投票行動が働き，野党である民主党が勝利を収めたと言える。そして，野党の選挙戦略としては候補一本化という戦略が主に使われ，民主党勝利の一因として評価されている。反ハンナラ党勢力の結集と政策連帯を中心とする候補一本化戦略の有効性はここで確認できる。

　要するに，韓国における連合政治は，1990年分割政府の脱却のための多数派形勢戦略として行われた三党合同が初めてであり，その後，1997年「DJP」連合，2002年候補一本化のような大統領選挙における選挙連合として存在してきた。大統領選挙における地域連合，あるいは人物連合として評価することができる。2010年地方選挙における野党間選挙連合は，巨大与党であるハンナラ党に対抗するための候補一本化戦略であり，政党間選挙連合という特徴があったのである。






	Ⅱ.2 2012年国会議員総選挙における選挙連合



　政党の候補者選定は，アメリカの場合，予備選挙やコーカスを通じて，政党の候補者を決めることがあり，日本では最近，公募や党員投票という候補者指名方法を積極的に受け入れ，候補者指名方法の開放を進めている。

　候補者の選出は，政党間選挙連合における最も重要な手続きであろう。これは，選挙区のみならず，比例代表の名簿のリストにも適用されている。選挙連合における候補者公認には，特別な規定は存在しないが，一般的には，選挙連合が行われる選挙区において，ある一つの政党は候補者を擁立せず，他の政党の候補者に支持が集中できるようにすることであろう。

　2012年総選挙は，与党であるセヌリ党が想定外の議会過半数を確保したことと，野党間選挙連合が特徴として取り上げられる。今までの選挙連合は大統領選挙と地方選挙においてのみ行われてきたが，総選挙における政党間選挙連合は初めてのことであった。では，韓国における選挙連合は，どのように行われるのか。

　選挙連合のあり方について，ゴルダーによれば，5つの類型1) に分類することができる。そのなかで，複数の政党が共同で候補者を出す，いわゆる「候補一本化」が最も高い水準の選挙連合の形となるが，韓国の場合，このレベルの選挙連合が行われていると言える。候補一本化の最も効率的な方法は，一つの政党として合同することである。しかし，韓国の場合，進歩政党の独自勢力の維持志向が強く，第一野党である民主党も合同には否定的であったと考えられる。

　候補一本化は，党中央と地方組織が部分的に分離した形態で進められ，党中央は候補一本化を行う選挙区を指定し，地方組織はそれに対する方法と日程を決める形となった。慶尚南道は，あらゆる地域で候補一本化を行い，全羅南道・全羅北道・慶尚北道・大邱（デグ）は，例外地域として指定し，合意によって辞退した選挙区以外には各党は競争し，釜山（ブサン）・仁川（インチョン）・蔚山（ウルサン）では，地方組織に任せる形となった。この選挙連合によって進歩党は，16ヶ所で候補一本化なく候補者擁立を行い，78ヶ所の候補一本化の実施選挙区のうち，15ヶ所で立候補することができた（ホン，2012）。地域別に合意した選挙区以外には，候補一本化の適合度を尋ねる世論調査方式であった。





Ⅲ. 2012年国会議員総選挙における選挙連合の要因




1）一人二票制

　小選挙区比例代表並立制の下で，一人の有権者が二票を行使する選挙制度は，選挙連合における候補一本化を促す要因として考えられる。選挙区レベルでは，競争を避け，最大限の得票を狙い，比例代表選挙においては，得票に比して議席が配分されるので，政党間競争を展開したのであった。





2）反セヌリ党・野党の多党化

　政治体制におけるイデオロギーに関して，南北分断の後，反共イデオロギーに基づいて政党競争が行われ，社民主義的政策を支持する進歩政党の議会進出が小選挙区制という選挙制度によって失敗し，イデオロギーの対立は，保守陣営内で限定された。保守陣営における対立は，韓国型市場主義を擁護する伝統的保守勢力と，より自由主義的な市場経済主義を支持する自由主義的保守の対立であった。しかし，1998年金大中政権発足の後，政府による対北朝鮮政策を転換とともに，イデオロギー的対立は，対北朝鮮政策をめぐっての強硬派と穏健派の対立となった（ジョン，2012）。2004年総選挙においては，一人二票制が導入され，民主労働党が議会に進出することが可能となった2)。2004年からのイデオロギーの対立は，「伝統的保守，自由主義的保守，社民主義的進歩」という構図になったのである。

　このような政党体制は，2010年から再び変化した。2010年地方選挙を控えて，民主党中心の新党に反対した親盧武鉉（ノムヒョン）グループは，国民参与党を結党し，「大衆的進歩政党」を目指しながら，民主労働党との統合を推し進めた。民主労働党も国民参与党と新進歩統合連帯（進歩新党離党派）との統合について，積極的な姿勢を見せた。ひいては，民主党との合同による大統合新党の構想まで視野に入れていた。結局，独自勢力の維持に対する党員の意志が強かったため，野党の大統合新党構想は失敗したが，この協力は，選挙連合という形へと発展したのであった。

　地方選挙の後には，政党の離合集散が激しく行われた。2012年総選挙を控えて，民主労働党と国民参与党は，合同を通じて進歩党を結党し，民主党は，市民統合党（「国民の命令」などの社会団体が民主党との統合のために結党した政党）と韓国労働組合総連盟（韓労総）が連携して，民主統合党を結党した。特に，議会内で進歩勢力を代弁する民主労働党が自由主義保守と言われる国民参与党と理念的異質性があったものの，統合を思い切り進められたのは，総選挙を意識したと言える。民主党と進歩党は，韓米FTA反対，済州海軍基地反対，対北朝鮮宥和政策などの政策連携を組むことで，政策的に反セヌリ党戦線を形成した。選挙連合において，候補一本化のみならず，政策連携を推し進めたのである。理念的距離が選挙連合を促す重要な要素として指摘されている（Axelrod, 1970）が，政策連携を通じて選挙連合の大義名分を獲得したことであろう。





3）安全議席（safe seat）3) の差

　独裁体制と民主化という対立の構図がなくなったものの，イデオロギーの対立は明確ではなくなっており，政治エリートは，自分の出身地における強力な支持基盤を形成し，支持調達を行い，その結果として地域主義が韓国政治の重要な亀裂として現れるようになった（チェ2002）。

　地域主義という亀裂は，安全議席の差をもたらした。全国議席配分からみれば，野党の独自的勢力による競争においては，与党が圧倒的に有利であり，野党は，選挙連合を組むことによってはじめて与党との伯仲状態を作り出すことができるという政治的環境が反セヌリ党という選挙連合を組まざるを得なくなった要因として考えられる。

　具体的に，民主党が強い地域は，全羅南道（11）・全羅北道（11）・光州（8）であり，246議席のうち，30議席を占めている。一方，セヌリ党が強い地域は，慶尚南道（16）・慶尚北道（15）・釜山（ブサン）（18）・蔚山（ウルサン）（6）・大邱（デグ）（12）であり，246議席のうち，67議席を占めている。このような，安全議席のギャップは，民主党にとって地域主義が働かない地域における支持勢力の結集を余儀なくされたと言える。





Ⅳ. 分析






	Ⅳ.1 政党間競争構図の変化



　ここでは，選挙区レベルの政党間競争構図の変化を分析する。全体的な政党間競争構図のなかで，どのような選挙区で選挙協力が行われ，選挙区レベルではどのような競争構図の変化をもたらすのかについて検討する。

　民主党と進歩党の選挙連合は，国会議員総選挙においては史上初の出来事であった。セヌリ党が弱い選挙区（全羅南道・全羅北道）では，各々候補者を擁立し，議席をめぐって争う形となった。相対的に，セヌリ党の得票率が下がりつつあり，地域主義の影響力が低下している慶尚南道，釜山（ブサン），蔚山（ウルサン）では，候補一本化を通じた競争力の増大を狙ったのである。

　このように，民主党と進歩党の選挙連合は，「共同政策合意」に基づいて，候補一本化という選挙連合を地域別に組んでおり，その方式は，世論調査によるものであったと言える。候補一本化は，セヌリ党との一対一構図の実現のためであり，相互合意した例外地域を除いたあらゆる選挙区を選挙連合の選挙区と設定した。合意によって，各党は選挙連合のため，譲歩する選挙区を選定し，その他の選挙区は候補一本化を行った。
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　釜山（ブサン）・仁川（インチョン）・蔚山（ウルサン）は，地域組織の合意に任せることになったが，具体的にみていくと，釜山は，18選挙区のうち，民主党が2選挙区を譲り，進歩党が11選挙区を譲った。2選挙区で候補一本化が行われ，結果的に，民主党が16人，進歩党が2人を擁立することになった。仁川（インチョン）は，12選挙区のうち，民主党が1選挙区で公認せず，進歩党が5選挙区で公認しなかった。5選挙区で候補一本化が行われ，結果的に民主党が11人，進歩党が1人を公認した。蔚山（ウルサン）は，6選挙区のうち，民主党が2選挙区に公認せず，進歩党が1選挙区に公認をしなかった。3選挙区で候補一本化が行われ，結果的に民主党が2選挙区に，進歩党が4選挙区に候補者を擁立した。

　慶尚南道は，あらゆる選挙区で候補一本化が行われ，16選挙区のうち，民主党が8人，進歩党が1人，進歩新党が1人を公認し，2選挙区は公認しなかった。

　慶尚北道・大邱（デグ）は，セヌリ党の伝統的な地盤であるが，慶尚北道の15選挙区のうち，民主党は11人，進歩党は5人を公認し，1選挙区の候補者調整が出来なかった。大邱（デグ）の12選挙区では，民主党が11人，進歩党が1人を公認した。

　ソウルの場合，48選挙区があり，民主党が45選挙区に，進歩党が3選挙区に候補者を擁立し，京畿（キョンギ）は，52選挙区のうち，民主党が45人，進歩党が6人の候補者を擁立した。

　大田（デジョン）は，6選挙区のうち，民主党が5人，進歩党が1人を公認し，忠清南道の10選挙区では，民主党が9人，進歩党が2人を公認し，1選挙区で候補者調整が出来なかった。忠清北道では，8選挙区のうち，民主党が7人，進歩党が1人を公認した。江原（カンオゥン）は，9選挙区のうち，民主党が8人，進歩党が1人を公認した。済州は，3選挙区とも民主党が公認した。

　光州，全羅南道，全羅北道は，民主党の地盤であり，光州の場合，8選挙区のうち，民主党が2選挙区を，進歩党が1選挙区の公認を諦め，5選挙区で民主党と進歩党が競争した。全羅南道の11選挙区のうち，民主党は11人，進歩党は6人を公認し，6選挙区で競争した。全羅北道の11選挙区では，5選挙区で民主党と進歩党が競争した。

　全体的に，246選挙区のうち，民主党は209人を公認し，進歩党は51人を公認した。民主党と進歩党が競争する選挙区は，18選挙区があり，慶尚北道で1選挙区，忠清南道で1選挙区，光州で5選挙区，全羅南道で6選挙区，全羅北道で5選挙区であった。主に，セヌリ党が脆弱な地域であり，その他の選挙区はセヌリ党の一対一構図の形成を狙っていることが分かる。地域における政党支持の強弱の程度が選挙連合のあり方を規定していると考えられる。






	Ⅳ.2 得票率の変化




　ここでは，選挙区レベルにおける得票率の変化に注目する。政党間の選挙協力による小選挙区得票の底上げが生じると考えられるが，どのぐらいの底上げ分が生じるかを実証分析することで，その有効性を検討する。その方法としては，小選挙区における候補者の得票から選挙区の比例代表得票を引いたパーセンテージの平均を示すことにする。

　ソウルでは，48選挙区があり，民主党の場合，平均10.8%，進歩党は，平均33.6%の底上げが見られた。釜山では，18選挙区があり，民主党は平均7.5%の底上げが，進歩党は，平均27%の底上げが見られた。大邱（デグ）では，民主党は平均4.3%の底上げが，進歩党は，平均13.5%の底上げがあった。仁川（インチョン）では，民主党は平均10.9%の底上げが，進歩党は1選挙区であったが，平均32%の底上げが見られた。大田（デジョン）では，民主党は平均7.6%の底上げが，進歩党は1選挙区であったが18%の底上げがあった。蔚山（ウルサン）では，民主党は平均10%の底上げが，進歩党は平均22.5%の底上げがあった。京畿（キョンギ）では，民主党が平均11.0%の底上げが，進歩党は平均27.5%の底上げがあった。江原（カンオゥン）は，民主党が平均7.5%の底上げを，進歩党が1選挙区において1%の底上げを見せた。忠清北道では，民主党は平均6.1%の，進歩党は1選挙区で21%の底上げがあった。忠清南道では，民主党と進歩党が競争した1選挙区を除いて，民主党が平均3.8%の，進歩党が1選挙区で11%の底上げがあった。慶尚北道では，民主党は平均－0.1%の，進歩党は平均7.2%の底上げがあった。慶尚南道では，16選挙区のうち，野党が候補者を出さなかった3選挙区を除いて，民主党は平均6.0%，進歩党は平均19%の底上げがあった。済州は，セヌリ党が候補者を擁立しなかった選挙区を除いて，2選挙区で民主党は平均1%の底上げがあったことが分かる。
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	Ⅳ.3 議席増




　最後に，議席率の変化に注目する。政党間選挙協力は比較的弱小政党の議席増に貢献すると考えられるが，韓国の事例を通じて小政党にはどのぐらいの実質的な議席率の変化をもたらすのか。ここでは，いわゆる「安全議席（safe seat）」数の推移を見ながら，分析を行う。

　まず，民主党の議席増を見れば，ソウルでは，平均10.8%の底上げが見られたが，これは，少なくとも7議席増，最大21議席増につながった可能性が高い。他の地域の底上げに基づいて計算すれば，仁川は2~3議席増，京畿は6~15議席増，忠北と忠南は2議席増，慶南は1議席増につながった可能性が高い。一方，釜山と大邱，大田，蔚山，江原，慶北，済州には，議席増の効果はなかった。すなわち，候補一本化の効果が見られるのは，主に，与野党が拮抗している首都圏（ソウル，京畿，仁川）であり，他の地域では，その効果が微々たるものであった。

　一方，進歩党は，選挙区において大きな底上げを手にしたが，議席増につながったと言えるところは，ソウルと京畿だけであった。民主党と同様に首都圏で候補一本化の効果が確認できると言えるのであろう。
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Ⅴ. おわりに





　本稿は，2012年国会議員総選挙における野党間選挙連合に注目し，その政治環境的要因と効率性について分析を行っている。本稿の知見をまとめると以下の通りである。

　第一に，野党間選挙連合は，一人二票制という総選挙の投票制度と，野党の多党化という政党システムの要因，そして地域主義に基づいた安全議席の差によって行われていたことであろう。そして，その目的は，選挙区における巨大与党・セヌリ党との一対一構図の形成にあったと言える。つまり，韓国の政治環境的要因が選挙連合の促進に影響したと言える。

　第二に，選挙連合には，五つの選挙連合のあり方があるといわれるが，韓国は，候補一本化という最も積極的な選挙連合のあり方を採択しており，その過程は党本部主導であり，地方組織の役割はほとんどないと言える。また，その手段として，党員の参加は全く見られず，有権者に対する世論調査を用いて候補者調整を行う特徴があった。

　第三に，選挙区レベルの政党間競争構図の変化について，候補一本化が行われていない選挙区は，民主党の地盤であり，その他の選挙区において候補一本化が行われたことが分かる。

　第四に，政党間の選挙協力による小選挙区得票の底上げを実証分析した結果，民主党は，慶尚北道を除いて有意義な底上げがあった。また，進歩党は，江原道を除いて，民主党の政党支持をかなり吸収していることが分かった。

　最後に，政党間選挙協力は比較的弱小政党の議席増に貢献すると考えられるが，韓国の事例を通じて小政党にはどのぐらいの実質的な議席率の変化をもたらすのかを分析した。その結果，民主党と進歩党，両党とも，首都圏において，議席増をもたらしており，その他の地域では，その効果は微々たるものであった。すなわち，政党間選挙連合の効果は首都圏に集中しており，議席率の観点からみれば，既存の地域主義体制は，維持されていたのである。





[注]


	1)5つの類型は，①候補一本化(nomination agreement)，②共同比例代表名簿(joint PR list)，③分割投票の呼び掛け(dual ballot instruction)，④選好投票の移譲の呼び掛け(vote transfer instruction)，⑤連立政府構想の宣言(public commitment to govern together)である。

	2)選挙区で2人，比例代表で8人，合計10人が当選した。

	3)3)	安全議席というのは，当選者が次点落選者に大きな票差をつけており，おそらくは投票の前から当選の見通しが相当に高い選挙区のことを指す。具体的には，的場（2012）を参照のこと。
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An Analysis of Electoral Coalition:

The case of the 19th Korean National Assembly Election





Kim Dong-hwan





Abstract: This paper examines how coalition politics, buildings since the democratization in Korea as the political outcome of dynamic relationship, are affected by electoral institutions including electoral laws that dictate various choices and behaviors of political actors. Exploring the case of the 19th Korean National Assembly Election which was held in April 11 2012, this study tries to examine affects of Electoral Coalition and suggest standards of institutional design which satisfy democratic principles such as efficiency, equality and legitimacy.


	While plurality rule wields centripetal force, making two party system, the regional cleavage in Korea has produced multiparty tendency. The presence of regionalism, the plurality rule, and third party candidate tends to entice the formation of electoral coalition. 

	The paper introduces and reviews the comparative cases and previous works of coalition politics literature, especially pre-electoral coalitions. Different institutional setting produces different level of coalition behaviors. However, at least institutional design should not prohibit the freedom of “political imagination” of political participants regarding negotiating, forming and publicizing their common agenda through coalition politics








Keywords: Coalition politics, Electoral coalition, Korean National Assembly election








■論　文





Poverty Protection and Revitalizing Local Communities in Rural Areas: Case Studies of Work-sharing Program in Himeishima and Kunisakijikan in Kunisaki in Oita Prefecture, Japan





Khin Cho Win





Abstract: This paper attempts to have a new focus on poverty protection which relates to community revitalization. In Japan, revitalization in rural communities has been a discussion topic recently because depopulation problems are a great matter of concern in rural areas in Japan. In this study, two case studies namely work-sharing program in Himeishima and Kunisakijikan in Kunisaki are carried out for observing initiatives for poverty protection and revitalization in local rural communities. This study attempts to understand why revitalizing the rural communities through generating employment opportunities for local people and creating new value-added concepts is playing an important role in preventing and protecting poverty in rural areas of Japan. This study also aims to look at the roles of local government and individual’s interest as a community activity in making efforts to prevent and protect poverty through community revitalization and also observes the significant role of social events such as local festivals and conversation events through the use of social capital and building social relationships in enhancing the quality of life of local residents and in regenerating the local distressed communities. Work-sharing program in Himeishima is implemented by the local government and has explicit purposes for poverty solution and poverty protection through community revitalization. Kunisakijikan means creating a new way of working style. Kunisakijikan is not implemented by the local government, but is initiated by individuals as a community activity. It has implicit functions for poverty protection through community revitalization and it can be an indirect poverty protection in the longer perspective. Both Himeishima’s work sharing program and Kunisakijikan have their own new working styles. In addition, both can help local people to have the comfortable life styles and can also prevent depopulation and build community development. The importance of a new value-added concept in revitalizing the rural communities is found in Kunisaki case study.





Keywords: Community revitalization, rural communities, poverty protection, Himeishima, work-sharing program, Kunisaki, Kunisakijikan, employment, working style, life style, social events, new value-added concept





I. Introduction






	This paper is related to my first two papers which mainly focused on poverty solution. Actually, a lot of poor old people were seen even though that situation was hidden in the society in my first paper. Strangely, poverty solution (one Non-profit Organization was established to assist such kind of poor people.) comes first and then the existence of poor elderly single women is reviewed in my previous paper. Even though this study is the same kind of poverty study of my previous papers, this policy is not poverty solution, rather it relates to poverty protection. How can we avoid poverty? There are many ways for poverty protection. But, one approach probably will try to connect it with community revitalization1). That is why this paper attempts to have a new focus on poverty protection which relates to community revitalization in some way. So this study tries to have a look at poverty protection in related to community revitalization in rural communities2).

	Community revitalization in rural areas is being focused recently nowadays due to the depopulation problems. Like rural areas in many countries, Japanese rural society is facing the challenges such as depopulation, ageing, lack of economic opportunity and so on (MeGreevy and Shibata, 2010). New policies were initiated in the rural societies of Japan at the end of 20th century and the revitalization3) of rural communities is one of the aims of these policies (Hitomi, 2010). In rural areas in Japan, the main reason for depopulation in rural areas is the migration of workers in search of jobs and better education facilities in urban areas (Wijaya, 2014). Therefore, to regenerate rural areas, promoting initiatives to increase employment opportunities that can help for revitalizing the local communities in rural areas is one of the priorities by policies against depopulation (Yoshitake and Deguchi, 2008).

	The importance of community revitalization becomes the great awareness as many rural residents prefer to live in the same locality for the purpose of taking care of their parents and also maintaining their ancestors’ properties, culture and history, etc. Therefore, recently in Japan, there has been growing interest in rural community revitalization to develop individual’s ability as well as group capabilities and activities (Yoshitake and Deguchi, 2008). And both local and national governments often support and promote rural revitalization projects (MeGreevy and Shibata, 2010). Moreover, community revitalization has the capability to lead economic revitalization in rural areas (Yoshitake and Deguchi, 2008). The concept of revitalizing the local communities is placed in various theories of poverty solutions and community transformation (Pinkett, 2000). In Mayor’s Commission on Poverty Reduction, Communitas Consulting reported that one of the critical areas to reduce poverty is revitalizing the communities to create economic opportunities and inclusive communities (Communitas Consulting, 2014).

	What is the community revitalization in this paper? And how is it related to poverty protection? This paper particularly focuses on poverty protection and community revitalization in rural areas through generating job opportunities for local people and creating new value-added concepts. And this study also observes the significant role of social events such as local festivals and conversation events through the use of social capitals4) and building social relationships in enhancing the quality of life of local residents and in regenerating the local distressed communities.

	This paper selected two case studies in Oita prefecture, Japan: (1) Work-sharing Program in Himeishima and (2) Kunisakijikan in Kunisaki. The two case studies were chosen as these places are not only facing the depopulation because the younger generations are moving out of their places to urban areas but also located in the same prefecture, Oita in Japan. Himeishima village is an isolated one in a small island located in Higashikunisaki District, Ōita Prefecture, Japan (Source: Wikipedia). As of August, 2013, the village has population of 2209 and mostly graying islanders subsist on fishing and shrimp farming (Source: Interview with the Head of Himeishima village government). Kunisaki city is also located in Ōita Prefecture, Kyushu, Japan. As of January 31, 2012, the city has an estimated population of 31,882 (Source: Wikipedia) and it is experiencing the increase of low fertility rate (Source: Interview with the President of Aki.Co.Ltd). This study mainly focuses on the observations of field research. The cases of Himeishima and Kunisaki are good examples of poverty protection and community revitalization through the initiatives aimed at several purposes- facilitating to solve demographic issues, generating work opportunities for local people in rural areas, enhancing social relations, building community development, strengthening their quality of life and creating comfortable life styles.







II. Work-sharing Program and Local Revitalization in Himeishima
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	Himeishima island or Himeishima village is an isolated rural area which is facing the problems of fewer children and an aging society. The field research about work-sharing program was made in Himeishima in August 5, 2013. The interviews about work-sharing program were made to the Head of the Himeishima village government. The figure 2.1 shows the interviews to the Head of local government.








	II.1 Work-sharing in Himeishima





	Himeishima invented its own version of work-sharing in 1960. Under Himeishima’s work-sharing system, village employees earn about a third less salary than public servants elsewhere in Japan in spite of the same hours they work.








	II.2 Purpose of Work-sharing Program and Implementation by Local Government





	Himeishima work-sharing program was initiated in order to keep young population in Himeishima island and to prevent depopulation. Himeishima village has local government and the village government has several functions. The village government does everything which the government can do for the local people for the purpose of keeping increasing employment opportunities of the residents in the island. The employment policies in Himeishima village are quite different from the other areas of Japan. The work-sharing program has allowed the village to create more jobs.








	II.3 Initiation of a New Model of Work-sharing





	With an aim to seek alternatives to widespread job cuts, Himeishima’s work-sharing scheme was suddenly shifted as a new model in 2012. Himeishima village is an island and so it is important to develop local enterprises and to try to develop employment opportunities for younger population to prevent leaving the island and to keep staying in the island. The main objective of the employment policies by Himeishima village government is to keep the low salaries as much as possible in order to employ many officials in local area.

	The new model introduced the 2/3 salary and 2/3 working hours for government officials. Under the new model of work-sharing, 3 people can do work-sharing for 2 person’s work. The main industry of Himeishima island is fishing. So the men are earning their lives as fishermen and the wives are taking care of the children and doing household responsibilities at home. The living expenditures of Himeishima village are very cheap and the fruits and vegetables are the local products and so it is not necessary to spend money to buy them.








	II.4 Employment Opportunities and Local Revitalization through Work-sharing Program




	After the initiation of the new model of the work-sharing, most of the islanders were employed because 3 persons can do work-sharing for 2 people’s workload. As the result, the work-sharing program creates more employment opportunities for the local residents. The population of Himeishima village is 2209 on August 5, 2013. 194 people out of the total population are government officials. 17% of government officials are doing not only for government services but also for other parts in government activities such as ferry services for the island. The government officials of Himeishima are doing the designated services for elderly welfare services, garbage, kindergartens, schools, water, clinic and other necessary services of the village. Work-sharing can also make the islanders have social relations and communications among each other within the community and thus the community is lively.








	II.5 Poverty Protection for Single Mothers by Work-sharing Program





	The work-sharing program plays an important role for the enhancement of economic situations of single mothers to avoid falling into poverty. In the case which younger generations go outside to get education which is expensive, the house wives get out of household responsibilities and work outside for income. In such case, the village government gives priorities to the single mothers for providing jobs as a work-sharing. So the single mothers can survive through work-sharing scheme.








	II.6 Differences between First and Second Periods of Work-sharing Program







[image: ]






	This section presents the differences between the first and second period of work-sharing in Himeishima. During its first period, Himeishima’s work-sharing firstly aimed for preventing depopulation in 1960. Firstly, the local government wanted young generations to stay in the island. Later, it shifted to a new model and it intends for poverty protection nowadays. Even though the work-sharing scheme was implemented, the population was becoming smaller and smaller. So the village government wanted to keep local people in village. That’s why, the local government tried to help the young poor people for staying in the village during the second period of work-sharing. Probably, the local government didn’t have a big expectation of young people coming into the island but, the government wanted to take care of their people still living in the village. But some people especially young generation were in quite poor situations, so the local government shifted the purpose of the work-sharing. Thus, the new model of work-sharing unexpectedly became to protect the local people from poverty and to revitalize the community. The summary of differences between the first and second periods of work-sharing can be seen in table 2.1.








	II.7 Economic Independency and Poverty Protection for Fishermen’s Wives Group
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	Regarding the economic independency of women, the interviews were made to the women group of Fishing Industry in Himeishima on August 5, 2013. This women group of Fishing Industry is not fully work-sharing program but it can be said to a work-sharing partially. The women group is the women of middle and old age. The women group produces and develops a new local product “Fish miso-paste”. The women group is the fishermen’s wives and is the part of fishermen’s cooperative women group. Their husbands are doing fishing and some kinds of tiny fishes were too much to be sold out into market and so those tiny fishes were to be over-produced and used to be thrown away. Therefore, the women group got the idea to make those tiny fishes into a new local product “fish miso-paste” so that those tiny fishes were not thrown away and not going to be waste. The local government provides the women group to be able to initiate such kind of employment type. The women group cooperates with the fishermen cooperatives as a part of fishermen and they earn their own income by producing a new local product “fish miso-paste”. At first, their industry was not quite successful but later their industry is successful gradually. Their new local product is being advertised in Television Program for the sale-promotion and public awareness all over Japan. Therefore, their business is quite successful and facilitates their own income for economic independency even though their incomes are not enough to be rich but enough to be self-dependent. In addition to the economic independency, the women group also increases their quality of life by feeling self-satisfied for their jobs which they do with their love and good will for the customers. Sometimes their business is very busy and need more workers and so they provide the women with part-time jobs. The figure 2.2 shows the field observations at the women group of Fishing Industry.








	II.8 Analysis and Findings





	The work sharing program can employ many people with low salaries and most people are provided with job opportunities reducing the unemployed people. The local people can do their jobs and survive within their local area. Thus, they can enjoy both economic and social development because they are familiar with each other in the island and develop social relations and maintain the unity in their community. Thus, these circumstances can revitalize their rural community and local people can have comfortable life styles through work-sharing scheme.

	Moreover, the work-sharing scheme of Himeishima village provides the single mothers and fishermen’s wives for their income and economic independency. So the single mothers and the fishermen’s wives can enjoy the economic and social advantages because they can support to their family income and can also feel satisfaction with their contented lives. Actually, the business by the women group of fishermen cooperatives is not kind of work-sharing fully but a kind of work-sharing partially because some women are often employed in the case of over workload. This women group’s business can facilitates the creation of new employment categories which provide women’s economic income and increase their quality of life. Therefore, this kind of business run by women group of fishermen cooperatives, which is provided by the local government, can be a model for women’s employment opportunities which can make women protect poverty and can drive women out of poverty as well. 

	Work-sharing scheme can create unexpected effect and can protect poverty. In sum up, work-sharing program in Himeishima can revitalize the local community by providing the job creations to the local residents not to go outside for employments and it can also contribute to poverty protection as well by protecting the islanders from falling into poverty.







III. Kunisakijikan and Local Revitalization in Kunisaki






	Like most of the rural areas in Japan, Kunisaki faces depopulation and ageing as young people increasingly migrate to seek the more advanced education and job opportunities in urban areas. Kunisakijikan (Northeast times) was initiated by Mr. Matsuoka, President of Aki. Co.Ltd and it means a new way of working in the countryside. The aim of introducing Kunisakijikan is to attract young generations not only to improve business efficiency but also to improve the skill of individuals. Mr. Matsuoka’s Kunisakijikan also intends for individual workers who want to both avoid becoming poor and increase their quality of life. Kunisakijikan is not only just one philosophy but also local revitalization and mutual help. This sort of philosophy is very much needed in every society.

	The purpose of this study is to understand that one policy has got several purposes and meanings at local level. Kunisakijikan is a kind of example. When Kunisakijikan was introduced, it was not only connected to local revitalization but also individual workers. Individual employees want to avoid becoming poor and they want to increase their quality of life a well. A person’s happiness can be connected to local community happiness as well. So, let’s share the idea of Kunisakijikan for individual’s life in the local areas. This idea can reduce and protect poverty and can introduce local revitalization as well. At the moment, the companies namely Aki.Co.Ltd, ZECCO Restaurant, NANA Restaurant, Elderly Care Center and a Cleaning Shop in Kunisaki are running their bussiness in accordance with Kunisakijikan. Among them, three companies: Aki.Co.Ltd, ZECCO Restaurant and NANA Restaurant were chosen as case studies.








	III.1 Case study at Aki.Co.Ltd
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	The field research about Kunisakijikan was made at Aki.Co.Ltd in Aki town in Kunisaki city, Oita Prefecture on November 14, 2014. Aki.Co.Ltd produces cardboard crafts called d-torso. Mr. Matsuoka uses the primary school as his company. The primary school is 17 years old and not used anymore because of no students now as there are no children who attend this school and instead, they go to school in another city. This shows that the fertility rate in Kunisaki city is low. Aki.Co. Ltd has some collaboration with elderly welfare institution. That welfare institution uses Aki. Co. Ltd’s space on every Tuesday and thus, elderly people have a chat and communicate each other in a separate room at the company as a social activity. Mr. Matsuoka also shares the building with Tatami Company which produces the dress made up of plants which is the typical local product. Moreover, Mr. Matsuoka uses a room as the music room in his company. The music room also offers to a musician. The musician moved to Aki town in Kunisaki city. He uses the room for music band and he joins Mr. Matsuoka’s concept. The musician and Mr. Matsuoka collaborate for festivals with local people. The figure 3.1 is the picture of Aki. Co.Ltd that produces cardboard crafts called d-torso.








	III.1.1 Initiation of Kunisakijikan



    

	In the past, Mr. Matsuoka ran the company by only himself. He used to live in Tokyo and then, he came up to Aki town (his native town). Ten years ago, he ran a store room for his company near the Oita airport. And then, he came to this old primary school to use it as the company 4 years ago. Now his company has 13 workers, mostly are part-time workers rather than full time workers. 

	Mr. Matsuoka introduced Kunisakijikan in July 2013 when his company’s economy started to decline in 2013. He thought he had to do something new and new change. But when he sought something new he had to do because of the decline of his company’s economy, he realized that generally most companies made their products cheaper and working hours longer when the companies’ economy decreased. However, Mr. Mastsuoka felt something different. He didn’t want his products to be cheaper, and also he didn’t want the employees’ working hours to be longer. Rather, he thought it is better to put additional value for his products. As a result, he reached the idea of Kunisakijikan which operates the working system of 3 off days and 4 working days a week. He also felt that Tokyo Time and Kunisaki Time are quite different. He felt he is now living in a very good surrounding, a lot of nature and very quiet atmosphere. He felt something wrong when he rethought what he was doing very busy in Tokyo. Kunisaki has got very wonderful nature. The creative thinking is required in the workplace of Mr. Matsuoka’s company and so enough rest can produce the energy for the creation of new work. So, he decided he also had to change time of working and life style. Thus he introduced a new way of working according to Kunisakijikan.








	III.1.2 Theme and Philosophy of Kunisakijikan for Poverty Protection and Community Revitalization




    

	To look into the theme and philosophy of Kunisakijikan, it cannot be complete without seeing the demographic situations of Kunisaki city. Looking at local generation, most of people who are originally living in Kunisaki city are elderly ones of over 75 years. They are farmers who are growing vegetables. New generations are totally new comers because original new generations in local area already moved out and the fertility rate is also low now. Mr. Matsuoka thought young generations always pose a fundamental issue as money and they think ‘time is money’. Probably it may be mistake. Time should be living life itself for all living things. So, he introduced Kunisakijikan. Employees can work freely to suit their lifestyles according to Kunisakijkan. Even off time, employees are thinking about work during relaxing and refreshment time, and the way they are doing different can make different new ideas. That can contribute to on time as well. According to Kunisakijikan, the working hour is 4/5 of previous working hours. Now working hour is reducing but employee’s salary is increasing.
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	Moreover, celebrating festivals is also embedded within the theme and philosophy of Kunisakijikan. Mr. Matsuoka thinks the festival is so important. Because community makes lively community network, a festival is very important for community revitalization. Making process for festival is the chance for people to know each other. Some newspapers and TV programs only focus on three days off system while expressing Kunisakijikan. Actually, Kunisakijikan has more meanings besides the working system. Mr. Matsuoka said it is really related to life style. Because when he talks to community people, local people worry about who is inheriting to take care of the small local god because they are so old and no young local people are in Kunisaki as there are a lot of shrines with a small local god in Aki area. Actually, festival is a kind of event related to a local god. That’s why this festival is a part of Kunisakijikan. Kunisakijikan and festival are related to each other. This festival will be connection among living people, dead people and unborn people. In addition, Mr. Matsuoka wanted to get mutual help back to the community because he saw no one know each other when he came back to Aki town after living in Tokyo many years. Older people worry destruction of community because of no young generations. Kunisakijikan and festival can be help for older people to connect with new comer generations. So, Mr. Matsuoka sought that Kunisakijikan is more spiritual philosophical idea. The figure 3.2 illustrates celebrating festival with the theme of Kunisakijikan philosophy.








	III.1.3 Mechanism of Kunisakijikan as a New Way of Working





	Aki.Co.Ltd produces cardboard craft products for domestic market and abroad market. 80% of business focuses on domestic sale and 20% focuses on abroad sale. Mr. Matsuoka operates his company with 3 holidays (Friday-Sunday) and 4 working days (Monday-Thursday) working system according to Kunisakijikan. In initiation of Kunisakijikan, he firstly introduced few meetings, not many meetings because meeting time takes too long time. On Monday at 8 o’clock, they have morning meeting for making lists what they are going to do in the week and weekly task list. And then at late noon on Thursday, there is a closing meeting of the week and they evaluate what they do this week. Concerning creative designs for the cardboard craft products, probably they are thinking about the ideas during off time on the weekend. But when Monday comes, the workers can have very much concentration on work for Monday to Thursday. So, having three days for refreshing time contributes a lot to the work. Now, the working hour is 4/5 of previous working hours. But as the employees can rest more and think new ideas on off days, the business efficiency increases during on days. The figure 3.3 shows the field observations at Aki.Co.Ltd.
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	III.1.4 Advantages of Kunisakijkan





	Kunisakijikan gives many advantages to all individual employees. The individuals can have more time to relax and can get new ideas during off days. Kunisakijikan makes workers increase own physical sensitivity which leads to personal skills. As a result, the company business efficiency increases. More refreshment means more getting ideas. Having a look at the whole structure of their work, that gives good effect for efficiency as a positive impact of Kunisakijikan. Now the whole working hours are 4/5 of previous working hours. But their company’s economy increased 28% up. As Mr. Matsuoka didn’t make his products cheaper, just changed working hours, as a result, he got more money. Thus it can be said that Kunisakijikan increases the personal skills and business efficiency as well.








	III.1.5 Role of Local Government in Promoting Kunisakijikan



 

	The local government is not interested in promoting Kunisakijikan. Mr. Matsuoka receives some kind of budget only from the regional government in Oita Prefecture and the Cabinet. But he doesn’t receive any financial support from City Government. Prefecture government is interested in promoting Kunisakijikan as it like some kind of new things.








	III.1.6 Analysis and Findings





	Kunisakijikan is creating not only jobs but also giving refreshment in the country side. So, both income and life satisfaction can be received. It is interesting to see a kind of combination of originally local older people and new comers (new generations) because young generations moved out, instead, totally new comers move to Kunisaki city. Young people can stay and work in Kunisaki without leaving for other cities for jobs. So, Kunisakijikan can prevent depopulation by no migration of young people to urban areas and can create community revitalization. Kunisakicity cannot be isolated city only with elderly people. Young people within Kunisaki community can communicate each other more friendlily. Elderly people can have conversations and communications as social relations. Also the events such as festivals can create community alive. Thus, Kunisakijikan can utilize the values of social capitals for community revitalization. Even though it cannot make many financial profits like city time, it can increase employees’ motivations, sense of responsibility and efficiency of work and employees can avoid poverty. Kunisakijikan has its own identity. People can enjoy work-life balance according to Kunisakijikan. Employees can work freely to suit their lifestyles according to Kunisakijkan. Mr. Matsuoka and his employees can enjoy comfortable life styles as the result of working in accordance with Kunisakijikan. But the role of local government in promoting Kunisakijikan is nothing. In summary, Kunisakijikan has got its own identity and a new value-added concept; and it can create a new way of working which leads to work efficiency, comfortable life style, strong relationships among community members and quality of life for both poverty protection and local revitalization.








	III.2 Case Study at ZECCO Restaurant





	ZECCO Restaurant is a restaurant which works according to Kunisakijikan. Field observation about Kunisakijikan was also made to Mr. Shozo Nakazono, the owner of ZECCO restaurant on November 14, 2014. The figure 3.4 shows making interviews at ZECCO restaurant.
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	III.2.1 Operating Working Hours by Kunisakijikan





	The ZECCO restaurant opened in April, 2013. The working system Mr. Nakazono introduced at the beginning was one day off in every week and, 2 days off in every two week. Later, he was thinking about Mr. Matsuoka’s Kunisakijikan and then he decided to use Kunisakijikan in September 2013. When he asked his employees, a staff said she wanted to have more relax, on the other hand, another staff said that she wanted to have more money. Especially the latter, she wanted to work more days. This is how they can realize the combination. So he introduced Kunisakijikan because this is intensively working and then, earning the same money. One staff who was single mother said she was working from 5 p.m to 10 p.m in the evening for 6 days, 30 hours a week before. But she wanted to change the shift. She said she wanted to work from 5 p.m to 11 p.m in the evening, but 5 days, totally 30 hours a week. That means same working hours, but just one day she works one hour more a day. But she can get one more holiday. Thus, Mr. Nakazono changed the working style and opened his restaurant from 5 p.m to 11 p.m. There are 3 staffs in the restaurants. When he introduced Kunisakijikan, 30% of economy increased compared with the period for opening long hours.








	III.2.2 Kunisakijikan Attracting New Young Generations to Kunisaki




	Mr. Nakazono moved to Kunisaki ten years ago. Actually he used to work in restaurant in Oita and couldn’t get any rest. He had a holiday, only Sunday but still preparing for foods. He has been chief nearly 20 years ago. But he didn’t take any rest. Normally it is quite common among chefs. Chef’s work has no holidays. He thought what he could do from now as he was running restaurant in the evening. He needed something relaxing opportunity. He thought just working for foods all the times was not so good. He wanted to create new foods and to be a food artist. That means he needed rest. Actually, he wanted to be a specialist as a food artist. So he wanted to need more creating new foods, and thus, he needed more time. So he introduced Mr. Matsuoka’s philosophy of Kunisakijikan. 

	Half of the restaurant customers are living near the city. They book and same customers come. Mr. Nakazono keeps regular clients. After one client comes first time, the client takes another one next time. So Mr. Nakazono doesn’t use money too much for advertising. He tries to get regular customers. Now he is using Facebook and so this philosophy of Kunisakijikan is spreading. Now he only accepts the guests by reservation. When he gets some reservation, his restaurant opens. If no reservation, the shop closes. Thus, he thinks something new during off times. Kunisakijikan can increase work efficiency. Kunisakijikan has some kind of spirituality or philosophy. Actually, even off time, he is also thinking about his work. He does something different and joins the festivals and events and communicates with people during holidays.








	III.2.3 Role of Local Government in Promoting Kunisakijikan




	The local government is not interested in promoting Kunisakijikan. But the cabinet officers came to hear Kunisakijikan from Mr. Nakazono.








	III.2.4 Analysis and Findings




	According to Kunisakijikan, employees can also do household works while they can earn money at job. Female workers can share child care for families while they work outside according to Kunisakijikan. In spite of no many earnings through Kunisakijikan, people can avoid falling into poverty and can enjoy work-life balance, too. Mr. Nakazono has his own identity by running the restaurant according to Kunisakijikan even though many financial profits cannot be created. He doesn’t focus only on money, but he can get refreshment, happiness, and conversations with other people and friendship through participation in events and festivals. Thus, Mr. Nakazono and his employees can enjoy comfortable life styles now. Kunisakijikan can facilitate in revitalizing community through social capitals. The role of local government is not also found here. In summary, Kunisakijikan can protect employees from poverty; and it can persuade the new young generations from outside by its new value-added concept and can get the interest of outsiders which is necessary for revitalizing rural communities.








	III.3 Case Study at NANA Restaurant




	Regarding Kunisakijikan, the interview was made to Ms. Hitomi Kumai, the owner of NANA Restaurant which operates the philosophy of Kunisakijikan on November 14, 2014. The figure 3.5 shows the field observation at NANA restaurant.
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	III.3.1 Operation of the Restaurant by Kunisakijikan




Ms. Kumai used to work for restaurant in Osaka, her home town before. She worked too much and her health became very bad. And then, she moved to Kunisaki, the place of her mother’s home town. This NANA restaurant opened in 2010. When she came to Kunisaki, she sought how to try to do something different from Osaka because she would get health bad again if she did the same thing like Osaka. At that time, the restaurant economy was also a bit decreasing. That’s why she sought to do something new. So, she introduced Kunisakijikan in February, 2014. And then she changed opening hours 11 a.m -5 p.m. The shop opens in evening only for reservation. Now every Monday for every week, shop closed. Tuesday closed every week after week. And the staff is only the couple (she and her husband). And only one part-time worker is employed. But this part time worker is just for 2-3 hours a day. In introducing Kunisakijikan at her restaurant, she also worried that reducing opening times must be quite less for running the restaurant. But by introducing with pamphlet as a kind of advertising, she introduced Kunisakijikan and ran the shop. At the beginning, the regular customers were disappointed because of the opening times. But they understand very well gradually. Rather they like the foods, thus, they don’t care the opening hours. That means it is better to put more additional value rather than just long opening hours.








	III.3.2 Increasing the Social Contacts among the Community by Kunisakijikan




	Ms. Kumai also tries to talk about Kunisakijikan to some people of other shops. But they are afraid of economy down. She also worried at the beginning but she tried to do. As a result, she felt so comfortable and she is growing vegetables during off time. Ms. Kumai and her husband used to find vegetables from some farmers before. Now they are growing vegetables by themselves and this also contributes to the restaurant. And also during off time, they join the local events at night like festivals and meetings. Now they know more and more local people because they join the local activities. Actually, this is a kind of advertising the restaurant. That means knowing more local people that is very important for running shop in rural area. Without knowing local people, they cannot run any business. Unlike in city, community network is important in local area. When they moved to Kunisaki, they didn’t know many people. But by learning how to grow vegetables, they become friends with more people. Especially, they communicate with older people of age 70-80, who have got farming experiences. Sometimes they buy vegetables which older people grow and so they know each other. Also they learn how to grow vegetables from the older people and then they communicated. This is a community business partner. Ms. Kumai also has more off time and she increases her quality of life as well. 

	There are no young generations who were born in Kunisaki; and younger generations are totally new comers and they also moved to Kunisaki city. They make some events very often. Ms. Kumai joins the events and she makes friends there. Her business could not run very well without any communication with local people. Now, she has more off time and she can join evening meetings. Before introducing Kunisakijikan, she could not join the evening meetings even if she was invited. Now she can join, as a result, she gets regular customers. So joining events contributes to business as well. Thus, Kunisakijikan can increase social contacts among the community and this can contribute to the business as well. Furthermore, it can revitalize the community with the use of social capitals.








	III.3.3 Benefits through Kunisakijikan Philosophy




	The Kunisakijikan philosophy brings her to rethink of her own way of working. That makes her to increase her quality of life. As a result, it also contributes to running better business. If someone is very isolated, even he/she has got very good skills for cooking, he/she can’t run very good business. Kunisakijikan can increase one’s own quality of life which then can be related to contribute to restaurant business. Off time indirectly contributes to on time. Even off time, Ms. Kumai is thinking about work.  While she is doing different, she makes different new ideas. That can contribute to on time as well.








	III.3.4 Role of Local Government




	There is no relationship with local government in promoting Kunisakijikan.








	III.3.5 Analysis and Findings




	Ms. Hitomi Kumai can also do house works apart from jobs at the restaurant according to Kunisakijikan. She can use vegetables from her own farms for the foods in restaurant. She has got her own concept and new way of working according to Kunisakijikan because she can create new ideas for the job during off-time. She can enjoy work-life balance and comfortable life style. She can have conversations with elderly people and communicate with other friends as well. She can make friendship with other people by participating in the events and festivals. It is interesting to see a kind of combination of originally local older people, new comers (new generations) because young generations moved out, instead, totally new comers move to Kunisaki city. The role of local government is not also found. In summary, Kunisakijikan can increase the quality of life of the workers, also help individuals to enjoy comfortable life styles and also protect the employees from falling into poverty. Moreover, it can develop social capitals such as social networks, active connections, shared values and behaviors, etc, which are taken into account as important factors for individual’s life and community revitalization.







IV. Analysis, Findings and Conclusions






	IV. 1 Analysis and Findings




	Through observations of two case studies, it is found out that there is a remarkable contrast between both cases. Work-sharing in Himeishima is definitely poverty solution and poverty protection and it is definitely a policy initiated by local government. Work-sharing program has explicit purposes for poverty solution and poverty protection. But, Kunisakijikan is not poverty solution or poverty protection directly and it is just intervened by individuals, not by the local government. Kunisakijikan has implicit functions for poverty solution or poverty protection.

	The followings have been found out through the observations of the work-sharing program in Himeishima. The work-sharing program was just population policy before and it didn’t concern with poverty issue because first work-sharing program was initiated to keep young population in Himeishima island and to prevent depopulation. But now, the local government is concerned about poverty issues. So the local government tried to enhance employment opportunities with the low salaries as much as possible in order to employ many officials in local area so that the unemployed people can be reduced. As a result, the local people can survive within their local area and can enjoy both economic and social development as well because they are familiar with each other in the island and develop social relations and maintain the unity in their community. As the result, the local residents can have the comfortable life styles. Therefore it can be evaluated that work-sharing program is also a kind of policy for local revitalization as well. Moreover, the work-sharing scheme of Himeishima village provides the single mothers and fishermen’s wives with jobs to avoid falling into poverty. So, this sort of work-sharing is a kind of poverty protection. Work-sharing is definitely and consciously introduced for poverty solution or poverty protection through revitalization in rural area. It is also a way of working style which creates many advantages such as prevention of population, good jobs, poverty protection, quality of life, community development and life styles in rural society. These have been examined through the interviews.

	By describing the case of Kunisakijikan, the followings have been found out.  Kunisakijikan is not a policy but, just a kind of philosophy initiated by individuals. Kunisakijikan is not a direct poverty solution or poverty against policy at the moment. It can be poverty solution in the longer perspective indirectly and it can also contribute to poverty protection. Actually, the municipality doesn’t join in promoting Kunisakijikan. Rather, the bigger municipality or central government is interested in Kunisakijikan. However, the actions are inactive by the local government. So, it is not really poverty protection by public sectors. But as the result, it can be poverty protection indirectly as a community activity. That is what has been examined through field observations. Kunisakijikan is creating not only jobs but also giving refreshment in the country side. So, both income and life satisfaction can be received. It is also interesting to see a kind of combination of originally local older people and new comers (new generations) because young generations moved out, instead, totally new comers move to Kunisaki city.

	After introducing Kunisakijikan, young people can stay and work in Kunisaki without leaving for other cities for jobs. So, Kunisakijikan can prevent depopulation which is due to migration of young people and can also create community revitalization. Kunisaki city cannot be isolated city only with elderly people now. Young people within Kunisaki community can communicate each other more friendlily. Elderly people can have conversations and communications as social relations. Also the events such as festivals can create community alive. Kunisakijikan can increase employees’ motivations, sense of responsibility and efficiency of work. Kunisakijikan has its own identity and a new value-added concept. Employees can work freely to suit their lifestyles and can enjoy work-life balance according to Kunisakijikan. Workers can also do household works while doing paid jobs. Female employees can share child care for families. Individual has his/her own identity due to Kunisakijian. People can also enjoy rural life and feel comfortable by doing plantations during their off times. Individual has got his/her own concept and new way of working according to Kunisakijikan. Thus, people can have the comfortable life styles. The role of local government is not found. Only individuals are implementing Kunisakijikan as a community activity at the moment.

	In summary, Kunisakijikan can increase the quality of life of the workers and also protect the employees from falling into poverty. Moreover, it can develop social capitals such as social networks, active connections, shared values and behaviors, etc, which are taken into account as important factors for individual’s life and community revitalization. Kunisakijikan has got its own identity and a new value-added concept; and it can create a new way of working which leads to work efficiency, strong relationship among community members and quality of life for both preventing poverty and local revitalization. Kunisakijikan can protect employees from poverty; and it can persuade the new young generations from outside by its new value-added concept and can grasp the interest of outsiders which is necessary for revitalizing rural communities. That kind of scene is not directly poverty solution or poverty against policy. But indirectly, it can be poverty solution in the longer perspective. Moreover, Kunisakijikan is a new way of working style which has many benefits such as own identity for employment, work efficiency, prevention of depopulation, poverty protection, quality of life, community development and life style. 

	Some similarities are found for two cases: work-sharing and Kunisakijikan. In both cases, one policy has several purposes at the local levels. Work-sharing is a new way of working style in their local area. In the same way, Kunisakijikan is also a new way of working style in Kunisaki. The former intends for preventing depopulation. The latter also wants to prevent depopulation. And work-sharing keeps local young generation to revitalize the local community whereas Kunisakijikan attracts new young generations from outside to come to Kunisaki for local revitalization. The former can increase the quality of life of local residents and similarly, the latter can enhance the life satisfaction of individuals which can be related to the whole community later. Work-sharing can make local people familiar with each other and develop social relations and maintain the unity in their community as local revitalization. In the same way, Kunisakijikan can revitalize the local community through the use of social capitals such as social networks and communications by celebrating festivals and events. The former can make local people possess the comfortable life styles. Similarly, the latter can help employees to have the comfortable life styles.

	Some differences are also found. Work-sharing can develop job opportunities for local people whereas Kunisakijikan can increase skills and work efficiency of employees by giving more off time for relaxation. The former is just letting employees do work-sharing for the job whereas the latter can make an employee develop new creations and change an own new way of working style. The former is a policy intervened by the local government whereas the latter is just a philosophy initiated by individuals, not by the local government. 

	In sum up, it is found out that in Himeishima, the local government does functions for work-sharing program well for social welfare of the local residents of the island; and for keeping young population in local area; preventing depopulation; and for increasing both incomes and the quality of life of local people especially single mothers and fishermen’s wives; and for helping local residents to have the comfortable life styles. Himeishima’s work-sharing program also facilitates the economic independency of single mothers as a poverty protection; and single mother can avoid falling into poverty. Through Kunisakijikan for local revitalization, it is found out that community identity in their local area is the important criterion in Kunisaki city. Through field research, it is observed that the local government doesn’t function anything related to Kunisakijikan and only private companies are implementing this project as a community activity. It is also an interesting idea of combination of older local people and young generation as new comers in revitalizing the local community through Kunisakijikan in Kunisaki city. Moreover, Kunisakijikan enhances business efficiency and profitability in regenerating the local community. So, it helps local people to avoid becoming poor. And also community organizing through social capitals such as social networks and community leadership (individual) infrastructure are brought about by Kunisakijikan and the crucial roles for celebrating local festivals in revitalizing the local communities are also seen. The employees can also have comfortable life styles. In sum up, both Himeishima work-sharing program and Kunisakijikan give the economic and social benefits to the local people to protect from falling into poverty and to revitalize the local community as well.








	IV. 2 Conclusions




	In Japan, revitalization on rural communities has been a discussion topic recently because depopulation problems are a great matter of concern in rural areas in Japan. The national and local governments have put in place many policies to combat population problems but depopulation has become more serious and now threatens the social sustainability of rural regions. In rural areas in Japan, the main reason for depopulation in rural areas is that young generations migrate to urban areas in search of better education and economic opportunities and thus rural areas lose a vital part of its workforce. These young rural migrants also contribute to unemployment and the swelling of informal economy in urban areas. Migrating to urban areas is not always the preferred choice among rural youth because it consists of much personal sacrifice and uncertainty; and many would prefer to remain with their families in their rural communities if given opportunities for productive employments and favorable working conditions. Therefore, it would be win-win relationship if policies are targeted for poverty solutions and community revitalization in rural areas because it can give double benefits to the economy of both urban and rural areas.

	In Himeishima and Kunisaki, depopulation and ageing are the main problems which are also prevalent in other rural regions in Japan. The significant characteristics of the two case studies are that (1) that work-sharing program in Himeishima is implemented by the local government and it is definitely intended for poverty reduction, poverty protection and community revitalization in local area, (2) that Kunisakijikan is not implemented by the local government, but is initiated by individuals as a community activity and it can be interpreted as having had an indirect poverty protection in the longer perspective, (3) that both Himeishima’s work sharing program and Kunisakijikan have their own new working styles, (4) that both can help local people to have the comfortable life styles  and (5) that both can prevent depopulation and build community development. The importance of a new value-added concept in revitalizing the rural communities is found in Kunisaki case study.

	At local level, one policy has got several purposes and meanings. The work- sharing in Himeishima has many purposes such as facilitating to solve demographic issues, generating work opportunities for local people in rural areas, enhancing social relations, building community development, strengthening their quality of life and creating comfortable life styles. Moreover, it can be said as a policy to protect poverty by providing employments to the single mothers and fishermen’s wives for their income and economic independency. Single mothers and women can avoid falling into poverty.  And also it also functions as a demographic policy because it keeps young people in the local area by facilitating for the enhancement of works for them. Furthermore, it makes the local people increase their quality of life due to their contented lives by enjoying both economic and social development such as familiarity with each other in the island and developing social relations within their community. Thus, local residents can have the comfortable life styles. So Himeishima’s work-sharing can also be said as a policy to revitalize the local community. Therefore, work-sharing scheme of Himeishima is a kind of policy for poverty protection and local revitalization. In fact, work-sharing has the secrets to its success in balancing hard and soft social needs of the local residents.

	Kunisakijikan has its own identity. Kunisakijikan is not only one kind of philosophy but also local revitalization and mutual help. Kunisakijikan has many purposes such as creating jobs, attracting new young generations and motivating social events within the community, building community development, strengthening the quality of life and creating comfortable life styles. Thus it can be said as a laour and demographic policy which protects and avoids poverty; and revitalizes the community by making new younger generations move to Kunisaki city. Kunisakijikan increases the personal skills and business efficiency as well. It not only generates income but also quality of life. And also individual employees can work freely to suit their lifestyles according to Kunisakijkan. Workers feel comfortable thanks to Kunisakijikan philosophy. Kunisakijikan has implicit purposes for poverty solution. That kind of scene is not directly poverty solution or poverty against policy. But indirectly, it can be poverty solution in the longer perspective. It is also found out that it is interesting to see a kind of combination of originally local older people, new comers (new generations) because young generations moved out, instead, totally new comers move to Kunisaki city by Kunisakijikan philosophy. Surprisingly, it is found out that local government doesn’t collaborate with the private companies in promoting Kunisakijikan.

	In sum up, both work-sharing in Himeishima and Kunisakijikan are good examples of poverty protection and community revitalization through the initiatives aimed at several purposes- facilitating to solve demographic issues, generating work opportunities for local people in rural areas, enhancing social relations, building community development, strengthening their quality of life and creating comfortable life styles. The obvious difference among two cases is that work-sharing scheme in Himeishima is operated by local government, whereas not local government but just the local private companies are applying Kunisakijikan mainly. Both cases have their own ways of working styles and can also help local people to have the comfortable life styles respectively. Both Himeishima’s work-sharing and Kunisakijikan can give the tangible and intangible socioeconomic benefits to local residents. Rural community revitalization doesn’t look related to poverty protection, but actually it can lead poverty solution and poverty protection. In Kunisaki case, it is poverty protection for individual case, not for the others as policy. Individual feels that individual matter will be community matter. Policies against poverty are not just poverty against ones but also poverty protection. And also it can be combined with revitalizing rural communities as well. These can be kind of win-win relationship. Probably, policy makers who want to make revitalization haven’t got intention to protect poverty. But as an unexpected result, it can protect poverty as well. Actually, the policy makers implement policy to revitalize the rural communities but not to protect poverty intentionally. But, practically, it protects poverty while revitalizing the local communities.







[Notes]


	1)Community revitalization is the strategic process of transforming communities (or sub-areas within them) that lack vitality into places of choice through collaborations of residents, organizations and other stakeholders (Holland, S.). 

	2)Community means a group of people living in the same locality and under the same government (Source: thefreedictionary.com). 

	3)Revitalization means to give new life, vigor and vitality to (an area) (Source: Dictionary.com).

	4)Social capital refers to features of social organizations such as networks, norms, and social trust that facilitate coordination and cooperation for mutual benefit (Putnam, 2000).
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日本の公契約条例の特徴に関する一考察

―海外諸国との比較の観点から―





岸 道雄





【要旨】わが国において労働者の賃金下限額を規定する賃金条項を含む公契約条例を制定する地方自治体が増えつつある。賃金条項を含む公契約条例の特徴は，それぞれの自治体との契約に基づき公共工事に関わる労働者と公共工事以外の業務委託等に従事する労働者の時間当たり賃金下限額を設定するように規定し，外部の有識者による報酬審議会で具体的な賃金下限額を設定するというものである。そしてこの賃金下限額が最低賃金法に基づく当該自治体の地域別最低賃金よりも高く設定される傾向がある。公契約に労働条項を規定することを求めているILO（国際労働機関）条約第94号は，必ずしも公契約に従事する労働者を他の民間の労働者よりも優遇することを規定しているのではない。海外諸国，特にヨーロッパ諸国の公契約規制をみると，一般的拘束力のある集団的労働協約の適用といった民間基準から公契約の適用も少なくない。また，イギリスのロンドン生活賃金は公契約従事者に限定されたものでなく，公共部門，民間部門のあらゆる団体，事業者とその労働者への適用が推進されている。日本においては，地域別最低賃金の水準が低いことに問題の原因があると考えられるため，地方自治体は国とともに一部の労働者のみを対象とする公契約条例よりも地域別最低賃金の抜本的改革に取り組むことが公平な対応と考えらえる。





キーワード：公契約条例，最低賃金，公平性





I．はじめに





　わが国において労働者の賃金下限額を規定する賃金条項を含む公契約条例を制定する地方自治体が増えつつある。こうした地方自治体の数は，2015年3月現在，全国で14自治体とみられる1)。2009年に千葉県野田市が制定した公契約条例をはじめとし，賃金条項を含む公契約条例の特徴は，それぞれの自治体との契約に基づき公共工事に関わる労働者と公共工事以外の業務委託等に従事する労働者の時間当たり賃金下限額を設定するように規定し，外部の有識者による報酬審議会で具体的な賃金下限額を設定するというものである。そしてこの賃金下限額が最低賃金法に基づく当該自治体の地域別最低賃金よりも高く設定される傾向がある。

　こうした公契約条例は，公契約に基づく業務に従事する労働者の賃金を競争による下方圧力から切り離し，適正な労働条件の確保を通じて労働者の労働意欲を高めることにより，当該自治体が行う公共事業や提供する公共サービスの質を高めることを目的としている自治体が多い。ワーキング・プアと呼ばれる低賃金労働に対し，一定の歯止めになることが期待されている。しかしながら，適用対象となる公契約に基づく業務に従事する労働者のみがこうした恩恵を受けることができるのであり，公共工事や業務委託等を受注していない民間事業者の労働者には無関係の制度といえる。

　本論文は，こうした現行の日本の公契約条例の特徴および課題について，公契約に労働条項を規定することを求めているILO（国際労働機関）条約第94号の趣旨を確認し，海外諸国の公契約規制について特に賃金の下限額の設定方法に焦点を絞って比較し，考察を行うことを目的とする。

　本論文の構成は次の通りである。まず日本における賃金条項を含む公契約条例の現状を確認する。賃金の下限報酬額と適用対象についていくつかの指摘を行う。次に，公契約条例のモデルとされるILO条約第94号の条文の賃金条項に該当する部分について厳密な解釈を試みた上で，アメリカ，イギリス，ドイツを中心に海外諸国の公契約規制を確認し，日本との比較分析および考察を行う。最後に，今後日本がとるべき対応策について提言を行う。





Ⅱ．日本における賃金条項を含む公契約条例の現状





　2009年9月に千葉県野田市において全国で初めて賃金条項を含む公契約条例が可決された。表1に示されているように，その後，2010年12月に政令指定都市で初めて神奈川県川崎市において，川崎市契約条例の一部改正という形でいわゆる公契約条例が制定され，続いて2011年12月に東京都多摩市と神奈川県相模原市において，直近では，2014年9月に東京都世田谷区と高知市が制定し，上記の通り，2015年3月現在，公契約に従事する労働者の賃金下限額を規定する賃金条項を含む公契約条例を制定した地方自治体は全国で14自治体とみられる。

　こうした賃金条項を含む公契約条例の傾向として，①公共工事（建設工事）に従事する労働者の賃金下限額については公共工事設計労務単価を基準とし，落札率等を勘案した一定の削減率を乗じたものとしつつ，職種ごとに細かく賃金下限額を設定しており，その金額は当然のことながら最低賃金法で定める地域別最低賃金よりも高い2)，②業務委託契約と指定管理の協定に従事する労働者の賃金下限額についても，生活保護基準や当該自治体の職員の賃金額等を基準に地域別最低賃金よりも高い金額を設定するといったことが挙げられる3)。

　建設工事についての賃金下限額の基準はどの自治体も公共工事設計労務単価である4)。公共工事設計労務単価は，取引の実例価格であり，いわゆる相場賃金に相当する。一方，工事以外の業務委託等（指定管理協定を含む場合があり）における賃金下限額の設定基準は単一ではなく，いくつかの設定根拠がある。賃金条項を含む公契約条例を制定した地方自治体の公契約条例制定目的の一つとして，労働者の適正な労働条件の確保といったことを挙げている自治体が少なくない5)。現在14の地方自治体で導入されている公契約条例における建設工事，業務委託等に従事する労働者の下限賃金額が最低賃金法に基づく地域別最低賃金よりも高く設定されていることについて，確かにワーキング・プアと呼ばれる人々を少しでも減少させる方向に作用しうるというメリットは理解できる。ただし，次に示すようにいくつかの論点がある。

　まず最大の論点は官民格差についてどのように考えるかということであろう。公契約条例の適用対象，すなわち地域最低賃金よりも高い金額での下限賃金額の適用対象はあくまでも公契約を受注することができた民間事業者に雇用され、対象となる公契約の業務に従事する労働者のみである。入札に参加したが契約を受注することができなかった企業に雇用されている労働者やそもそも公契約とは無縁の業種の企業に雇用されている労働者には当然のことながら適用されない。また，どの自治体も対象となる公契約について，建設工事，業務委託等についても一定の規模の金額で線を引き，その金額以上の契約のみを適用対象としている。すなわち，同じ業務の公契約であっても金額によって条例の適用対象と対象外となる契約に分けることとなる。適用対象外の労働者についての賃金下限額基準は最低賃金法に基づいて都道府県ごとに設定される地域別最低賃金額もしくは地域内の限定された産業のみに適用される特定最低賃金額となる。民間の工事については民間工事設計労務単価なるものは存在しない。第2の論点は現行の公契約条例の賃金下限額が「適正」な労働条件といえるかどうか，さらに言えば，適用対象となる労働者がワーキング・プアから抜け出すことができる，あるいはワーキング・プアに陥ることがない金額かどうかということがある。
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　こうしたことを踏まえ，次に，国の法律に基づく最低賃金制度が存在することを前提として，公契約条例対象者に別の基準を用いることにより，最低賃金額よりも高い賃金下限額を公契約条例適用対象者に設定するという日本の公契約条例のあり方について，公契約条例のモデルとされるILO条約第94号の条文の意味するところを確認し，海外諸国の同様の取り組むと比較して日本の公契約条例をどのように位置づけることが可能なのか検討を行う。





Ⅲ. ILO条約第94号と海外諸国の公契約規制における労働条項について






	Ⅲ.1 ILO条約第94号「公契約における労働条項に関する条約」



　1949年6月29日，ILO（International Labour Organization）は第32回総会にて，「公契約における労働条約に関する条約（第94号）」および同名の勧告（第84号）を採択した6)。2015年3月現在，この条約の批准国はフランス，デンマーク，イタリアをはじめ62カ国（一度批准し，その後条約を破棄したイギリスを除く）で，日本，アメリカ，ドイツなどは批准していない7)。ILO（2008）によれば，ILO条約第94号は2つの目的があり，一つは公契約に入札を行うすべての事業者に，地域で確立されたある一定の最低基準を尊重するよう求めることによって，入札事業者が労働コストを競争要素の一つして用いることを取り除くこと，2つめとして，契約を遂行するために雇われた労働者が当該業務が行われている地域において，集団的労働協約，仲裁裁定，あるいは国の法規制によって，その業務について定められているよりも不利でない賃金を受け取り，不利でない労働条件を享受するものとする標準的な条項を公契約に挿入することによって，公契約が賃金や労働条件を引き下げる圧力をかけないよう確かなものとすることである8)。この点について，ILO条約第94号第2条1項は次の記述となっている9)。

　Contracts to which this Convention applies shall include clauses ensuring to the workers concerned wages (including allowances), hours of work and other conditions of labour which are not less favourable than those established for work of the same character in the trade or industry concerned in the district where the work is carried on—

(a) by collective agreement or other recognised machinery of negotiation between organisations of employers and workers representative respectively of substantial proportions of the employers and workers in the trade or industry concerned; or

(b) by arbitration award; or

(c) by national laws or regulations.

　ここで重要なことは，公契約を遂行するために雇われた労働者が，当該業務が行われている地域において，集団的労働協約（collective agreement），仲裁裁定（arbitration award）あるいは国の法規（national laws or regulations）によって，当該地域において同様の産業における同じ性質の業務について定められているものよりも不利でない（not less favourable）賃金（手当を含む），労働時間，他の労働条件を享受できるという点である。すなわち，民間で一般的に適用されている労働条件に比べ，公契約で適用される条件をとりわけ優遇すべきということを規定しているのではなく，「不利でない（not less favourable）」条件を公契約に適用すべきとしている。日本の状況は，産業別でなく企業別組合が大半のため，集団的労働協約が一般的拘束力を持つ，あるいは幅広く適用されることがないに等しく，使用者と労働者間の賃金を含む労働条件について仲裁裁定が行われ，それが一般的な基準となっていることもなく，国の法規，すなわち，最低賃金法による地域別最低賃金が上記条文の(c) by national laws or regulationsに該当するものと考えられる。この点についての認識がまずもって重要であろう。






	Ⅲ.2海外諸国の賃金条項を含む公契約規制について



　(1) アメリカ

　海外諸国の公契約規制における賃金条項については，アメリカにおける連邦法のデービス・ベーコン法や市政府における生活賃金条例（Living Wage Ordinance）が広く知られている10)。岸（2014）で示したように，アメリカにおいては，連邦政府，州政府がそれぞれ最低賃金を設定する中で，こうした最低賃金では生活が難しいとの認識から，市を中心とする地方自治体の公契約に従事する労働者に対し，連邦政府や州政府が設定する最低賃金よりも高い賃金下限額を設定する生活賃金条例を制定する動きが広まっており，2007年時点で約140の地方自治体が生活賃金条例を制定しているとの報告がある11)。

Neumark and Wascher (2008)は，アメリカの生活賃金条例の特徴として，①連邦政府や州政府が定める最低賃金よりも高い賃金水準が設定される，②各市は家族構成について異なる定義をしているものの，生活賃金は，1人のフル・タイム労働者を持つ家族が，連邦政府が定める貧困ラインに達するように設定される賃金水準である場合が多い，③生活賃金の対象者は非常に限定されたカバレッジであり，そのほとんどが市からの業務を受注する民間事業者（city contractors）で，市からの補助金や税の減免を受ける企業も含まれる，といった3点を指摘している12)。したがって，連邦政府や州政府が定める最低賃金と比べ，その対象となるカバレッジが極めて限定されること，そうした最低賃金よりも高い水準の最低賃金額が定められることに特徴があるとみることができ，家族構成や真に生活が可能な水準の金額か否かは別として，これらは日本における賃金条項を含む公契約条例の特徴と類似しているように見受けられる。

アメリカの生活賃金条例のケース・スタディとして，岸（2014）は，ニューヨーク市の生活賃金条例について考察を行ったものであるが，ニューヨーク市の生活賃金条例における最低賃金額は，厳密な家族構成の定義および生計費に基づいて算出されたものではないことを指摘した13)。ニューヨーク市の2012年生活賃金条例において，雇用者から医療保険を提供されている労働者の最低時間当たり賃金が10ドル，医療保険を提供されていない労働者は，最低時間当たり賃金11.5ドルが適用されるものであったが，アメリカ国内の他市と比較して物価が非常に高いニューヨーク市において，単身者であっても時給10ドルでは，家賃を含めて生活することは非常に困難と考えられた。Pearce (2010)は，ニューヨーク州の各地域における実際の生計費を根拠に算出した自己充足賃金（Self Sufficiency Wage）を公表し，それによれば，2010年南マンハッタンにおける自己充足賃金（時間当たり賃金）は，成人1人23.94ドルで，ニューヨーク市の2012年生活賃金条例に基づく最低賃金額では大幅に不足することが理解される14)。





　(2) ヨーロッパ諸国

　ドイツのSchulten Thorstenらによるヨーロッパ諸国における賃金条項を含む公契約規制に関する包括的な研究成果が，2012年に公表されている（Schulten et al.(2012)）。Schulten et al.(2012)によれば，公契約において賃金条項を用いているかどうかは，必ずしもILO条約第94号を批准しているか否かと大きく関係しているわけではないことが伺える。このことについて，公契約における賃金条項（pay clauses）の真の意味は国の集団的労働協約の枠組み内によって理解することが可能としている15)。すなわち，ほとんどの集団的労働協約が一般的拘束力を持つ国の場合，そうした労働協約は公契約においても考慮されなければならず，結果として，公契約において賃金条項を含めることはほとんど意味を持たないため，賃金条項はあまり使われないことになる。こうした国として，表2にあるように，オーストリア，ベルギー，フィンランド，フランス，イタリア，オランダ，スペイン，ポルトガルが挙げられている16)。一方で，ほとんどの集団的労働協約について一般的拘束力を宣言する法制度を持たない国では，公契約における賃金条項が意味を持つことになる。デンマーク，スウェーデン，イギリスはこうした仕組みを全く持たない国であり，ドイツ，ノルウェー，スイスでは集団的労働協約の法的な拡張が行われる業種は非常に少ない。このため，こうした国々においては，公契約における賃金条項が，法に基づく労働協約の包括的な拡張の仕組みがないことに対する一種の補償的な規制となっているとしている17)。
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　こうした指摘に基づき，法に基づく労働協約の包括的な拡張の仕組みがなく，公契約において賃金条項が比較的多く用いられる国の事例として，次にイギリスとドイツついて検討することとする。





　(3) イギリス

　イギリスにおいては，過去に1981年，1909年，1946年の3度にわたって公契約に賃金条項を求める「公正賃金決議（Fair Wage Resolution）」がイギリス下院議会で決議されたものの18)，公契約のみに適用される，国あるいは地方自治体独自の賃金条項を持つ公的規制は現在存在しない。ILO条約第94号についても，1950年にイギリスは最初の批准国となったが，サッチャー保守党政権時代の1982年に破棄している19)。しかし，アメリカと同様に，国が設定する全国最低賃金よりも高い金額の生活賃金（Living Wage）を雇用者に支払うことを求める動きが2005年以降広まりつつある20)。特にイギリス国内で大きな動きとなっているのはロンドン市である。ロンドン生活賃金（London Living Wage）の拡大について，ボリス・ジョンソン（Boris Johnson）ロンドン市長が賛同を示したことから，大ロンドン庁（Greater London Authority）およびその公共サービス提供主体であるロンドン運輸局（Transport for London），警察・犯罪市長局（Mayor’s Office for Policing and Crime），ロンドン消防緊急計画庁（London Fire and Emergency Planning Authority），ロンドン遺産開発公社（London Legacy Development Corporation）の4つの機能組織（functional bodies）は認定されたロンドン生活賃金雇用者となり，直接雇用する労働者およびこれらの組織との契約で働く労働者に対してロンドン生活賃金が支払われている21)。

　ロンドン生活賃金について，岸（2013）で詳しく分析を行っているが，アメリカの生活賃金条例と異なる点は，①アメリカのように条例という公的規制の形をとらず，ロンドン生活賃金を採用するか否かについては各公共団体・組織，各企業の自主性に任せている，②家族構成を考慮した基本的な生活費を満たすのに必要とされる時間当たり賃金（これを基本生活費アプローチ（Basic Living Costs Approach）と呼んでいる）とロンドンの各世帯の中位所得の60％の所得から算出される時間当たり賃金（これを所得分布アプローチ（Income Distribution Approach）と呼んでいる）の2つの異なるアプローチにより算出された金額を加重平均して一つの金額を算出し，不測の経済的なリスクに備えるため，この金額に15％上乗せした金額を最終的にロンドン生活賃金としているように厳密な計算に基づいているという点である22)。上記の通り，ボリス・ジョンソン（Boris Johnson）ロンドン市長は2008年に市長に就任した当初からロンドン生活賃金の賛同者かつ推進者であり，2020年までにロンドン市においてロンドン生活賃金が標準（norm）となるよう努力することを公約としていること23)，生活賃金基金（Living Wage Foundation）等の非営利組織が積極的にロンドン生活賃金の採用企業・団体の拡大に向けてのキャンペーンと働きかけを行っていることなどから，400以上もの雇用者がロンドン生活賃金を支払う企業，団体ということで生活賃金基金（Living Wage Foundation）から認定を受けており24)，この数は2013年から2倍以上となったことがGLA Economicsによる2014年のロンドン生活賃金報告書において示されている25)。しかしながら，ロンドン市におけるフル・タイム労働者の12.9％およびパート・タイム労働者の48.8％，すなわち80万人近くの労働者が未だロンドン生活賃金未満の賃金しか受け取っていないとしている26)。ちなみに，2014年のロンドン生活賃金は，9.15ポンドで，同年の全国最低賃金6.50ポンドの1.41倍となっている27)。

　日本の賃金条項を含む公契約条例と比較してロンドン生活賃金の特徴は，上記の通り，公的規制による強制ではなく，企業，団体側の自主的な取り組みを促すという形をとっていること，公契約のみでなく官民を問わず，ロンドン市内の企業，公的団体および関連する契約に共通で限定性がないこと，最善な方法か否かは別として，生活可能な賃金のための厳密な算出方法を設定していることなどが挙げられる。





　(4) ドイツ28)

　Schulten et al.(2012)によれば，ドイツにおいては，1907年には既に賃金や労働条件を公契約において規定することが地方政府において行われていたという。こうした公共調達の規制のほとんどが，受注先企業に相場賃金か労働協約賃金を支払うことを求めていたとのことである。しかしその後，包括的かつ高い協約カバー率の集団的労働協約が広まるにつれて，公契約における賃金条項は重要性を失ったとしている29)。しかし，1990年代半ば以降，主として労働協約の適用を受ける労働者の割合が大きく減少傾向となったことが，再び公契約における賃金条項の重要性を高める方向に作用したという。たとえば，西ドイツにおける労働協約の適用を受ける労働者の割合は90年代半ばに約80％だったものが，2011年には約60％に低下した30)。この主な原因として，一般的拘束力を宣言する労働協約の数が著しく減少し，全労働協約数に占める一般的拘束力を宣言する労働協約数の割合が，1991年5.4%から2011年には1.7％まで低下したことを挙げている31)。

　2008年4月に欧州司法裁判所（European Court of Justice）は，ニーダーザクセン州の公共調達法が一般的拘束力のない代表的な労働協約に基づき賃金条項を設定しており，これがEUの送り出し指令（Posting of Workers Directive）のサービス提供の自由の原則を侵害しており，無効とするという判決を下した（いわゆるリュフェルト・ケース）32)。欧州司法裁判所の解釈では，公契約における賃金条項は，法定最低賃金もしくは一般的拘束力が宣言された集団的労働協約に基づき設定された場合にのみ，EU送り出し指令のサービス提供の自由の原則を制限することが可能とした33)。このリュフェルト・ケースに対応する形で，2008年以降，ドイツ州政府の新たな公共調達法は次の3つの形式の賃金条項を導入しているとのことである。第1の形式は一般的拘束力のある労働協約が存在する分野において，ドイツ送り出し法（German Posted Workers Act）に基づき一般拘束宣言がなされた労働協約に基づく最低賃金額である。第2の形式は，EU機能条約（TFEU, Article 90-100）において公共交通は特別な扱いを受けているため，欧州司法裁判所のリュフェエルト・ケースの判断の適用外となり，公共交通部門における一般拘束宣言をしない地域労働協約全体である。第3の形式が，公契約に独自の最低賃金額を設定するというものである34)。2013年6月時点で，16の連邦州政府のうち，13州が賃金条項を含む公共調達法を制定しており，そこで設定されている最低賃金は，8.00ユーロ～9.18ユーロとなっている35)。なお，2015年1月から全国一律8.5ユーロを最低賃金とする最低賃金法が施行されたが，公共調達法で8.5ユーロを上回る最低賃金額を設定している州はその金額がそのまま認められることになっている36)。






Ⅳ. 日本の公契約条例についての考察





　以上に基づき，ILO条約第94号および海外諸国の公契約に関する賃金条項導入の取り組みについて次のように整理することができる。まず，ILO条約第94号も公契約のみを優遇することを規定しているのではないことを確認した。次に，公契約のみに適用される最低賃金があるかどうかについては，アメリカの生活賃金条例がこれに該当する。一方で，イギリスのロンドン生活賃金は公契約に限定されるものではなく，公共部門，民間部門を問わず，ロンドン市長と非営利団体等がその自主的な採用を積極的に推進するという形をとっている。ドイツに関しては少し複雑ではあるが，一般的拘束力を宣言した労働協約適用の場合は，民間の最低賃金基準が公契約に適用され，公共交通部門は拡張適用がない場合であっても労働協約が適用されることになっており，これら以外では，州政府の公共調達法において公契約に適用される最低賃金を多くの州で規定しているものの，2015年1月の連邦政府による全国一律の最低賃金導入により，その意義が残るのはこの全国最低賃金額を上回る公契約適用最低賃金を設定している州のみとなる。また他のヨーロッパ諸国においても一般的拘束力を有する労働協約が幅広く存在する国々においては，そうした労働協約に基づく最低賃金額を公契約に適用しており，設定の方向としては民間から公契約への適用である。また，民間に一般的に適用される最低賃金よりも高い水準で設定される公契約に適用される最低賃金が家族構成を考慮した生計費に基づいて算出され，自立した生活ができる金額か否かということに関しては，アメリカの地方自治体については自治体ごとに生活賃金の定義，算出方法が異なるため，明確なことを述べることはできない。ただし，ニューヨーク市では明らかに生活可能な賃金ではないことは上で確認した。本論文で取り上げた国では，唯一，イギリスのロンドン生活賃金が家族構成，生計費，所得分布を考慮して算出されている。ドイツについても，州政府が設定する公契約に適用される最低賃金は8.00ユーロ～9.18ユーロとなっており，これらが自立した生活が可能な賃金かどうかは定かではない。

　こうしたことを踏まえると，日本の公契約条例は，上で述べたように，一般適用される労働協約が存在せず，国の最低賃金法に基づく最低賃金が設定されているところに，新たに公契約のみを対象とする高い水準での最低賃金額を設定するという特徴があり，アメリカの生活賃金条例と類似点があるものの，一方で，アメリカと同様に最低賃金基準について，公契約に従事する労働者とそれ以外の労働者との格差を生じさせている制度ともとらえることができる。また，日本の公契約条例の業務委託等に関しては，地域の最低賃金との差が大半において20～50円程度となっており，生計費原則を徹底した金額とは考え難く，何をもって適正かどうかを理解することが難しい。

　そもそも公契約条例が広まりつつある主な要因は，地域別最低賃金の水準が低いため，適正な労働条件と考えにくいというところにある。

　平成21年2月24日尾立源幸参議院議員から江田五月参議院議長宛の「最低賃金法と公契約条例の関係に関する質問主意書」において，公契約条例と国の最低賃金法についての質問がなされ，公契約条例の中で，地域別最低賃金額を上回る最低賃金額を設定することは最低賃金法から如何なる制約を受けるかという質問に対し37)，当時の麻生太郎内閣総理大臣による答弁書では，「当該条例において，地方公共団体の契約の相手方たる企業等の使用者は，最低賃金法（昭和三十四年法律第百三十七号）第九条第一項に規定する地域別最低賃金において定める最低賃金額（以下「地域別最低賃金額」という。）を上回る賃金を労働者に支払わなくてはならないこととすることは，同法上，問題となるものではない」38)とする一方，「地方自治体が最低賃金法の趣旨を踏まえ，地域別最低賃金額を上回る独自の最低賃金額を規定した条例を制定することは可能か」39)との質問に対しては，「最低賃金法上の地域別最低賃金は，労働者の労働条件の改善を図るとともに，事業の公正な競争の確保に資すること等を目的として，地域の経済状況等を踏まえつつ，一方で全国的に整合性のある額を設定するものであり，御指摘のような条例は，このような地域別最低賃金の趣旨に反するものであることから，これを制定することは，地方自治法第十四条第一項の規定に違反するものであると考える」40)としている。すなわち，公契約条例により，公契約の相手先企業（特定化された相手先）に最低賃金法で定める最低賃金よりも高い賃金を設定し，その支払いを求めることは最低賃金法に違反しないが，地方自治体が地域全体をカバーする，最低賃金法による地域別最低賃金額を上回る独自の最低賃金額を規定した条例を制定することは最低賃金法に違反するという見解である。この政府答弁が，各地方自治体にとって公契約条例を制定することが違法ではないという根拠となっている。しかし，違法ではないものの，次の点についての検討および配慮が必要であると考えられる。

　なぜ地方自治体独自の最低賃金条例制定が認められない一方で，国の最低賃金法に基づく公契約条例は認められるのか。これについては次のように考えることができる。民間市場において，A社（発注者）とB社（受注者）が契約を結ぶ際に，両社の合意の上で，A社がB社の従業員について，最低賃金法に基づく都道府県別の最低賃金よりも高い水準の下限賃金を契約に盛り込んだとしても違法ではない。その理由は，一経済主体が，もう一方の経済主体と契約を結ぶからであり，法を遵守し，当事者間で合意する以上，契約の自由があるためである。しかし，片方の経済主体が地方自治体で，もう一方の経済主体が民間事業者の場合，民間事業者同士の契約と全く同様に考えることができるかということが論点となる。地方自治体が民間事業者と決定的に異なるのは，契約に基づく民間事業者への支払いの原資が，原則として税金であるということである。上記のケースでAが地方自治体の場合，B社への支払いは国からの地方交付税や補助金等，地方税を原資とする税金であり，これがB社の従業員の賃金として支払われる。岸（2012）で指摘したように，公契約条例による賃金下限額の上昇分が，公契約業務の受注者である民間事業者が負担するのか，発注者である当該自治体に転嫁されるのかについては，一概に断定することはできず，契約ごとに異なるであろう。しかし，もし民間事業者が発注者である当該自治体に労働者の賃金上昇分を転嫁することができた場合，それは当該自治体の納税者が負担することになる。もちろん，地方自治体の財源は事業により，国からの補助金が充当されたり，一般財源であれば，国から地方交付税という形で税金が交付されており，すべての税金が地方税ではないことに注意が必要ではあるものの，公契約に基づく特定の業務に従事する特定の労働者に対する一種の「賃金補助金的性質」を持つことになる。すなわち，地域住民や国民の誰かの負担で公契約に基づく業務に従事する労働者へ補助金を出していることと同じである。たまたま自分が勤務している会社が入札によって公契約を受注することができたため，自分の給料が増えたという人は限定された人数であり，大多数の公契約とは関係のないところで働いている労働者は最低賃金基準で取り残されることとなる。つまり，当該自治体において公契約に基づかない一般民間企業同士の業務に従事する労働者で低所得で苦しんでいる人々は取り残される。すなわち，公契約条例の対象となる一部の人が税金でもって優遇措置を受け，一方で最低賃金という別基準が適用される人々は取り残されることになる。これを公平な制度とみなすことができるだろうか。本来，公契約，民間契約にかかわらず，誰もが低所得という状況に取り残されることがないよう，ワーキング・プアを改善する公平な取り組みが国および各地方自治体に求められているのではないか。

　公契約であるなしにかかわらず，いかなる事業に従事する労働者であっても，公平に同じ基準が適用され，なおかつ「自立した生活可能となる適正な賃金水準」を求めるのならば，そして日本における労働協約の適用拡大が難しいことを前提とすれば，現行の最低賃金法に基づく地域別最低賃金の決定方法を抜本的に見直すことが必要であると考えられる。確かに，上記の通り，平成21年3月6日の国会答弁において，地方自治体が全労働者に適用される当該自治体独自の最低賃金制度を設定することはできないとしている。しかしながら，現行制度内であっても，都道府県ごとに地域別最低賃金を決める仕組みがあるため，これを活用しつつ，最低賃金についてより一層生計費原則を徹底させる方向で引き上げることが一つの方向性であろう。2007年に改正された最低賃金法第9条2項，3項に「2地域別最低賃金は，地域における労働者の生計費及び賃金並びに通常の事業の賃金支払能力を考慮して定められなければならない。3労働者の生計費を考慮するに当たっては，労働者が健康で文化的な最低限度の生活を営むことができるよう，生活保護に係る施策との整合性に配慮するものとする」41)と書かれているが，単身者であっても現行の最低賃金で健康で最低限の文化的な生活を送ることは非常に難しい42)。また，地域別最低賃金は，中央最低賃金審議会が示す改定の目安を参考として, 地方最低賃金審議会で当該都道府県内の賃金実勢などに即して審議が行われるが，引き上げ額の決定に関しての計算式は公表されず，決定根拠が事実上ブラック・ボックスとなっている。また引き上げ額は，①地域における労働者の生計費，②賃金，③通常の事業の賃金支払能力を考慮して決定されるとしているが，③は，経営が苦しいため賃上げは難しいという企業の主張が影響力を持つことを意味する。加えて，生活保護基準額との逆転現象と解消の繰り返しが2007年の最低賃金法改正以降も毎年続いており，生活保護基準と最低賃金の関係の算出方法に根本的な問題があると考えられる。

　アメリカにおいても，公契約のみに適用される生活賃金条例の他に，公民を問わず，市全体に適用される市最低賃金（city-wide minimum wage）を制定する市も増えつつある。そうした中で，シアトル市は，2014年5月にシアトル市最低賃金を数年かけて段階的に引き上げ，時間当たり15ドルとすることを決定した。企業の従業員数や健康保険の有無等で引き上げのスケジュールは4つのパターンに分けられてはいるものの，従業員501人以上の企業は2017年1月1日までに時間当たり15ドルに引き上げられることになっている43)。15ドルは現行のアメリカ連邦政府の最低賃金額7.25ドルの2倍以上，2015年2月月中平均の円ドルレート約119円で計算すると44)，15ドルは1785円で，2015年3月1日現在の日本の地域別最低賃金の全国平均は780円である。

　最低賃金の引き上げについては，経済学の観点からは，当然，雇用の喪失につながる可能性を指摘することができる。ただし，岸（2014）で示したように，アメリカの最低賃金引き上げに関する計量経済学に基づく実証研究においては，この点について決着がついたとは言えず，論争が続いており，一度の引き上げ幅，引き上げのスケジュール，フルタイム労働者の平均賃金と最低賃金との比率の高低，雇用との関係は今後の研究を待たねばならない状況にある。しかしながら，企業が支払う賃金について適正さを求めるのならば，それはあまねく公平な方法であることが肝要であろう。






[注]


	1)連合（日本労働組合総連合会）ホームページ内「公契約ニュース」

	<http://www.jtuc-rengo.or.jp/roudou/chusho/kou_keiyaku/news.html>等に基づく。

	2)上記14の地方自治体のホームページによる。

	3)業務委託等に関する賃金下限額の設定基準について，13の地方自治体のホームページによると次の通り（渋谷区は建設工事のみのため含まれない）。当該自治体の新卒職員あるいは臨時職員の給与を基準：野田市，足立区，直方市，三木市。生活保護を基準：川崎市，多摩市，相模原市（2014年度まで），厚木市，高知市。賃金統計調査に基づく標準的賃金：国分寺市。地域の最低賃金を基準：草加市，厚木市（地域別最低賃金の他にその他公的機関が定める労務単価），相模原市（2015年度から）。公的機関の指標等：千代田区
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Abstract: Local governments in Japan have increasingly become to enact public contract ordinances, including the wage clauses that define the lowest wage limit amount of workers. According to ILO C94, it does not stipulate that workers engaged in public contracts should be given more favourable treatment than those engaged in private contracts or other workers in wages and other labour conditions. Based on analyses on public procurement regulations in foreign countries and efforts made by the Greater London Authority and Living Wage Foundation in London, minimum wages set in public contracts as a labour clause should have an equality with those set in private companies in its standard-setting. Therefore, it will be important that Japanese local governments make every effort to reform national minimum wage system in cooperation with Japanese national government
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環境に配慮した農産物に対する支払意思額の推定





田靡 裕祐，柴田 晃，鐘ヶ江 秀彦





【要旨】環境保全型農業の普及に際して，誰が追加的なコストを負担するのかという課題が生じる。消費者が環境に配慮した農産物の価値を認め，コスト負担を許容するならば，消費者が環境保全型農業を支えるモデルが成立する。本研究では京都府亀岡市で行われている農地炭素貯留による農産物のブランド化の取り組みを事例として，仮想評価法（CVM）を用いた支払意思額（WTP）の推定を行った。分析の結果，1）農地炭素貯留によって農産物に付与される価値へのWTPは低いこと，2）女性や大学卒といった属性を持つ消費者が，より高い追加金額を許容する傾向にあることが明らかとなった。





キーワード：環境保全型農業，仮想評価法（CVM），支払意思額（WTP），農地炭素貯留





Ⅰ．消費者が支える環境保全型農業





　環境保全型農業とは，堆肥化した家畜排泄物を活用する土づくりや，減化学合成農薬／化学肥料などのような農法を積極的に用いることによって，農業が環境に与える負荷の低減を目指す取り組みである。その普及や推進は，今後の日本の農業政策における重要な課題のひとつとして位置づけられている（農林水産省2013）。

　環境保全型農業を普及させるためには，慣行農法よりも一般的に上回るとされる生産コストの問題を解決しなければならない。農業経営の合理化や技術の発展による解決は，ひとつの方向性として考えられよう。しかしもうひとつの方向性として，消費者がそのコストを負担するという考え方があり得る。環境に配慮した農産物の価値を消費者が肯定的に評価し，その購買に際して価格の上乗せを許容するならば，消費者が消費行動を通して環境保全型農業を支えるというモデルが成立する。

　それでは，環境に配慮した農産物を消費者はどのように評価するだろうか。またどの程度までの追加的な支払いに応じるのだろうか。このような問いに対して，仮想評価法（Contingent Valuation Method: CVM）による支払意思額（Willingness To Pay: WTP）の推定というアプローチがある。CVMとは環境（およびその変化）の経済的評価を行う手法のひとつであり，想定された状況に対する仮定的なWTPを回答者から聞き出し，その環境の価値を定量的に推定するというものである（鷲田1999）。CVMを農産物に対する消費者のWTPの推定に応用した既存研究として，柘植（2006）や佐藤ほか（2005）などがある。

　本研究では環境保全型農業の事例として，京都府亀岡市で進められている農地炭素貯留の取り組みを挙げる。農地炭素貯留とは竹やモミガラのような木質バイオマスを炭化し堆肥と合わせて農地に施用することによって，土中への半永久的な炭素隔離（carbon sequestration）を行い，温室効果ガス削減を目指すというものである（柴田2011）。炭素隔離がなされた農地で栽培される野菜は，「クール・ベジタブル」という商標名の地域ブランドとして販売されており，これまでに一定の成果を挙げている（定松2015，田靡ほか2013）。このブランド農作物が消費者に対して訴求するのは，農地炭素貯留を行うことによる地球環境への配慮という付加価値である。本研究の目的は，そのような新たなコンセプトに基づいた付加価値に対する消費者の仮想的なWTPを推定し，農地炭素貯留による環境保全型農業の展開可能性について検討することである。





Ⅱ．分析






	Ⅱ.1 CVMによるデータの収集



　本研究では，2014年3月に実施された「環境にやさしいブランド米についての消費者意識調査」の個票データを用いた。この調査では，全国の20歳から79歳までの男女（調査会社保有のモニター）を対象とし，年齢層別および性別の人口構成比（国勢調査ベース）に比例するように割付・サンプリングを行った。調査モードはウェブ上で回答する方式の質問紙調査であり，有効回答数は2,400であった。表1に，得られたサンプルの個人属性の分布を示す。
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　農地炭素貯留による地球環境への配慮という付加価値に対するWTPの質問項目設計に際しては，ダブルバウンド2項選択法（鷲田1999）を採用した。これは，1回目の提示金額に対して支払意思を示した回答者に対しては，2回目により高い金額を提示し，支払意思を示さなかった回答者に対しては，2回目により低い金額を提示して改めて意思を問うという方法である。具体的には，表2に示した手順により測定を行った。はじめに，亀岡市の「クール・ベジタブル」と同様のコンセプトを持った架空のブランド米「クール・ライス」についての説明文を回答者に提示し，普段購入する米と比較して「クール・ライス」がX円高い場合の購入意思を尋ねた。次に，前の質問で「普段購入する米」を選択した回答者に対しては，より少額であるY円高い場合での購入意思を尋ねた。また前の質問で「クール・ライス」を選択した回答者に対しては，より高額であるZ円高い場合での購入意思を尋ねた。X・Y・Zの金額の組み合わせは6パターンが用意されており，ひとりの回答者にひとつが割り付けられている（表3）。
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	Ⅱ.2 分析結果



　上記の手順で得られたデータに基づく統計解析には，栗山ほか（2013）による計算プログラムを使用した。はじめに，切片および追加金額のみを投入した対数線形ロジットモデルによって「クール・ライス」の選択確率を推定した。図1は，追加金額（上限の800円で打ち切り）と選択確率の関係をグラフで示したものである。追加金額が上昇するにつれて，「クール・ライス」が選択される確率は当然ながら減少する。このモデルで推定される追加金額の中央値（選択確率が0.5になるところの金額）は63円，平均値は166円であった。表2にあるように，回答者は「米10kgあたり」の価格を想定して回答しているため，ここで推定されたWTPは極めて低いといえよう。

　次に表4は，切片および追加金額の対数値に加えて，表1に挙げられている個人属性を投入したモデルによる推定結果を示したものである。女性ダミー・年齢（連続変数）・大学卒ダミー・世帯収入（連続変数）の正の効果が有意であり，これらの属性が「クール・ライス」の選択確率を押し上げる影響を有する（すなわちより高額の追加金額を許容する）ことが明らかとなった。ただしexp(β)の値から判断すると，年齢や世帯年収の効果は大きいとはいえない。
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Ⅲ．結語―新たな環境保全型農業の可能性





　本研究が明らかにしたように，農地炭素貯留による地球環境への配慮という付加価値に対するWTPは決して高くない。亀岡市の「クール・ベジタブル」の事例では，農地炭素貯留を慣行農法に取り入れるために，炭を入手するコストを上乗せしなければならない。現状では，市の補助金によってそのコストが相殺されているが，将来にわたって取り組みを継続するためには他の手段を検討する必要があるだろう。

　そのための重要なポイントは，環境への配慮という付加価値を積極的に支持する消費者層を見極め，マーケティング戦略を洗練させることである。本研究では，女性や高学歴層による支持の可能性が示唆されたが，価値評価の社会心理学的な定量・定性分析をあわせて行いながら，コアとなる消費者層を特定することが今後の課題である。また今回の分析ではコメを対象としたが，野菜や果物，花卉といった他の農産物を対象とした同様の分析も必要となるだろう。
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Agricultural Products
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Abstract: For diffusing environment-conscious agriculture, we need to consider about the scheme to share the additional production costs. If consumers accept the value of eco-friendly agricultural products positively, sustainable scheme through the consumer behavior will come into existence. In this study, we deal with the case example of carbon sequestration in farmland, which is proceeding in Kameoka city, Kyoto, as the new concept of environment-conscious agriculture, and we estimate consumer’s willingness to pay (WTP) by using contingent valuation method (CVM). In general, consumer’s WTP for the additional value of carbon sequestration is very low. However, women and college graduate tend to accept higher spend
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■Name: Anjar Kurniadi

Title: Integrated Assessment in Poverty Reduction Programs on Health Dan Education for Children: Case in Klaten Regency





Abstract: Based on the data PPLS 2011, Klaten regency has 1.307.562 population and about 17.49 % was categorized as poor people (203.052 people). Compare with provincial (16.11%) and national level (13.33%), it is higher. Even though the number of poor people reducing generally, but it seems achievable to eradicate the poor people. Worstly, almost of 30% of the population in Klaten is children, it is assumed that 30% of poor people is children. So, they are facing uncertainty of future due to their parents are poor people.


	Local government supported by national government have been ran a set of poverty reduction program. The program has double challenge, such (1) help the poor out and (2) protect the vulnerable. In this paper, the poverty reduction program focused on the health service and education for poor children. Health and education are critical to preserving and enhancing the life quality of poor people. Unfortunately, they usually have low performance on both. Furthermore, health and education brings benefits not only those who has but also person whom living near ones.

	In health program, the government built Community Health Center in every sub district, upgrading knowledge and skill of health workers, promoting breastfeeding, supplemental food and monitoring pregnant women and children growth through Integrated Service Post in every village. In education program, government gives School Operational Assistance to release tuition fee, scholarship for poor children and foster care program by rich people and CSR program.

	In conclusion, to strengthen poverty alleviation program, TKPKD coordinate and synergize among institutions and stakeholders those involve in such program. From this research brings some recommendations, such as the government should enhance the budgeting for subsidies in health service and scholarship in education for poor children.


	







■Name: Bayu Adhi Nugroho

Title: Vulnerabilities in the North Coast Areas of Java: Implication for Disaster Management Policy

I. Background


	The north coast areas of Java has known for many years as the center of urban economic growth in Indonesia. With its dynamic resources and accessibility, north coast areas of Java has become the center of growth and main distribution line for goods and services in the country. However, besides its great potentials, north coast of Java is located in area-prone disaster making the area is so vulnerable.








II. Problem Statement


	Conflict interests on behalf of economic development are only making the areas more vulnerable in years to come.







III. Characteristics of Problem and Vulnerabilities of the Java’s North Coast

III.1. Characteristics of Problem: Carrying Capacity of Java’s North Coast


		The traffic density in the north coast of Java is quite high and continues to increase with an average growth of 3% each year. While the pace of road construction is less than 1% per year.

		With the increased volume of heavy-duty vehicle traffic in the last 5 years also means there is the damage potentials to roads by 2.5 times higher. In addition, it is also worsened by the high overloading rate of trucks by 60% of its normal capacity.

		The existing condition of the drainage system along the northern coast of Java about 50% - 60% is not working or even physically disappeared.







III.2. Causes of Vulnerabilities:


	Climate variability, socio-economic activities, low quality of infrastructures and government policy in form of development permits.







IV. Summary


		There are indications that the actual conditions in the north coast of Java at this time has exceeded its existing carrying capacity due to its vulnerabilities.

		Due to its vulnerabilities, carrying capacity of the Java’s north coast to support sustainable development (social, economy and environment) needs to be re-evaluated and re-allocated with the involvement of multi stakeholders.







V. Further Considerations: Proposed Policies of Disaster Management


		Initiative for integration of urban and regional development, at macro (national government), meso (inter-local government), micro (cities), by taking consideration of economic and demographic growth, future carrying capacity, vulnerabilities and potentials of natural resources and disaster along the north coast of Java and livelihood for local communities.

		Strengthening the government institutions for doing continuous observations, advanced projections and periodic impacts assessment of the regional vulnerabilities and disaster potentials.

		Continuous improvement of local government capacity in disaster management in field of the assessment techniques of vulnerability and adaptation effects and policy-relevant research on concrete adaptation measures.










■Name: Muchamad Rizal

Title: Batik as Sustainable Cultural Heritage

I. Research Objective


		To preserve batik as Indonesia's intangible cultural heritage. 

		Batik is identity of Pekalongan city as well as a driving force to local economy. On the other side the increasing batik will degrade environment especially from water waste caused by chemical produced from batik processing







II. Government Interventions


		Government has constructed WWTP in the central of batik industry
	
		⇒ Operational Cost 70 Million IDR/ year, Operate by Environment Agency

	

	

		The allocation share for river’s recovery is 440.000.000, 00 IDR (2013)

		Strengthening community in the village level with block grant (including for waste water treatment) → domestic waste

		Priority in Batik as economic value not for environment enhancement







III. Waste Water Purifications


		Jenggot plants, Capacity is 400m3/day, connected to 106 batik producers. However batik waste runs to Jenggot batik waste plant as 700m3/day and the rest 300m3/day just flew into Pekalongan river bank.

		Kauman plants capacity is 120m3/day, connected to 25 batik producers unfortunately only 17 producers serve by Kauman plant. 

		waste was deposited, then neutralized with H2SO4 and then flowed with wet land system in which there is a pool filled with Zeloit rocks and overgrown vegetation to the absorption of toxins







IV. Further Considerations


		Communal WWTPs build in the centers of batik industry (high cost investment and operational)

		Provide on-site purification for household scale

		Community enhancement (Batik cluster approach)

		Green batik productivity should be implemented with natural coloring batik production → incentive scheme










■Name: Rusni Budiati

Title: Integrating Multiparty in Developing Heritage Tourist Destination in Muntok: Sustainable Management Approach for Regional Tourism (SMART) Strategies

Improving the Liveliness of Indonesia Tin Museum and the Surrounding in Muntok





Abstract: Muntok, a sub district town in West Bangka, is a heritage town that faces almost the same problems of other areas in Kepulauan Bangka Belitung, which are shifting the economy from mining and refurbishing the degraded environment of the area resulted from tin mining. The town was severely suffered economic downfall after the closure of the TIN operation in the area in 1993, leaving only the smelting unit to operate. The town slowly revived after the decentralization act in 1999 was enacted which also resulting to the establishment of Provincial government of Kepulauan Bangka Belitung (2000) and the government of West Bangka district (2002), as well as various issues related to the rampant illegal tin mining conducted by individuals and small enterprises.


	One of the economic activities promoted for West Bangka is tourism activities, as Muntok, one of the sub-district towns, is potential for heritage tourism and has been listed as one of the heritage town in Indonesia. One of the TIN’s buildings in the town has been restored and functioned as museum. It is expected that the museum will improve the attractiveness and liveliness of the town. The area is physically more interesting than that of before the restoration. However, the building site has not been able to improve the liveliness of the town. Therefore, this paper discusses on how to make the Indonesia Tin Museum and its surrounding in Muntok livelier.

	This policy paper consists of 6 parts. Part I is the introduction to the issue and problem. Part II is stating the objective of this policy paper based on the issue addressed in the introduction. Part III describes the problems more specifically. Part IV reviews the existence policies in West Bangka District regarding heritage sites and 3 cases of heritage destination development in Japan. Part V offers several visible alternatives to improve the liveliness of the town by giving various activities expected to make the building site and the area surrounding more attractive, open and vibrant, while part VI is the recommendation of the visible actions to be conducted at the first stage.










■Name: Tri Wahyu Cahyono

Title: Control of Land Conversion for Sustainable Agriculture in Indonesia





I. Research topic


	Control of cultivated land conversion to non-agricultural crops has been regulated in Law Number 41 of 2009 on The Protection of Sustainable Agricultural Land. In fact, the rate of population growth is not proportionally balanced by the growth rate of agricultural land. Ministry of Agriculture can only create a new rice area of 330 thousand hectares during 2006 to 2013 or 40 thousand hectares annually but the rate of wetland conversion in Indonesia reached 102 thousand hectares per year. The ability of rice printed by the government is not able to match the rate of wetland conversion due to budget constraints.

	In this research, there are two main problems in land conversion for sustainable agriculture:








		The growth of people in Indonesia are around 1.45%, while the land area that is relatively fixed. How to control farmland conversion for sustainable agriculture in Indonesia?

		Indonesia government has been published the form of legislation to control land conversion. Its implementation is not effective because the legislation does not contain any legal sanction. What sanction can keep the land (soil) productive?








	The overall goal of this study is to answer how to control of the changes in farmland on sustainable agriculture.







II. Findings


		Indonesia has a land area of 188.20 million hectares, consisting of 144 million ha of dry land and 44.20 million ha of wetlands. In 2012, the use of agricultural land is 25.2 million hectares of land in production and about 14.2 million hectares of unused land. Development of dry land farming can be reached by unused land. The unused land is quite widely spread, which is located in the area of agriculture and forestry cultivation. The potential of the area for the farm, which has been cultivated into agricultural land by 47 million hectares, so 54 million ha land in Indonesia potentially for agricultural expansion.

		There are at least three policy alternatives considered to control conversion of irrigated land, namely policy to regulate and control through central authority, creation of personal rewards associated with development and protection of rice fields, and developing collective capacity of local communities to control their own land resources.

		The government has issued a law on protection of agricultural land continuing to control land conversion, but its implementation is not effective because the legislation does not contain any legal sanctions. The land speculators played a strategic role in business of land. They buy land for resale to developers, so the land out of production.

	





III. Recommendation







This report finds that given at least two policy alternatives considered to control conversion of irrigated land and to encourage Indonesian people use their land to produce agriculture products.








		The government provides subsidies to farmers. If production costs are cheaper than the sale of agricultural products, the farmer would make a profit so that the income of farmers increased. This policy is economic ways to protect agriculture production. The challenge is if the government always give subsidy, World Bank and IMF will pressure government to minimize the subsidy for farmer.

		The government must have strict sanction for the landowner who did not use their land for production. If the land is not used (abandoned) for three consecutive years, the government may withdraw his land and give it to the people who want to cultivate the land. The impact of this sanctions is the landowner will be trying to use his land and production will increase. The challenge from this sanction is denial of landowners and land speculators, so government will difficult to legal process. For sustainable agriculture, this sanction will give a good impact in the future. Everyone can buy land but he must use it for production. It can reduce unused land in cultivation area.










■Name: Zulfikri Alaidrus

Title: Accelerating MRT Jakarta Construction by Strengthening the Community around MRT Jakarta Stations: Case Study at Fatmawati Corridor





Abstract: Government targeted MRT Jakarta will operate in 2016, unfortunately the project progress until May 2014 only reached 5 % from 12 % target. This is mostly caused by delayed construction on Fatmawati corridor. Community of Fatmawati Corridor, South Jakarta, remains adamantly opposed the construction of the Jakarta Mass Rapid Transit (MRT) elevated line in their neighborhood. The reason for objection is beyond the financial losses might suffer for the Fatmawati community (The Jakarta Post, May 25, 2012). 


	Fatmawati road is known as the center of economic trade activity at south Jakarta, the second biggest trade center after Glodok in North Jakarta. It consists of 9 traditional markets and 8.135 stores along these corridor (APPSI: 2013). The elevated line would ruin the aesthetics of the area and create a new slum. There will be street vendors using pedestrian, idling public minivans, illegal parking lots, congestion under the line, criminal and decrease income of shop owners.

	There are 3 alternative solutions to solve the problem: first, by letting private investors run a land acquisition on the area to develop a modern mix use building (investor ways); second, through government investment on land acquisition to avoid rejection from the communities regarding the elevated line (government way); and third, by strengthening the community to solve their own problems with assistance and incentive from the government (community way).

	Among those alternative solutions, using simple analysis, the best solution is strengthening the community to solve their own problems with assistance and spatial incentive from the government (community way). It will preserve the Fatmawati area as traditional trade center and the rejection from community will be able to solve. 

	The strategies for this solution, according to government policy, are giving spatial incentive: increasing the intensity and density, allowing mixed use building, providing parking lots, widening pedestrian area and adjusting traffic. Furthermore, law enforcement for any business activities under the elevated line are required. The any building may connect to the MRT stations and optimize under line construction for open public green area. The strategy should adopt in the initiation of an urban design guide line at Fatmawati corridor.

	On the other hand, community participation and collaboration between NGOs/ facilitators, government and communities are needed to overcome problems. In order to strengthen the community, it is necessary to establish supporting environment, facilitate community to access information, set the community participation mechanisms that provide authority in organizing and directing the program by using the stakeholder involvement mechanism, improve the local community capacity and provide simple roles, as well as conducting monitoring and evaluation. 

	The conclusion of this paper are 1) preserving the Fatmawati area as traditional economic activity by strengthening the community around Fatmawati corridor and spatial incentive approaches from government to communities and 2) objection from community around MRT station is caused by minimum information about the advantages of the TOD concept on MRT project.

	Further recommendation for Government are 1) initiating an urban design guide lines for station areas around the MRT line and 2) disseminating the information to the public that good transit-oriented development can provide all the advantages associated with livable areas.
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Figure 3.1 Aki.Co.Ltd
(Source: Photo taken by Mr. Matsuoka: The photo is permitted to be shown in this

paper by Mr. Matsuoka.)
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Table 2.1 Differences between the first and second periods of work-sharing program

First period of work-sharing Second period of work-sharing
Work-sharing program (invented New model of work-sharing program
in 1960) (developed in 2012)

Purpose To prevent depopulation in To provide young poor people with
Himeishima village jobs so that it can keep them live in the

island
Function One function Several functions
Vision Preventing depopulation Protecting poverty and revitalizing the

community (unexpectedly)

Policy Population policy (Demographic Employment policy,

policy) Policy for community revitalization
(It became poverty against policy and
community revitalization policy

unexpectedly.)

(Source: Own finding by the author)
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Figure 3.3 Field Observations at Aki.Co.Ltd (Source: The Author, 2014)
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Figure 3.5 Field Observation at NANA restaurant (Source: Author, 2014)
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Figure 2.1 Interviews to the Head of local government (Source: Author, 2013
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Figure 3.2 Celebrating Festival with the theme of Kunisakijikan Philosophy
(Source: Photo taken by Mr. Matsuoka: The photos are permitted to be shown in this
paper by Mr. Matsuoka.)
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Figure 2.2 Field observations at to the Women Group of Fishing Industry
(Source: Author, 2013)
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